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１ 目 的 

本報告書は、現行の第６次宇美町総合計画後期実践計画（令和元年度～令

和４年度）に掲げられた取組について、その達成状況及び今後に残された課

題等をとりまとめたものであり、第 7次宇美町総合計画（令和５年度～令和

12 年度）策定のための基礎資料として活用していくものです。 

なお、第６次宇美町総合計画後期実践計画の体系は以下のとおりです。 

 

第６次宇美町総合計画後期実践計画の体系 
  

ともに創る 自然とにぎわいが融合したまち・宇美 

 

基本目標 施策 

基本目標① 

共働による活力あるまち 

施策 1-1 共働の推進 

施策 1-2 地域コミュニティの活性化 

基本目標② 

安全に暮らせるまち 

施策 2-1 防災対策の充実 

施策 2-2 交通安全・防犯の充実 

施策 2-3 消費者施策の充実 

基本目標③ 

人にやさしく、健やかに暮

らせるまち 

施策 3-1 地域福祉の充実 

施策 3-2 高齢者福祉の充実 

施策 3-3 障がいのある人の福祉の充実 

施策 3-4 町民の健康づくりの推進 

基本目標④ 

次代の担い手を育み、自己

実現を進めるまち 

施策 4-1 子育て支援の充実 

施策 4-2 学校教育の充実 

施策 4-3 生涯学習の推進 

施策 4-4 青少年の健全育成 

施策 4-5 スポーツ活動の推進 

施策 4-6 芸術・文化活動の推進 

施策 4-7 読書活動の推進 

町の将来像 
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基本目標 施策 

基本目標⑤ 

産業の振興で活気を生むまち 

施策 5-1 商工業・サービス業の振興 

施策 5-2 農林業の振興 

施策 5-3 観光の振興 

基本目標⑥ 

住みやすい環境づくりを進め

るまち 

施策 6-1 道路・交通網の充実 

施策 6-2 都市機能の立地誘導・集約 

施策 6-3 上・下水道の整備 

基本目標⑦ 

自然と共生する魅力あふれる

まち 

施策 7-1 循環型社会形成の推進 

施策 7-2 自然環境の保全と公園・緑地・水辺の保全・

整備 

施策 7-3 生活環境の保全・向上 

施策 7-4 文化財の保存と活用 

基本目標⑧ 

個人を尊重し行政経営を進め

るまち 

施策 8-1 人権尊重・男女共同参画の推進 

施策 8-2 行政経営の推進 
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２ 評価の方法 

第６次宇美町総合計画後期実践計画の「主要な取組」ごとに、「現行計画

達成状況調査シート」を作成して評価を行いました。 

達成度の評価に関する留意事項は、次のとおりです。 

① 評価基準日は、令和４年３月 31 日（令和３年度終了時）とし、計画

期間４年のうち、３年が経過した時点での評価となっています。 

② 達成度については、以下の「達成度基準表」により、Ａ～Ｅの５段階

で評価しています。 

③ 取組の内容・性格によっては、評価の判断が困難なもの（意識の啓発

など）や達成状況を把握しづらいものもありますが、今回の調査では、

取組の“実施状況”（計画に掲げた取組をどの程度実施したか）を中心

に評価しています。 

④ 基本目標ごとに設定した成果指標の達成状況や、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響なども総合的に勘案した上で評価しています。 

 

達成度基準表 
 

達成度 評価内容 達成状況 

Ａ 
後期実践計画に掲げた取組を達成した。 

（ほぼ 100％実施した） 
ほぼ１００％ 

Ｂ 
後期実践計画に掲げた取組を概ね達成した。 

（75％程度実施した） 
７５％程度 

Ｃ 
現在、取組の達成に向けて動いている。 

（半分程度実施した） 
５０％程度 

Ｄ 
現在、取組の達成に向けて動き始めている。 

（取組に着手し、動き始めることはできた） 
２５％程度 

Ｅ 
現在、ほとんど手をつけていない。 

（取組に着手することができなかった） 
０％ 
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１ 全体評価 

（１）全体の達成度 

第６次宇美町総合計画後期実践計画の「主要な取組」は、全部で 111 あり

ますが、これを達成度別で集計すると、Ａが 57（51.4％）、Ｂが 46（41.4％)、

Ｃが７（6.3％）、Ｄが１（0.9％）、Ｅはなしとなっています。 

これらの達成度について、それぞれＡを 100 点、Ｂを 75 点、Ｃを 50 点、

Ｄを 25 点、Ｅを 0 点として点数化し、全体の平均を求めると、100 点満点

で、 

８５.８ 点 

となっています。 

今回評価した 111 の「主要な取組」には、様々な内容・性格の取組が盛り

込まれており、正確な点数評価は極めて困難ですが、第６次宇美町総合計画

後期実践計画は、計画期間４年のうち３年が経過した時点で、およそ 86％

の達成度となっており、概ね順調に進捗してきたということができます。［図

表１参照］ 

 

図表１ 達成度と「主要な取組」数 
 

達成度 「主要な取組」数（比率） 

Ａ ５７ （５１．４％）  

Ｂ ４６ （４１．４％）  

Ｃ ７ （ ６．３％）  

Ｄ １ （ ０．９％）  

Ｅ ０ （ ０．０％）  

計 １１１（１００．０％）  
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（２）基本目標別の比較 

基本目標別に比較すると、評価が最も高い基本目標は廃棄物処理と地球温

暖化対策、自然環境と公園・緑地、環境美化・空き家対策、文化財に関する

“生活環境分野”で構成される「基本目標⑦ 自然と共生する魅力あふれる

まち」（91.7 点）です。 

次いで、地域福祉、高齢者福祉、障がい者福祉、健康づくりに関する“福

祉・保健分野”で構成される「基本目標③ 人にやさしく、健やかに暮らせ

るまち」（90.6 点）、商工業・サービス業、農林業、観光に関する“産業分野”

で構成される「基本目標⑤ 産業の振興で活気を生むまち」と人権尊重・男

女共同参画、行政経営に関する“共生・行財政分野”で構成される「基本目

標⑧ 個人を尊重し行政経営を進めるまち」（同点 87.5 点）となっています。 

また、子育て支援、学校教育、生涯学習、青少年健全育成、スポーツ、芸

術・文化、読書活動に関する“子育て・教育・文化分野”で構成される「基

本目標④ 次代の担い手を育み、自己実現を進めるまち」（86.6 点）につい

ては、全体平均とほぼ同様となっています。 

一方、全体平均を下回った基本目標としては、防災、交通安全・防犯、消

費者対策に関する“安全安心分野”で構成される「基本目標② 安全に暮ら

せるまち」（81.3 点）、共働、地域コミュニティに関する“共働・地域コミュ

ニティ分野”で構成される「基本目標① 共働による活力あるまち」（78.6

点）となっています。 

８つの基本目標の中で最も低い評価となったのは、道路・交通網、都市機

能、上・下水道に関する“都市基盤分野”で構成される「基本目標⑥ 住み

やすい環境づくりを進めるまち」（75.0 点）となっています。［図表２・３

参照］ 
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図表２ 基本目標別達成度（平均点） 

基本目標 達成度（平均点） 

基本目標① 共働による活力あるまち 

（共働・地域コミュニティ分野） 
78.6 

基本目標② 安全に暮らせるまち 

（安全安心分野） 
81.3 

基本目標③ 人にやさしく、健やかに暮らせるまち 

（福祉・保健分野） 
90.6 

基本目標④ 次代の担い手を育み、自己実現を進めるまち 

（子育て・教育・文化分野） 
86.6 

基本目標⑤ 産業の振興で活気を生むまち 

（産業分野） 
87.5 

基本目標⑥ 住みやすい環境づくりを進めるまち 

（都市基盤分野） 
75.0 

基本目標⑦ 自然と共生する魅力あふれるまち 

（生活環境分野） 
91.7 

基本目標⑧ 個人を尊重し行政経営を進めるまち 

（共生・行財政分野） 
87.5 
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図表３ 基本目標別達成度（平均点） 
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２ 基本目標ごとの評価 

（１）基本目標① 共働による活力あるまち 

基本目標①の「共働による活力あるまち（共働・地域コミュニティ分野）」

（78.6 点）は、８つの基本目標の中で７番目の評価となっています。 

基本目標①は、「施策 1-1 共働の推進」と「施策 1-2 地域コミュニティ

の活性化」の２つの施策で構成されています。 

「施策 1-2 地域コミュニティの活性化」（83.3 点）は、３つの主要な取

組のうち、１つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。 

また、「施策 1-1 共働の推進」（75.0 点）については、４つの主要な取組

のうち、１つがＡ評価、２つがＢ評価、１つがＣ評価です。Ｃ評価とした取

組は、「町民団体やボランティア・ＮＰＯの活動支援と参加しやすい環境づ

くり」で、町民活動の情報・交流の拠点として、ボランティア・町民活動支

援センター「ふみらぽ」の運営管理を行うなど、支援を行ってきましたが、

コロナ禍等により町民活動が停滞し、活動支援が十分にできなかったことが

要因です。［図表４参照］ 

 

図表４ 施策別達成度（平均点） 

【基本目標① 共働による活力あるまち】 
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基本目標① 共働による活力あるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 1-1 
共働の推進 

(1)町民参画の仕組
みづくり 

町民の多種多様なニーズや課題に対応し、町民の意見や発想を起

点とした行政の推進に向け、各種計画の策定における委員の一般

公募、ワークショップ、共働提案事業制度などを活用し、町民が

まちづくりに自主的・積極的に参加するための仕組みづくりや体

制づくりを図ります。 

まちづくり課 Ｂ 

 

(2)町民団体、ボラ
ンティア・ＮＰ
Ｏなどの育成・
支援 

多様な町民団体、ボランティア・ＮＰＯなどの自主的な活動を育

成・支援するほか、町民が活動に参加しやすい環境づくりに努め

ます。 

まちづくり課 Ｃ 

 
(3)広報・広聴活動
の充実 

広報うみやホームページの内容充実を図るとともに、政策・施策

に町民の意見・アイデアを積極的に取り入れるため、広報うみや

ホームページを活用した意見聴取、各種アンケートの実施や各種

団体への広聴活動など、町民と行政の情報交換を積極的に進めま

す。 

また、タイムリーな情報をより多くの人に提供するため、ＳＮＳ

を活用した情報発信の充実を図ります。 

総務課 Ｂ 

 (4)情報の共有 

町民への説明責任を果たし、町政運営の透明性の確保を図るとと

もに、町の施策の方針を理解していただくため、宇美町の保有す

る情報の公開に関する条例及び宇美町個人情報の保護に関する

条例に基づき、円滑で積極的な情報公開と適切な個人情報保護を

推進します。 

総務課 Ａ 

施策 1-2 
地域コミュニ
ティの活性化 

(1)自治意識の高揚 

地域コミュニティの重要性や地域コミュニティ活動の状況など

についての広報・啓発活動を積極的に行い、地域活動をはじめ、

各種行事や生涯学習活動、ボランティア活動へ町民の参加を促進

するとともに、地域コミュニティ活動に必要な情報提供や地域リ

ーダーの育成を推進します。 

まちづくり課 Ｂ 

 
(2)地域コミュニテ
ィの活性化支援 

地域コミュニティと行政のつなぎ役として配置している地域づ

くりコーディネーターによる活動への支援を行います。 

安全で安心して暮らせる地域づくりに向けては、自主防災・防犯

組織の育成、交通安全活動、高齢者の見守りや子育て支援など

様々な地域コミュニティ活動を支援します。 

まちづくり課 Ｂ 

 
(3)地域コミュニテ
ィ施設の充実 

町民のふれあいの場、活動の場として、既存施設の有効活用を進

め、地域コミュニティ施設（活動拠点）の充実に努めます。 
まちづくり課 Ａ 
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（２）基本目標② 安全に暮らせるまち 

基本目標②の「安全に暮らせるまち（安全安心分野）」（81.3 点）は、８つ 

の基本目標の中で６番目の評価となっています。 

基本目標②は、「施策 2-1 防災対策の充実」、「施策 2-2 交通安全・防犯 

の充実」及び「施策 2-3 消費者施策の充実」の３つの施策で構成されてい

ます。 

「施策 2-2 交通安全・防犯の充実」（93.8 点）は、４つの主要な取組の 

うち、３つがＡ評価、１つがＢ評価となっています。  

次いで、「施策 2-3 消費者施策の充実」（87.5 点）は、４つの主要な取組

のうち、２つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。 

「施策 2-1 防災対策の充実」（62.5 点）は、４つの主要な取組のうち、

３つがＢ評価、１つがＤ評価となっています。Ｄ評価とした取組は、「避難

行動要支援者の把握及び個別計画の策定、地域での情報共有」で、災害対策

基本法の改正による対象者の把握方法の変更等に伴い、令和３年度末時点で

は名簿は未更新、個別計画は未策定であったことが要因です（ただし、令和

４年度に名簿更新、個別計画策定予定）。［図表５参照］ 

 

図表５ 施策別達成度（平均点） 

【基本目標② 安全に暮らせるまち】 
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基本目標② 安全に暮らせるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 2-1 
防災対策の充
実 

(1)総合的な防災体
制の確立 

避難路・避難場所の周知、計画的な防災訓練の実施、緊急時の情

報通信体制の充実などの防災施設・設備の整備、河川・雨水調整

池及びため池などの維持・補修、地域の商工業者の協力による食

糧・飲料水・生活必需品などの備蓄など、地域防災計画に基づく

総合的な防災体制の確立を進めます。 

また、有事などの緊急事態に対応するため国民保護計画に基づき

町民の安全確保に努めます。 

危機管理課 Ｂ 

 
(2)地域での防災力
の強化 

土砂災害ハザードマップや防災ハンドブックなどによる啓発・情

報提供の充実や防災研修会などへの参加促進、地域での防災訓練

の充実を図るとともに、地域における自主防災組織の育成・強化、

防災ボランティアの育成、木造住宅の耐震化の啓発など町民の防

災意識の高揚と地域ぐるみの防災体制の確立に努めます。 

地域での防災訓練の実施にあたっては、校区コミュニティを核と

して、行政と地域住民による共働により実施し、火災予防・初期

消火・救命処置の知識の普及を推進します。 

危機管理課 
まちづくり課 

Ｂ 

 
(3)避難行動要支援
者対策の充実 

関係機関と連携して、避難行動要支援者の把握及び個別計画の策

定、地域での情報の共有など横断的な避難支援体制の確立を図り

ます。 

健康福祉課 
危機管理課 

Ｄ 

 (4)消防団の活性化 

消防団の重要性に関する町民意識の啓発を図りながら、団員確保

対策の強化や訓練の充実による団員の資質の向上など、消防団の

活性化を推進します。 

また、消防団を中核とした地域防災力の充実強化のため、機能別

消防団員の導入について検討を進めます。 

危機管理課 Ｂ 

施策 2-2 
交通安全・防
犯の充実 

(1)交通安全意識の
高揚 

交通事故の発生を防止するため、粕屋警察署や交通安全協会宇美

支部などと連携して、子どもから高齢者まで、年齢層に応じた交

通安全教育を実施します。また、飲酒運転撲滅のＰＲ、交通安全

運動の展開などを通して町民の交通安全意識の高揚を図ります。 

危機管理課 Ａ 

 
(2)安全な道路環境
の確保 

県公安委員会に対する信号機・横断歩道など交通安全施設の設置

要請、歩道、防護柵などの設置及び維持管理、道路線形改良の促

進など道路環境の整備を計画的に進めます。 

特に通学路の安全確保については、「宇美町通学路交通安全プロ

グラム」に基づく安全点検・環境整備を行います。 

都市整備課 
学校教育課 

Ａ 

 (3)防犯意識の高揚 
警察や関係機関・団体との連携のもと、広報による啓発活動や情

報提供などを通じて、町民の防犯意識の高揚を図ります。 

また、犯罪被害者などの支援のための体制整備を推進します。 

危機管理課 Ｂ 

 (4)防犯環境の充実 

自治会や校区コミュニティ、粕屋警察署少年補導員、小・中学校

ＰＴＡ、事業所などによる自主的な地域・学校などの安全活動を

促進し、防犯活動の体制強化を図ります。 

また、自治会との連携により、必要な箇所への防犯灯の整備（Ｌ

ＥＤ化）を進めるとともに、適切な維持管理に努めます。 

危機管理課 
まちづくり課 
学校教育課 
都市整備課 

Ａ 

施策 2-3 
消費者施策の
充実 

(1)消費生活に関す
る情報の提供 

関係機関との連携のもと、広報・啓発活動の推進をはじめ、消費

者講座の開催や消費者向けパンフレットの配布などを通じて消

費者教育・啓発を進めるとともに、消費生活情報の提供、消費者

団体の活動支援を進め、自立した消費者の育成を図ります。 

また、最近被害の多い振り込め詐欺や不当・架空請求、家屋の点

検・リフォーム商法などの情報について、広報うみやホームペー

ジなどを活用して積極的に提供します。 

危機管理課 Ａ 

 
(2)消費生活相談の
実施 

かすや中南部広域消費生活センターにおいて、月曜日から金曜日

までの週 5 日間専門相談員による消費生活相談を実施します。

また、宇美町消費生活相談窓口においても週 1 回、専門相談員に

よる出張相談を実施し、被害発生時における問題解決のためのア

ドバイスなどを行います。 

危機管理課 Ａ 

 
(3)高齢者へのサポ
ート 

高齢者が被害にあわないためのアドバイスや、被害にあった場合

の対応を関係機関などと連携してサポートします。 
危機管理課 Ｂ 

 
(4)消費者教育の推
進 

啓発活動や専門相談員による消費者講座を実施し、自立した消費

者として合理的な判断ができるような取組を行っていきます。 
危機管理課 Ｂ 
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（３）基本目標③ 人にやさしく、健やかに暮らせる

まち 

基本目標③の「人にやさしく、健やかに暮らせるまち（福祉・保健分野）」

（90.6 点）は、８つの基本目標の中で２番目の評価となっています。 

基本目標③は、「施策 3-1 地域福祉の充実」、「施策 3-2 高齢者福祉の充

実」、「施策 3-3 障がいのある人の福祉の充実」及び「施策 3-4 町民の健

康づくりの推進」の４つの施策で構成されています。 

「施策 3-1 地域福祉の充実」（93.8 点）は、４つの主要な取組のうち、

３つがＡ評価、１つがＢ評価です。 

次いで、「施策 3-3 障がいのある人の福祉の充実」（91.7 点）は、３つの 

主要な取組のうち、２つがＡ評価、１つがＢ評価です。 

また、「施策 3-4 町民の健康づくりの推進」（90.0 点）については、５つ

の主要な取組のうち、３つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。 

「施策 3-2 高齢者福祉の充実」（87.5 点）は、４つの主要な取組のうち、

３つがＡ評価、１つがＣ評価であり、Ｃ評価とした施策は、「老人クラブ活

動の支援や高齢者の学習・健康づくり・交流の場の提供、就労・社会参加の

促進」で、コロナ禍等により各自治会のシニアクラブなどの活動が停滞傾向

にあり、活動支援が十分にできなかったことなどが要因となっています。[図

表６参照］ 

図表６ 施策別達成度（平均点） 

【基本目標③ 人にやさしく、健やかに暮らせるまち】 
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基本目標③ 人にやさしく、健やかに暮らせるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 3-1 
地域福祉の充
実 

(1)福祉意識の高揚 

広報・啓発活動や福祉教育の推進、福祉イベントの開催、地域住

民との交流事業や世代間交流の実施などを通じて、町民一人一人

に高齢者や障がいのある人などに対する正しい知識の普及に努

め、福祉意識の高揚とノーマライゼーションの理念の浸透を図り

ます。 

健康福祉課 Ａ 

 
(2)社会福祉協議
会、関係団体な
どの活動支援 

地域福祉を推進する社会福祉協議会をはじめ、民生委員・児童委

員協議会の活動充実、関係団体の活動支援に努め、地域に密着し

た各種福祉活動の活発化を促進します。 

特に、社会福祉協議会、ボランティアセンターと連携を図り、福

祉ボランティアの育成及びネットワーク化、身近な地域を単位と

した助け合い活動を支援します。 

健康福祉課 Ａ 

 

(3)高齢者や障がい
のある人にやさ
しい環境整備の
推進 

関係部門、関係機関・団体が一体となって、住宅環境の整備、防

災・防犯・交通安全対策の充実を図るほか、住み慣れた地域での

生活を支援するなど高齢者や障がいのある人が住みよいまちづ

くりを総合的に推進します。 

健康福祉課 
危機管理課 
都市整備課 

Ｂ 

 (4)福祉窓口の充実 
福祉サービスの利用や相談などが気軽に行えるように、窓口のわ

かり易さ、サービスの向上に更に努めます。 
健康福祉課 Ａ 

施策 3-2 
高齢者福祉の
充実 

(1)高齢者支援体制
の推進 

宇美町高齢者福祉計画及び福岡県介護保険広域連合の介護保険

事業計画に基づき、制度やサービスの周知をはじめ、サービスの

質の向上、苦情・要望への適切な対応など、総合的な推進体制の

強化を図ります。 

また、地域包括支援センターを核に、介護予防ケアマネジメント

や総合的な相談、権利擁護などを行う包括的支援事業を効果的に

推進します。 

健康福祉課 Ａ 

 (2)介護予防の推進 

加齢に伴って生じる心身の変化に起因する予防可能な疾病のリ

スクを早期に発見するため、介護予防対策者把握事業、総合相談

事業、健診データなどを活用し、個々にあった予防事業を紹介し

ます。また、校区コミュニティでの介護予防教室を全町的に実施

し、介護予防の推進と社会参加の機会を提供します。 

健康福祉課 
まちづくり課 

Ａ 

 
(3)地域包括ケアシ
ステムの構築 

①在宅医療・介護連携の推進 

医師会、歯科医師会などの関係団体、ケアマネジャーをはじめとす

る地域における多職種の連携を図り、適切な支援につなげます。 

②認知症施策の推進 

医師会、警察署などの関係団体・機関と連携して地域における連

携システムの構築を図るなど、認知症の方の住み慣れた地域での

生活を支援します。 

③地域ケア会議の実施・拡充 

個別ケースを多職種で検討する地域ケア会議を開催し、高齢者個人

に対する支援の充実やそれを支える社会基盤の整備を図ります。 

④生活支援の充実・強化 

地域ニーズと生活支援サービス提供事業者とのマッチングによ

り高齢者個人に「自立支援」の考え方に基づいた必要なサービス

が提供されるよう、適切な支援をします。 

健康福祉課 Ａ 

 
(4)生きがいづくり
と社会参加の促
進 

高齢者が生きがいを持って豊かな生活を送れるよう、老人クラブ

活動の支援や高齢者の学習・健康づくり・交流の場の提供に努め

ます。 

また、高齢者の経験・知識・技能が発揮できるよう就業、社会参

加を促進します。 

健康福祉課 
まちづくり課 

Ｃ 

施策 3-3 
障がいのある
人の福祉の充
実 

(1)障がいのある人
への支援の総合
的推進 

宇美町障がい者基本計画、宇美町障がい者福祉計画及び宇美町障

がい児福祉計画に基づき、居宅介護（ホームヘルプ）や重度訪問

介護をはじめとする各種サービス、自立のための訓練や就労の支

援のための事業などに対する給付の実施、相談の支援や日常生活

用具の給付・貸与、移動の支援をはじめとする地域生活支援事業

の推進など、障がい福祉サービスの適切な提供を図ります。 

健康福祉課 Ａ 

 
(2)広報・啓発活動
などの推進 

ノーマライゼーションの理念に基づいたまちづくりを進めるた

め、広報・啓発活動や福祉教育、交流事業の推進に努めます。 

健康福祉課 
学校教育課 

Ｂ 

 
(3)就労機会や居住
の場の拡大と社
会参加の促進 

関係機関との連携のもと、就労相談の充実や事業所への障がいの

ある人の雇用を支援する各種制度の周知・啓発に努めるととも

に、福祉的就労機会の充実に努め、居住の場の拡大を図り、障が

いのある人の社会参加を促進します。 

健康福祉課 Ａ 
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施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 3-4 
町民の健康づ
くりの推進 

(1)町民主体の健康
づくりの推進 

町民一人一人が、自分の心身の状況を理解し、健康的な生活がで

きるように、正しい知識の普及や健康づくりの意識高揚を図りま

す。 

また、ライフステージに応じた、町民の主体的な健康づくりを支

援します。 

健康福祉課 Ｂ 

 

(2)予防可能な疾病
（生活習慣病な
ど）の発症予防
と重症化予防の
徹底 

予防可能な疾病のリスク及び疾病の早期発見のため、健診・検診

の受診率の向上を図ります。 

また、健診データをもとに、適切な疾病予防ができるよう保健指

導や健康教育、健康相談など健診後のフォロー体制の充実を図り

ます。 

健康福祉課 Ｂ 

 (3)母子保健の充実 

子どもの成長、発達の原理を理解した上で、子どもの生活環境を

作っていくことが将来の生活習慣病の予防につながることから、

妊娠期からの健康診査・保健指導をはじめ、母子健康手帳の交付、

健康教育、乳幼児健康診査、訪問指導など各事業の一層の充実に

努めます。 

こどもみらい課 Ａ 

 (4)感染症の予防 

感染症の罹患と重症化を予防するため、予防接種についての情報

提供を行い、予防接種法に基づく定期接種の接種率の向上を図り

ます。 

また、関係機関との連携のもと、新型インフルエンザなどの感染

症に関する正しい知識の普及や危機管理体制の強化に努めます。 

こどもみらい課 
健康福祉課 

Ａ 

 
(5)救急医療体制の
整備 

医師会や医療機関との連携・協力により、休日・夜間の救急医療

体制の確保と地域救急医療体制の充実に努めます。 
健康福祉課 Ａ 
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（４）基本目標④ 次代の担い手を育み、自己実現を進

めるまち 

基本目標④の「次代の担い手を育み、自己実現を進めるまち（子育て・教 育・

文化分野）」（86.6点）は、８つの基本目標の中で５番目の評価となっています。 

基本目標④は、「施策 4-1 子育て支援の充実」、「施策 4-2 学校教育の充 

実」、「施策 4-3 生涯学習の推進」、「施策 4-4 青少年の健全育成」、「施策

4-5 スポーツ活動の推進」、「施策 4-6 芸術・文化活動の推進」及び「施策

4-7 読書活動の推進」の７つの施策で構成されています。 

「施策 4-4 青少年の健全育成」と「施策 4-7 読書活動の推進」（同点 93.8

点）は、ともに、それぞれ４つの主要な取組のうち、３つがＡ評価、１つが

Ｂ評価となっています。 

「施策 4-5 スポーツ活動の推進」（90.0 点）は、５つの主要な取組のう

ち、３つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。 

「施策 4-1 子育て支援の充実」（87.5 点）は、６つの主要な取組のうち、

３つがＡ評価、３つがＢ評価となっています。 

「施策 4-3 生涯学習の推進」（81.3 点）については、４つの主要な取組 

のうち、１つがＡ評価、３つがＢ評価となっています。 

「施策 4-2 学校教育の充実」と「施策 4-6 芸術・文化活動の推進」（同

点 75.0 点）は、それぞれ掲げた取組のすべてが、ともにＢ評価となってい

ます。［図表７参照］ 

 

図表７ 施策別達成度（平均点） 

【基本目標④ 次代の担い手を育み、自己実現を進めるまち】 
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基本目標④ 次代の担い手を育み、自己実現を進めるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 4-1 
子育て支援の
充実 

(1)保育の量的拡大
及び質の向上 

民間活力の導入をはじめ、保育施設の環境整備を進めます。 

また、保育士の確保と職員の資質の向上に努め、保育内容の充実

を図ります。 

こどもみらい課 Ｂ 

 
(2)放課後児童クラ
ブの充実 

放課後児童クラブ施設の環境整備を進めるとともに、町で定める

基準を順守し、安定的な運営を行います。 
学校教育課 Ｂ 

 
(3)地域子育て支援
事業の充実 

子育て支援センター、ファミリー・サポート・センター事業の充

実を図り、地域における子育てを支援します。 

また、子育てに関係する施設及び事業展開の拠点であるうみハピ

ネスにおいて、相談支援体制の充実を図ります。 

こどもみらい課 Ａ 

 
(4)子育て世帯に対
する経済的支援 

児童手当・児童扶養手当・子ども医療費などの給付により、子育

て世帯の経済的負担軽減と生活の安定を図ります。 

住民課 
こどもみらい課 
学校教育課 

Ａ 

 
(5)子どもの最善の
利益を守る環境
づくり 

関係機関や団体などと連携し、児童虐待防止対策の充実を図ります。 

また、保健師が実施する乳幼児全戸訪問にあわせて、養育支援員

による訪問事業を行うなど、家庭での適切な養育の実施の確保に

努めます。 

こどもみらい課 Ａ 

 
(6)子育て支援の人
材育成 

子育て支援ボランティアの育成や子育て支援サークルの活動を

支援します。 
こどもみらい課 Ｂ 

施策 4-2 
学校教育の充
実 

(1)生き抜く力の育
成 

学力の向上については、年 3 回の検証改善サイクルを実施する
ことによって、各学校の学力向上プランの充実を図るとともに、
子どもの主体的な学びを喚起する学習や自分の考えを他者に説
明する力の育成に力点を置いた学習などの視点を重視して、授業
改善を一層推進します。また、一人一人の課題に応じた少人数指
導や補充学習、家庭学習の充実を図るとともに、特別な教育的支
援を必要とする児童生徒についての実態把握に努め、よりきめ細
やかで継続的な指導を行っていきます。 
さらに、基本的な学習及び生活習慣の育成「う・み・し・ぐ・さ」
の徹底を図り、学力向上の基盤となる健やかな心と体の育成を図
り、規範意識の高揚を目指すとともに、町立図書館との連携によ
る学校図書室の機能充実を通して、本に親しむ習慣づくりを推進
します。 
加えて、各教科や総合的な学習の時間などでの食に関する学習、
学校給食を通じた食生活の改善や栄養学習、家庭と連携した「弁
当の日」の実施などを通じて、児童生徒の健全な心身と豊かな人
間性を育みます。 

学校教育課 Ｂ 

 
(2)学校運営への参
画促進 

コミュニティ・スクールを通して、地域のひと・もの・ことを積
極的に授業に取り入れ、「保護者、地域が学校で活躍する場づく
り」とともに「子どもが家庭、地域に貢献できる場づくり」を積
極的に進めます。 
また、それぞれの取組についての情報を積極的に発信します。 

学校教育課 Ｂ 

 (3)教育環境の整備 

安全かつ快適な学校施設・設備を維持するため、計画的に施設の
整備を図るとともに、児童生徒の学習意欲を高め、学習理解を促
進できるようＩＣＴ環境の充実を図ります。 
また、適応指導教室や教育相談室と学校との連携を強め、教育相
談や支援体制の効果的な運営を図るともに、保護者と保育園・幼
稚園・小学校・中学校及び教育委員会が連携しながら、最適な就
学の在り方について相談できる環境づくりを進めます。 
さらに、教職員として必要な識見を獲得できる研修会の充実を進
めるとともに、福岡教育大学との連携事業を推進して専門性に優
れた講師を招請することで、教職員としての実践的指導力を高め
る研修の充実も進めていきます。 

学校教育課 Ｂ 

施策 4-3 
生涯学習の推
進 

(1)生涯学習関連施
設の充実 

生涯学習活動の拠点となる地域交流センター「うみ・みらい館」

をはじめとした生涯学習関連施設において町民のニーズに応じ

た管理運営を行い施設の有効活用を図ります。 

まちづくり課 
社会教育課 

Ａ 

 
(2)生涯学習プログ
ラムの整備と提
供 

町民の多様な学習ニーズの把握に努め、生涯学習関連講座などに

よる学習活動の場の充実を図るとともに、広報誌や町ホームペー

ジなどによる情報提供についても充実を図ります。 

まちづくり課 
社会教育課 

Ｂ 

 
(3)指導者の育成と
団体などの活動
支援 

様々な分野における指導者やボランティアの育成・確保に努める

とともに、各種の社会教育団体、学習団体・グループの育成・支

援に努めます。 

まちづくり課 
社会教育課 

Ｂ 

 (4)学習成果の活用 
町民の学習活動を支援し、学習の成果をまちづくり・地域づくり

に生かす生涯学習社会の実現のために、学習の成果を発揮できる

環境づくりに努めます。 

まちづくり課 
社会教育課 

Ｂ 
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施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 4-4 
青少年の健全
育成 

(1)青少年の体験活
動などの充実 

子どもたちに多様な体験活動や学習の場を提供することで、子ど

もの自主性・主体性・創造性の確立を図ります。 
社会教育課 Ｂ 

 

(2)家庭・地域・学
校と関係機関・
団体などが連携
した青少年健全
育成 

青少年の健全育成を図るため、家庭・地域・学校と関係機関・団
体などが連携し、家庭や地域の教育力向上に努めるとともに、青
少年関係団体の活動及び各種事業を支援し、自主的な活動が実践
できる次代のリーダーの育成を推進します。また、青少年をめぐ
る非行や犯罪被害の予防と抑止を図るため、有害環境の浄化活動
などを促進します。 

社会教育課 Ａ 

 
(3)国際交流事業の
推進 

国際交流事業を通じ、国際相互理解と国際友好親善の促進を図ります。 
なお、本町においては、大野城築城に関する歴史的なつながりに
より、昭和 61（1986）年から大韓民国忠清南道扶餘教育支援庁と
の学生相互交流を行っており、この交流をさらに充実させ継続的
に実施するとともに、交流の成果を次世代につなげていく活動を
展開します。 

 
社会教育課 

Ａ 

 
(4)ふるさと・宇美
町を愛する心の
醸成 

まちの将来を担う子どもたちが、自分たちの暮らす地域を深く知
り、郷土愛を育むことができるよう、地域コミュニティや世代間
のふれあいを重視し、地域と連携して青少年の育成を図ります。 
学校教育で行われる社会科や生活科、総合的な学習の時間での郷
土教育、毎年、新成人で組織される実行委員会により企画・運営
される成人式、町制施行 100 周年記念事業など、青少年期から成
人に至るまでの過程を通じて、ふるさと・宇美町を再認識し、愛
する心を醸成する活動を展開します。 

社会教育課 
学校教育課 
 

Ａ 

施策 4-5 
スポーツ活動
の推進 

(1)総合的なスポー
ツ活動の推進 

国のスポーツ基本計画、県のスポーツ推進計画に基づいて、町の

スポーツ推進計画を策定し、総合的なスポーツ活動を推進しま

す。 

社会教育課 Ａ 

 
(2)スポーツを通じ
た健康づくりの
推進 

町民が気軽に参加できる各種スポーツ大会を関係団体と連携し

て実施し、スポーツへの参加意欲を高め、町民の健康づくりを推

進します。 

社会教育課 Ｂ 

 
(3)社会体育及び学
校施設の有効活
用 

既存の社会体育施設などについて、老朽化の状況や利用ニーズに

即した維持管理を計画的に進めていくとともに、有効活用に努め

ます。また、ストック適正化についての研究を進めます。 

社会教育課 Ａ 

 
(4)スポーツ関係団
体の支援 

スポーツ協会、スポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ「ふ

みの里スポーツクラブ」などの支援に努めるとともに、町民の自

主的なスポーツ活動の活性化を図ります。 

また、町民やスポーツ団体などのニーズを踏まえ、各団体におけ

る質の高い指導者の養成を支援します。 

社会教育課 Ａ 

 
(5)スポーツ機会の
充実 

国、県などからの情報を収集し、子どもから高齢者、障がいのあ
る人など、多くの町民がスポーツに親しむきっかけとなる事業の
充実を図ります。 
子どものスポーツ活動については、スポーツ少年団や総合型地域ス
ポーツクラブなどと連携して地域におけるスポーツ機会を充実さ
せるとともに、学校における運動部活動の指導体制を拡充するた
め、外部指導者の活用を関係団体と連携して実施していきます。 

社会教育課 
学校教育課 

Ｂ 

施策 4-6 
芸術・文化活
動の推進 

(1)芸術・文化団体
の活動促進 

文化協会をはじめ各種芸術・文化団体の育成・支援に努め、町民
の自主的な芸術・文化活動の一層の活発化を促します。 
また、広域で行われる芸術・文化行事を通じ、各種芸術・文化団
体の交流促進に努めます。 

社会教育課 Ｂ 

 
(2)芸術・文化の鑑
賞発表機会の充
実 

町の特色を生かした魅力ある芸術・文化活動を推進するため、「宇

美町民文化のつどい」などの事業をはじめ多様な芸術・文化を鑑

賞する機会と活動成果を発表する機会の充実に努めます。 

社会教育課 Ｂ 

施策 4-7 
読書活動の推
進 

(1)生涯学習を推進
する図書資料の
整備 

町民の学習ニーズに即応した図書資料の新陳代謝を図るととも

に、暮らしに密着した地域資料の整備、充実に努めます。 
社会教育課 Ａ 

 

(2)レファレンスサ
ービスの充実及
び情報交流の場
の提供 

「レファレンスサービス」や「課題解決サービス」の提供を促進

するため、恒常的な職員のスキルアップを図ります。 

また、地域交流センター全体のスペースを有効に活用した「滞在

型図書館」の実現や生涯学習関連事業との連携を通じ、町民相互

の情報交流を目指します。 

社会教育課 Ｂ 

 
(3)子ども読書活動
の推進 

「第３次宇美町子ども読書活動推進計画」を策定し、町立図書館

を核としながら学校（園）・家庭・地域などが連携した子どもの

読書活動を推進します。 

社会教育課 Ａ 

 
(4)読書ボランティ
アなどと共働した
読書活動の推進 

読書ボランティアの養成、活動支援を進めるとともに、図書館や

学校、地域などで活動する読書ボランティアのネットワーク化を

図り、共働した取組の実現を目指します。 

社会教育課 Ａ 
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（５）基本目標⑤ 産業の振興で活気を生むまち 

基本目標⑤の「産業の振興で活気を生むまち（産業分野）」（87.5 点）は、

８つの基本目標の中で３番目の評価となっています。 

基本目標⑤は、「施策 5-1 商工業・サービス業の振興」、「施策 5-2 農林

業の振興」及び「施策 5-3 観光の振興」の３つの施策で構成されています。 

「施策 5-2 農林業の振興」（100.0 点）は、６つの主要な取組のすべてが

Ａ評価となっています。 

「施策 5-1 商工業・サービス業の振興」（80.0 点）は、５つの主要な取

組のうち、２つがＡ評価、２つがＢ評価、１つがＣと評価となっています。

Ｃ評価とした取組は、「企業誘致活動の展開による優良企業の立地促進」で、

用地の確保が困難であったこと等により、この３年間では企業の立地がみら

れなかったことが要因となっています。 

「施策 5-3 観光の振興」（75.0 点）は、３つの主要な取組のうち、１つ

がＡ評価、１つがＢ評価、１つがＣと評価となっています。Ｃ評価とした取

組は、「地域資源を活用した体験型観光の充実、エコツーリズムの推進」で、

豊かな自然を生かした登山会やウォーキングの開催などに取り組んできま

したが、コロナ禍等により大半の取組が中止となったことが要因となってい

ます。［図表８参照］ 

 

図表８ 施策別達成度（平均点） 

【基本目標⑤ 産業の振興で活気を生むまち】 
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基本目標⑤ 産業の振興で活気を生むまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 5-1 
商工業・サー
ビス業の振興 

(1)魅力的な商業活
動の促進 

商工会との連携のもと、地元業者に対する指導・支援体制の強化

を図り、経営の近代化や後継者の育成、新規開業者の発掘など地

元商店ならではの地域に密着したサービスを展開します。 

まちづくり課 Ｂ 

 
(2)既存企業の経営
基盤強化の促進 

商工会との連携のもと、研修・相談機会の拡充や情報提供の充実

など支援体制の強化を図り、経営意欲の高揚や後継者の育成、事

業の拡大などを促進します。 

また、厳しさを増す経営環境に対応し、各種融資制度の周知と活

用を促し、経営体質の改善、経営基盤の強化を促進します。 

まちづくり課 Ａ 

 (3)企業誘致の推進 

関係機関との連携のもと、企業誘致活動を展開し、優良企業など

の立地を促進するとともに、産業の振興及び町内雇用の増加を図

ります。誘致活動の展開に際しては、優遇制度や町有地の有効活

用により推進します。 

管財課 Ｃ 

 (4)創業支援 

創業支援事業計画に基づき、商工会及び金融機関と連携した創業

希望者に対する相談窓口を設置するとともに、創業塾を入り口に

創業に必要な知識と関係機関の強みを活かした適切な創業支援

を行います。 

まちづくり課 Ｂ 

 (5)特産品開発 
農産物の 6 次産業化や観光、ふるさと応援寄附制度における返礼

品などと連携した特産品の開発及び販売を促進します。 
まちづくり課 Ａ 

施策 5-2 
農林業の振興 

(1)農業生産基盤の
整備 

国、県などの補助事業を活用し、農業用施設の改修などを計画的

に行います。 

また、防災機能強化のため、ため池などの点検・整備を計画的に

行います。 

環境農林課 Ａ 

 
(2)担い手の育成・
農地の保全 

認定農業者制度などの農業振興推進事業の活用を進めるととも

に、後継者不足や高齢化などにより耕作できなくなった農地の利

用集積を推進し、担い手の育成、農地の保全に努めます。 

環境農林課 Ａ 

 
(3)農業への理解促
進及び地産地消
の推進 

町民農園での農作物の栽培・収穫を通じて土に親しみ、農業に対

する理解を深めます。 

また、ＪＡや小売店と連携した地元農産物の販売促進、家庭・学

校・保育園における食育の取組と連携した地産地消を推進しま

す。 

環境農林課 
学校教育課 
こどもみらい
課 

Ａ 

 

(4)薬用作物栽培に
よる農業所得向
上及び地域活性
化対策事業の推
進 

付加価値の高い「薬用作物」を町の特産品として栽培し、農業所

得向上や中山間地域の農業問題解消を図るとともに、学校や町内

外の企業と連携し特産品を活用した商品化を広めることで地域

の活性化を促進します。 

環境農林課 Ａ 

 
(5)計画的な森林施
業の促進 

森林所有者の整備・保全意識の高揚、荒廃森林再生事業への合意

形成を図りながら、計画的な森林整備を行うとともに、木材の利

用促進を図ります。 

環境農林課 Ａ 

 
(6)森林への理解促
進 

町民が木とふれあう機会を設け、森林への理解促進に努めます。 環境農林課 Ａ 

施策 5-3 
観光の振興 

(1)観光・交流資源
の充実・活用 

既存の観光・交流施設の整備及び維持管理を推進し、イベントの

充実や町内観光・交流資源のネットワーク化を図りながら、通年

型の観光の確立を図ります。 

また、一本松公園（昭和の森）を自然的資源に恵まれた魅力ある

公園として利活用し、ＰＲ活動に努め、観光振興につなげます。 

まちづくり課 
都市整備課 
上下水道課 

Ｂ 

 
(2)体験型観光の充
実、エコツーリ
ズムの推進 

自然環境や歴史・文化など、地域の資源を活用した体験型観光の

充実に努めます。 

また、地域ぐるみで自然環境や歴史・文化などの宇美町固有の魅

力を観光客に伝えることにより、その価値や大切さが理解され、

保全につながっていくことを目指す「エコツーリズム」を推進し

ます。 

まちづくり課 
社会教育課 

Ｃ 

 
(3)観光ＰＲ活動の
推進 

観光パンフレットの作成や観光情報サイトの充実、マスメディア

やＳＮＳの活用などを通じ、本町の観光について積極的にＰＲ

し、認知度を高めます。 

また、福岡都市圏や糟屋中南部地域などを範囲とした観光ルート

づくりやＰＲ活動の推進など、広域的な枠組みによる観光振興施

策を推進します。 

まちづくり課 Ａ 
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（６）基本目標⑥ 住みやすい環境づくりを進めるまち 

基本目標⑥の「住みやすい環境づくりを進めるまち（都市基盤分野）」（75.0

点）は、８つの基本目標の中で最も低い評価となっています。 

基本目標⑥は、「施策 6-1 道路・交通網の充実」、「施策 6-2 都市機能の

立地誘導・ 集約」及び「施策 6-3 上・下水道の整備」の３つの施策で構成

されています。 

「施策 6-3 上・下水道の整備」（87.5 点）は、４つの主要な取組のうち、

２つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。 

「施策 6-1 道路・交通網の充実」（83.3 点）は、３つの主要な取組のう

ち、１つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。 

「施策 6-2 都市機能の立地誘導・集約」（50.0 点）は、３つの主要な取 

組すべてがＣ評価となっています。それぞれの取組をみると、「中心市街地 

における魅力ある市街地の形成や地域ごとの利便性向上に向けた都市機能 

の立地誘導・集約化」、「宇美駅周辺の町の玄関口にふさわしい都市・生活環 

境の整備」及び「住居表示整備の未実施地区の整備推進」で、中心市街地の 

賑わいづくりや、宇美駅周辺の町の玄関口にふさわしい環境整備について、 

様々な検討を進めてきたものの、具体的な施策を実施するには至っていない 

こと、コロナ禍等により協議会や説明会が開催できず、住居表示整備事業が 

遅れていることなどが要因となっています。［図表９参照］ 

 

図表９ 施策別達成度（平均点） 

【基本目標⑥ 住みやすい環境づくりを進めるまち】 
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基本目標⑥ 住みやすい環境づくりを進めるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 6-1 
道路・交通網
の充実 

(1)幹線道路ネット
ワークの形成 

本町と他の市町間を結ぶ広域幹線道路や、町内の移動を支える幹

線道路で構成される幹線道路ネットワークの構築に向け、関係機

関と連携しながら将来の財政的負担を踏まえ、未整備区間の整備

を促進します。また、移動時間の定時制が図れ、さらなる利便性

の向上につながるよう努めます。 

都市整備課 Ｂ 

 
(2)生活道路の利用
環境の維持・向
上 

生活道路については、地域の要望に応じた安全対策を実施しま

す。特に通学路の安全性向上のため、危険箇所の改善や歩行空間

の確保に努め、沿道環境や景観に配慮した安全で快適な道づくり

を進めます。 

また、旧国鉄勝田線跡地を活用した緑道については、沿道に配置

された憩いの場とともに適正に維持管理を行い良好な利用環境

を維持します。 

都市整備課 
学校教育課 

Ａ 

 
(3)公共交通ネット
ワークの形成 

町民の日常生活に不可欠なＪＲや西鉄バスなどの交通手段に加

え、町内福祉巡回バス（ハピネス号）を運行し、公共施設などへ

の移動の利便性向上に努めます。 

また、JR 宇美駅の周辺においては、鉄道とバスやタクシーなど

の乗継利便性を高めるため、関係事業者と連携してさらなる機能

充実に向けて取り組みます。 

まちづくり課 Ｂ 

施策 6-2 
都市機能の立
地誘導・集約 

(1)都市機能の立地
誘導・集約化 

中心市街地における魅力ある市街地の形成や地域ごとの生活利

便性向上に向け、都市計画の変更なども視野に入れながら、各地

域に応じた都市機能（保健･医療･福祉、教育、消費･金融、情報･

娯楽･文化･スポーツ、交通･生活基盤など）の立地誘導･集約化を

行います。 

都市整備課 Ｃ 

 
(2)中心市街地の機
能充実 

JR 宇美駅周辺については、中心市街地として町の玄関口にふさ

わしい魅力ある空間にするため、さらなる都市･生活環境の整備

を推進していくとともに、超高齢社会に配慮した安全で快適な歩

行空間を構築していきます。 

まちづくり課 Ｃ 

 
(3)住居表示整備事
業の実施 

未実施区域の住居表示整備を推進します。また、実施区域の定期

的な表示板などの調査、修繕、台帳整備を実施します。 
都市整備課 Ｃ 

施策 6-3 
上・下水道の
整備 

(1)水道施設などの
計画的な更新 

水道管路の老朽化に対応した計画的な更新と、水道施設の耐震化

に努めます。 
上下水道課 Ａ 

 
(2)上下水道事業の
健全運営 

上下水道事業の料金の適正化、事務事業の合理化、効率化や経費

の節減などを進め、公営企業として事業の健全運営に努めます。 
上下水道課 Ｂ 

 
(3)下水道整備の推
進 

下水道計画区域内の未整備区域は、計画的な整備を実施します。 

また、下水道整備済区域内は、公共下水道への接続を促進し、水

洗化率の向上を図ります。 

上下水道課 Ａ 

 
(4)上下水道に対す
る意識の高揚 

上下水道事業にかかわる啓発活動に努めます。 上下水道課 Ｂ 
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（７）基本目標⑦ 自然と共生する魅力あふれるまち 

基本目標⑦の「自然と共生する魅力あふれるまち（生活環境分野）」（91.7

点）は、８つの基本目標の中で最も高い評価となっています。 

基本目標⑦は、「施策 7-1 循環型社会形成の推進」、「施策 7-2 自然環境 

の保全と公園・緑地・水辺の保全・整備」、「施策 7-3 生活環境の保全・向 

上」及び「施策 7-4 文化財の保存と活用」の４つの施策で構成されていま 

す。 

「施策 7-1 循環型社会形成の推進」と「施策 7-4 文化財の保存と活用」

（同点 100.0 点）は、それぞれの主要な取組のすべてがＡ評価となっていま

す。 

「施策 7-2 自然環境の保全と公園・緑地・水辺の保全・整備」と「施策

7-3 生活環境の保全・向上」（同点 83.3 点）は、それぞれ３つの主要な取

組のうち、ともに、１つがＡ評価、２つがＢ評価となっています。［図表 10

参照］ 

 

図表 10 施策別達成度（平均点） 

【基本目標⑦ 自然と共生する魅力あふれるまち】 
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基本目標⑦ 自然と共生する魅力あふれるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

施策 7-1 
循環型社会形
成の推進 

(1)ごみ収集・処理
体制の充実 

広域的な処理体制のもと、安定的で、かつ適正な廃棄物の処理体

制と効率的な分別収集体制の充実に努めます。 
環境農林課 Ａ 

 
(2)ごみ減量化・４
Ｒ運動の推進 

広報・ホームページなどによる啓発活動を充実させ、町民と事業

者、行政の三者による４Ｒ運動をはじめとする自主的なごみの減

量化と資源循環型ライフスタイルの推進を目指します。 

環境農林課 Ａ 

 (3)し尿の適正処理 
し尿及び浄化槽汚泥については引き続き宇美町・志免町衛生施設

組合において処理体系を確保し、適正に処理を行います。 
環境農林課 Ａ 

 
(4)地球温暖化防止
の推進 

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、行政が自ら率先し

て公共施設の省資源・省エネルギー化に取組み、温室効果ガスの

削減を推進するとともに、県の取組と連携した啓発活動などを通

じて、町民や事業者などの自主的・積極的な取組を推進します。 

環境農林課 Ａ 

施策 7-2 
自然環境の保
全と公園・緑
地・水辺の保
全・整備 
 

(1)自然環境の保全 

本町の豊かな自然環境を保全するとともに景観の保全にも配慮

します。 

また、環境教育や関係団体と協力して実施する自然環境を守る取

組などを通じて、意識の向上を図ります。 

環境農林課 
都市整備課 

Ｂ 

(2)身近な公園・緑
地の維持管理 

地域の交流・憩いの場や子どもの遊び場を確保するため、公園・

緑地にある遊具の維持管理及び水辺、樹木の保全管理に努めま

す。 

都市整備課 Ｂ 

 
(3)一本松公園（昭
和の森）の利活
用 

自然的資源に恵まれた魅力ある公園として利活用します。また、

ＰＲ活動に努め、観光振興につなげます。 

都市整備課 
まちづくり課 

Ａ 

施策 7-3 
生活環境の保
全・向上 

(1)環境美化活動の
促進 

美しいまちづくりと住みよい環境づくりを目指し、地域や各種団

体が行う除草作業（ラブアースなど）や環境ボランティア活動を

支援します。 

環境農林課 Ｂ 

 (2)不法投棄の予防 
地域や警察署と連携し、町内パトロールの実施やモラル向上に向

けての啓発活動を継続して実施します。 
環境農林課 Ａ 

 
(3)空き家対策の推
進 

空き家の実態を的確に把握し、宇美町空家等対策協議会の意見を

取り入れながら、所有者などへの意識啓発や適切な管理に関する

助言・指導による適正管理の促進、空き家バンクなどを活用した

利用促進を図ります。 

都市整備課 Ｂ 

施策 7-4 
文化財の保存
と活用 

(1)文化財の保存 

指定文化財の適正な維持管理及び保護に努めるとともに、その他

の文化財や埋蔵文化財についても適切な保護を行い、必要に応じ

た調査研究を実施します。 

伝統民俗芸能などの無形文化財については、保存団体を支援し、

積極的にその保存・伝承に努めます。 

社会教育課 Ａ 

 (2)文化財の活用 

文化財の活用については、地域文化の理解を深めるため、学校や

地域への文化財保護啓発活動や展示など文化財に対する教育普

及活動を実施し、町民の意識高揚を図ります。 

また、歴史民俗資料館を拠点に文化財の情報を効果的に発信する

とともに、資料館施設をふれあいの場、交流の場として活用しま

す。 

指定文化財について、関係機関・団体、県、関連自治体などとの

連携により活用を図り、町民交流の促進、観光振興の推進に役立

てます。 

社会教育課 
まちづくり課 

Ａ 
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（８）基本目標⑧ 個人を尊重し行政経営を進めるまち 

基本目標⑧の「個人を尊重し行政経営を進めるまち（共生・行財政分野）」

（87.5 点）は、８つの基本目標の中で３番目の評価となっています。 

基本目標⑧は、「施策 8-1 人権尊重・男女共同参画の推進」及び「施策 8-

2 行政経営の推進」の２つの施策で構成されています。 

両施策（同点 87.5 点）は、それぞれ、６つの主要な取組を掲げています

が、ともに、３つがＡ評価、３つがＢ評価となっています。［図表 11 参照］ 

 

図表 11 施策別達成度（平均点） 

【基本目標⑧ 個人を尊重し行政経営を進めるまち】 
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基本目標⑧ 個人を尊重し行政経営を進めるまち 

施策 主要な取組 担当課 達成度 

 

施策 8-1 
人権尊重・男
女共同参画の
推進 

(1)人権政策の総合
的推進 

「宇美町人権教育・啓発基本指針」に基づき、人権施策を総合的

に推進します。 
社会教育課 Ａ 

(2)人権教育・啓発
推進体制の充実 

宇美町人権教育推進協議会をはじめ関係機関・団体と連携し、７

月の「宇美町人権問題啓発強調月間」における人権問題啓発講演

会や街頭啓発、各種月間の取組など、人権が尊重される教育及び

啓発の推進体制の充実を図ります。 

社会教育課 Ａ 

 
(3)人権問題に関す
る相談体制の充
実 

人権擁護委員、関係団体などと連携し、当事者の立場に立ったき

め細かな相談活動ができる体制を整え、問題の早期解決に向けた

自立支援や人権擁護などの取組の充実を図ります。 

社会教育課 Ａ 

 
(4)男女共同参画に
向けての意識づ
くり 

「男女共同参画うみプラン」に基づき、広報・啓発活動などを通

じ、男女共同参画の視点に立った意識啓発を推進します。 

また、学校・地域・家庭など、あらゆる機会をとらえて世代や社

会環境などに応じた男女平等に関する教育活動を推進します。 

さらに、男女間の暴力をはじめとする男女共同参画に関する町民

の様々な悩みに応えるため、相談体制の充実を図ります。 

まちづくり課 
健康福祉課 

Ｂ 

 
(5)男女が共に生き
る環境づくり 

男女雇用機会均等法の遵守に向けた周知・啓発、職場における労

働条件や環境の整備に向けた啓発などを行い、働く場での男女平

等を促進するとともに、育児・介護休業制度の周知・活用促進を

はじめ、子育てや介護のための社会支援の充実と職場などの環境

整備の促進など、仕事と家庭生活の両立支援に努めます。 

また、情報提供や活動支援などを通じ、地域活動における男女共

同参画を促進します。 

さらに、町の審議会及び委員会や各種団体の女性の積極的登用に

関する取組の支援を行い、女性の登用率の向上を図り、政策・方

針決定の場への男女共同参画を促進します。 

まちづくり課 Ｂ 

 
(6)自立した生き方
づくりへの支援 

家庭や地域社会の中で一人一人が自立し、自分らしい生き方がで

きるよう、自立・能力開発の視点に立った学習機会や情報の提供

に努めます。 

まちづくり課 Ｂ 

施策 8-2 
行政経営の推
進 

(1)計画的な行政の
推進 

総合計画に基づく政策・施策を計画的に実施するため、ＰＤＣＡ

サイクルによるマネジメントにより進捗管理を行います。 

また、統一的な基準による財務書類を活用し、財政状況の分析・

公表を積極的に行うとともに、事業効果や費用対効果などに応じ

て重要度や緊急性を総合的に勘案し、事業の重点化を図りなが

ら、選択と集中による財政運営を行います。 

まちづくり課 
財政課 

Ｂ 

 
(2)持続可能な財政
基盤の確立 

将来にわたる安定した行政サービスの提供及び持続可能な財政

基盤を確立するため、本町の財政規模に見合った予算編成を行

い、歳入・歳出の改革に取り組むとともに、国や県の補助金など

の有効活用、新たな財源の確保、地方債残高の適正な管理を行う

など、弾力性のある財政運営を行います。 

財政課 Ｂ 

 
(3)効果的・効率的
な財政運営の確
保 

新地方公会計に的確に対処し、財政状況の分析・公表を積極的に

行うとともに、事業効果や費用対効果などに応じた重要度や緊急

度を総合的に勘案し、事業の重点化・選別化を図りながら、選択

と集中による財政運営を行います。 

財政課 Ａ 

 (4)人材の育成 

人材育成基本方針のもと、職員一人一人が持つ能力を最大限に発

揮できる人事制度の運用を行います。また、職員研修の充実を図

り、プロ意識の自覚を促すとともに、職員個々の職務遂行能力の

向上に努めます。 

また、客観性及び透明性の高い人事評価制度を導入・運用し、職

員の実績や努力に応えることでモチベーションを高め、組織とし

ての総合力の向上を図り、地方分権時代の担い手にふさわしい人

材の育成を図ります。 

総務課 Ｂ 

 
(5)公共建築物の維
持管理・更新・
統廃合 

宇美町公共施設等総合管理計画で定めた４つの全体方針を達成

するために策定する公共施設再配置計画に基づき、個々の公共建

築物の更新・統廃合の時期を明らかにし、計画的に大規模改修に

よる施設の長寿命化や統廃合を進めます。 

管財課 
学校教育課 

Ａ 

 (6)広域行政の推進 
広域的な行政課題については、福岡都市圏 17 市町での連携をは

じめ周辺市町と連携を強化し、効率的な行政運営を図りながら解

決に向けて取り組みます。 

まちづくり課 Ａ 
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１ 基本目標① 共働による活力あるまち 

施策 1-1 共働の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)町民参画の仕組
みづくり 
町民の多種多様な
ニ－ズや課題に対
応し、町民の意見や
発想を起点とした
行政の推進に向け、
各種計画の策定に
おける委員の一般
公募、ワ－クショッ
プ、共働提案事業制
度などを活用し、町
民がまちづくりに
自主的・積極的に参
加するための仕組
みづくりや体制づ
くりを図ります。 

町民の多種多様なニ－ズや課題に
対応し、町民の意見や発想を起点と
した行政の推進に向け、共働事業提
案制度により事業を募集し、共働の
まちづくり推進委員会において審査
の上、令和元年度２団体、令和２年
度３団体、令和３年度２団体が採択
された。 

また、令和３年度から令和４年度
にかけて、「新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、停滞した地域
活動や町民活動団体の活性化、町に
元気をうみ出す事業」をテーマとし
て、行政提案型の共働事業提案制度
の募集を行った。令和３年度は５団
体が採択された。 

Ｂ より多くの町民活動団
体が応募し、事業に取り
組むよう広く周知を行う
必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 

(2)町民団体、ボラ
ンティア・ＮＰＯな
どの育成・支援 
多様な町民団体、ボ
ランティア・ＮＰＯ
などの自主的な活
動を育成・支援する
ほか、町民が活動に
参加しやすい環境
づくりに努めます。 

町民ボランティア活動の健全な発
展及び町民の自主的かつ自発的な活
動の促進を図るため、情報と交流の
拠点としてボランティア・町民活動
支援センター「ふみらぽ」の運営管
理を行った。 

令和元年度 ボランティア講座、
ボランティア体験プログラム、ボラ
ンティア交流会の開催。 

令和２年度・令和３年度 新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響によ
りボランティア体験プログラム、講
座、交流会などのイベントは中止。 

ボランティア登録団体の活動や各
種団体の活動について、広報うみと
「ふみらぽ」公式 Facebook で情報発
信を行った。 

令和２・３年度については、新型
コロナウイルスの影響により、様々
な町民活動が停滞せざるを得ない状
況であったため、活動の支援等が十
分にできなかった。 

Ｃ 新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
町民活動が停滞せざるを
得ない状況となったが、
今後はウィズコロナ・ア
フターコロナの視点を持
って、創意工夫した活動
が求められるため、行政
として支援していく必要
がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)広報・広聴活動
の充実 
広報うみやホ－ム
ペ－ジの内容充実
を図るとともに、政
策・施策に町民の意
見・アイデアを積極
的に取り入れるた
め、広報うみやホ－
ムペ－ジを活用し
た意見聴取、各種ア
ンケ－トの実施や
各種団体への広聴
活動など、町民と行
政の情報交換を積
極的に進めます。 
また、タイムリ－な
情報をより多くの
人に提供するため、
ＳＮＳを活用した
情報発信の充実を
図ります。 

写真や図などの表現の幅を広げ、
より内容が伝わる広報誌にすること
を目的に、令和３年４月から広報う
みを全ページカラーに変更した。 

宇美町町民憲章の制定において、
町民の皆さんの意見を取り入れるこ
とを目的に、宇美町の公式ホームペ
ージで町民憲章の素案の投票アンケ
ートを実施した。 

宇美町の情報をより多くの人に届
け、町への理解を深めてもらうこと
を目的に利用している宇美町公式Ｓ
ＮＳは、令和元年度が 376 件
（Facebook330 件、Twitter46 件）、
令和２年度は 301 件（Facebook219
件、Twitter82 件）の情報を発信し、
台風などの災害時に、積極的に情報
を発信した。 

町のＰＲ資材として、令和２年度
町制施行 100 周年記念宇美町町勢要
覧を発行した。 

（3,000 部、本編 44P 資料編 12P） 
広報誌をより多くの方に見てもら

うため、令和２年４月からポスティ
ングによる全戸配布を開始した。 

Ｂ 町民等へのお知らせ及
び町民との情報共有のた
め、今後も広報誌面及び
ホームページ、公式ＳＮ
Ｓの掲載内容の充実を進
めていく必要がある。 

町民の方にタイムリー
に情報を受け取ってもら
えるよう、ＳＮＳを活用
して情報発信しているこ
とを広く知ってもらうた
め、広報誌等で周知を行
っていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［総務課] 

(4)情報の共有 
町民への説明責任
を果たし、町政運営
の透明性の確保を
図るとともに、町の
施策の方針を理解
していただくため、
宇美町の保有する
情報の公開に関す
る条例及び宇美町
個人情報の保護に
関する条例に基づ
き、円滑で積極的な
情報公開と適切な
個人情報保護を推
進します。 

宇美町の保有する情報の公開に関
する条例及び宇美町個人情報の保護
に関する条例に基づき、円滑で積極
的な情報公開と適切な個人情報保護
を推進するべく、適切に対応した。 

開示請求件数は、平成 31 年度 16
件、令和２年度 20件であり、個人情
報保護に係る開示請求について平成
31 年度１件、令和２年度３件、行政
不服審査請求については平成 31 年
度１件、令和２年度０件であった。 

Ａ 今後も宇美町の保有す
る情報の公開に関する条
例及び宇美町個人情報の
保護に関する条例に基づ
き、円滑で積極的な情報
公開と適切な個人情報保
護を推進していく。令和
５年に施行予定の改正個
人情報保護法について
は、遅延なく町条例・内規
等の改廃、整備等行う必
要がある。 

 
 
 

［総務課] 
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施策 1-2 地域コミュニティの活性化 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)自治意識の高揚 
地域コミュニティ
の重要性や地域コ
ミュニティ活動の
状況などについて
の広報・啓発活動を
積極的に行い、地域
活動をはじめ、各種
行事や生涯学習活
動、ボランティア活
動へ町民の参加を
促進するとともに、
地域コミュニティ
活動に必要な情報
提供や地域リ－ダ
－の育成を推進し
ます。 

自治意識の向上を図るため広報う
み、ホームページ及びまちづくり課
Twitter で各小学校区コミュニティ
運営協議会の活動の情報発信をし
た。 

自治会加入の促進のため、住民異
動届を提出する際に窓口で転入者等
に自治会加入促進のチラシを配布し
た。 

小学校区コミュニティ運営協議会
や自治会に対し、県等が開催する地
域コミュニティ活動、防災関連の研
修会の情報提供を行い、研修への参
加を支援した。 

令和２・３年度においては、新型
コロナウイルスの影響により、地域
コミュニティ活動が停滞せざるを得
ない状況であったため、地域コミュ
ニティ活動の活性化へつなぐことが
難しかった。 

Ｂ 新型コロナウイルスの
影響により、停滞した地
域コミュニティ活動の活
性化につながるような取
組を実施していく必要が
ある。 

また、地域コミュニテ
ィ活動への理解や自治意
識の高揚のため、広報・啓
発活動を行うとともに、
地域における人材育成の
支援を行う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 

(2)地域コミュニテ
ィの活性化支援 
地域コミュニティ
と行政のつなぎ役
として配置してい
る地域づくりコ－
ディネ－タ－によ
る活動への支援を
行います。 
安全で安心して暮ら
せる地域づくりに向
けては、自主防災・
防犯組織の育成、交
通安全活動、高齢者
の見守りや子育て支
援など様々な地域コ
ミュニティ活動を支
援します。 

自治会の運営や町への申請書様式
等を記載した自治会活動ハンドブッ
クを作成し、自治会長及び小学校区
コミュニティ運営協議会会長に配布
した。 

地域コミュニティと行政のつなぎ
役である地域づくりコーディネータ
ーを配置し、関係機関と連携して各
小学校区の現状に応じた活動支援を
行った。（地域づくりコーディネータ
ー配置：令和元年度１名、令和２・
３年度２名） 

令和２・３年度については、新型
コロナウイルスの影響により、地域
コミュニティ活動が停滞せざるを得
ない状況であったため、活動の支援
等が十分にできなかった。 

Ｂ 各小学校区コミュニテ
ィ運営協議会の活動には
ばらつきがあり、活動充
実のため支援を行ってい
く必要がある。 

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
地域活動が停滞せざるを
得ない状況となった。今
後は、ウィズコロナ・アフ
ターコロナの視点を持っ
て創意工夫した地域活動
が求められ、行政として
支援していく必要があ
る。 

 
 

［まちづくり課] 

(3)地域コミュニテ
ィ施設の充実 
町民のふれあいの
場、活動の場とし
て、既存施設の有効
活用を進め、地域コ
ミュニティ施設（活
動拠点）の充実に努
めます。 

公共施設を活用し、各小学校区コ
ミュニティ運営協議会の拠点として
整備している。 

Ａ 地域コミュニティ施設
の長期的な施設の在り方
について検討をしていく
必要がある。 

 
 
 
 

［まちづくり課] 
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２ 基本目標② 安全に暮らせるまち 

施策 2-1 防災対策の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)総合的な防災体
制の確立 
避難路・避難場所の
周知、計画的な防災
訓練の実施、緊急時
の情報通信体制の
充実などの防災施
設・設備の整備、河
川・雨水調整池及び
ため池などの維持・
補修、地域の商工業
者の協力による食
糧・飲料水・生活必
需品などの備蓄な
ど、地域防災計画に
基づく総合的な防
災体制の確立を進
めます。 
また、有事などの緊
急事態に対応する
ため国民保護計画
に基づき町民の安
全確保に努めます。 

河川水位計、ライブカメラ等の維
持・補修、災害情報や避難情報など
町民に周知する必要がある情報の伝
達を円滑に行うため緊急対応業務を
委託した。 

災害により必要となる資機材等の
整備や物資等の備蓄をした。 

災害時における支援・協力体制を
整備するため各関係機関において相
互応援の協定を締結するとともに町
内の商工業者との協定締結を進めて
いる。 

令和３年度は、新型コロナウイル
ス感染拡大防止のため、防災会議を
書面開催とし、地域防災計画の軽微
な見直しを行った。 

また、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため、大規模な防災訓練を
実施することができなかった。 

 

Ｂ 地域防災計画をはじめ
とする各計画等の見直し
を図り、町民へ広く周知
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課] 

(2)地域での防災力
の強化 
土砂災害ハザ－ド
マップや防災ハン
ドブックなどによ
る啓発・情報提供の
充実や防災研修会
などへの参加促進、
地域での防災訓練
の充実を図るとと
もに、地域における
自主防災組織の育
成・強化、防災ボラ
ンティアの育成、木
造住宅の耐震化の
啓発など町民の防
災意識の高揚と地
域ぐるみの防災体
制の確立に努めま
す。 
地域での防災訓練

木造住宅の耐震化の啓発をし、令
和元年度１件、２年度１件、令和３
年度１件の補助を行った。 

各小学校区コミュニティ運営協議
会を中心とした防災会議等におい
て、土砂災害ハザードマップや防災
ハンドブックなどにより啓発・情報
提供を図った。 

令和３年度に土砂災害ハザードマ
ップの改訂を行い、全戸配布を行っ
た。 

新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、集合しての防災訓練などの
実施が難しかったが、一部の地域で
は、実施することができた。 

地域（コミュニティ）での防災訓
練の実施回数は、令和元年度３回、
令和２年度１回、令和３年度１回。 

Ｂ 改訂したハザードマッ
プを周知し、個々の防災
意識を高める。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

の実施にあたって
は、校区コミュニテ
ィを核として、行政
と地域住民による
共働により実施し、
火災予防・初期消
火・救命処置の知識
の普及を推進しま
す。 

 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課］
［まちづくり課] 

(3)避難行動要支援
者対策の充実 
関係機関と連携し
て、避難行動要支援
者の把握及び個別
計画の策定、地域で
の情報の共有など
横断的な避難支援
体制の確立を図り
ます。 

毎年度、避難行動要支援者の受付
を窓口で行った。 

令和３年５月の災害対策基本法の
改正に伴い、新たな避難行動要支援
者名簿登録対象者の範囲及び個別避
難計画作成方法を協議し令和４年度
の名簿更新、個別避難計画の策定に
向け準備を進めているが、令和３年
度末時点では名簿は未更新、個別計
画は未策定である。 

Ｄ 今後は、関係機関と連
携し避難行動要支援者の
洗い出しを行い、対象者
の把握をするとともに個
別避難計画を各地域と情
報を共有しながら策定
し、避難支援体制を構築
する必要がある。 

［健康福祉課] 
［危機管理課] 

(4)消防団の活性化 
消防団の重要性に
関する町民意識の
啓発を図りながら、
団員確保対策の強
化や訓練の充実に
よる団員の資質の
向上など、消防団の
活性化を推進しま
す。 
また、消防団を中核
とした地域防災力
の充実強化のため、
機能別消防団員の
導入について検討
を進めます。 

毎月、「広報うみ」において消防団
の活動等を掲載し消防団の重要性の
町民意識の啓発を行っている。 

令和２・３年度はコロナ禍により
操法大会が中止となったが、毎年、
実技訓練や座学による研修を行い消
防団員の資質向上を行った。 

団員確保については、広く勧誘や
広報活動を行い、定数 197 名の目標
達成に努めている。令和元年度 161
名、令和２年度 151 名、令和３年度
158 名の消防団員が地域防災等のた
め活動を行った。 

Ｂ 今後とも、消防団の重
要性等を町民に周知、啓
発を図るとともに、消防
団員確保の対策強化を行
う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課] 
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施策 2-2 交通安全・防犯の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)交通安全意識の
高揚 
交通事故の発生を
防止するため、粕屋
警察署や交通安全
協会宇美支部など
と連携して、子ども
から高齢者まで、年
齢層に応じた交通
安全教育を実施し
ます。また、飲酒運
転撲滅のＰＲ、交通
安全運動の展開な
どを通して町民の
交通安全意識の高
揚を図ります。 

年１回各小学校において、粕屋警
察署と連携して交通安全教室を実施
した。 

高齢者の交通安全教室について
は、令和元年度は４回、令和２年度
はコロナ禍により中止となり、令和
３年度は１回、地域からの要請によ
り実施した。 

交通安全協会宇美支部と連携し、
毎年度、春夏秋冬の交通安全キャン
ペーンを実施し、町民の交通安全意
識を高めた。 

交通事故発生状況については、令
和元年 130 件、令和２年 90 件、令和
３年 103 件であった。 

Ａ 今後も引き続き、交通
安全意識の高揚のため交
通安全、飲酒運転撲滅等
のＰＲを行い、さらに交
通事故の発生を防止する
必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課] 

(2)安全な道路環境
の確保 
県公安委員会に対
する信号機・横断歩
道など交通安全施
設の設置要請、歩
道、防護柵などの設
置及び維持管理、道
路線形改良の促進
など道路環境の整
備を計画的に進め
ます。 
特に通学路の安全
確保については、
「宇美町通学路交
通安全プログラム」
に基づく安全点検・
環境整備を行いま
す。 

令和元年度は、「宇美町通学路交通
安全プログラム」に基づく町道大谷
～山の神線道路改良工事を実施し
た。また、道路反射鏡の設置・取替等
を９箇所実施したほか、町内各所に
おいて、区画線、ガードレールの設置
及び路面カラー着色を実施した。 

令和２年度は、町内各所において、
警戒標識設置工事を実施したほか、
区画線の設置、横断防止柵の改修、
道路反射鏡・車止めの修繕を実施し
た。 

令和３年度は、「宇美町通学路交通
安全プログラム」に基づき町道炭焼
～長谷線において、路面カラー着色
を実施予定。また、町内各所におい
て、横断防止柵の設置・改修、区画
線の設置、道路反射鏡の設置・修繕
を実施する予定。 

Ａ 今後も引き続き、「宇美
町通学路交通安全プログ
ラム」に基づく安全点検・
環境整備を行うなど、安
全な道路環境の確保に努
めていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［都市整備課] 
［学校教育課] 

(3)防犯意識の高揚 
警察や関係機関・団
体との連携のもと、
広報による啓発活
動や情報提供など
を通じて、町民の防
犯意識の高揚を図
ります。 
また、犯罪被害者な
どの支援のための
体制整備を推進し
ます。 

年に数回、「広報うみ」に啓発のた
めの掲載をした。 

刑法犯罪認知件数については、令
和元年 132 件、令和２年 120 件、令
和３年 143 件であった。 

Ｂ 今後も引き続き、防犯
意識の高揚のため、警察
や関係機関・団体との連
携のもと、広報による啓
発活動や情報提供などを
通じて、さらに刑法犯罪
認知件数の発生を防止す
る必要がある。 

 
 
 

［危機管理課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)防犯環境の充実 
自治会や校区コミ
ュニティ、粕屋警察
署少年補導員、小・
中学校ＰＴＡ、事業
所などによる自主
的な地域・学校など
の安全活動を促進
し、防犯活動の体制
強化を図ります。 
また、自治会との連
携により、必要な箇
所への防犯灯の整
備（ＬＥＤ化）を進
めるとともに、適切
な維持管理に努め
ます。 

毎月１回、粕屋警察署少年補導員
との連携により防犯パトロールを実
施した。 

各自治会での青パトによるパトロ
ールの実施時間は、令和元年度は
490 時間、令和２年度はコロナ禍に
も関わらず 557 時間、令和３年度は
481 時間（見込み）となっており、地
域の防犯意識が高くなっていること
がうかがえる。 

防犯カメラ支援支援自販機による
防犯カメラを令和２年度に７台設置
した。 

防犯灯については、自治会からの
要望により、令和元年度は１基、令
和２年度は 13基の新設を行い、令和
３年度は５基の新設を予定してい
る。また、ＬＥＤ化については、令
和元年度は246基、令和２年度は315
基の取替を行い、令和３年度は約
700 基の取替を予定している。 

校区コミュニティと連携して登下
校中の児童生徒の見守りを実施して
いる。 

不審者の出没情報があった際には
関係機関にＦＡＸにて連絡するとと
もに、各学校から「学校安心メール」
にて保護者等に随時メールを発信し
た。 

Ａ 今後も引き続き、自治
会や校区コミュニティ、
各関係機関と連携し、防
犯活動の体制強化を図る
必要がある。 

また、自治会との連携
により、防犯灯の整備（Ｌ
ＥＤ化）を進めていく必
要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課] 
［まちづくり課] 
［学校教育課] 
［都市整備課] 
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施策 2-3 消費者施策の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)消費生活に関す
る情報の提供 
関係機関との連携
のもと、広報・啓発
活動の推進をはじ
め、消費者講座の開
催や消費者向けパ
ンフレットの配布
などを通じて消費
者教育・啓発を進め
るとともに、消費生
活情報の提供、消費
者団体の活動支援
を進め、自立した消
費者の育成を図り
ます。 
また、最近被害の多
い振り込め詐欺や
不当・架空請求、家
屋の点検・リフォ－
ム商法などの情報
について、広報うみ
やホ－ムペ－ジな
どを活用して積極
的に提供します。 

年に数回、詐欺被害等に関する情
報を「広報うみ」に掲載し注意喚起
を行っている。 

毎月の広報誌配付にあわせ、消費
生活問題についてのチラシを各自治
体回覧を通してお知らせしている。 

確定申告の来場者にパンフレット
の配布など啓発活動を行っている。 

Ａ 今後も引き続き、各関
係機関と連携し、広報・啓
発活動の推進をはじめ、
消費者講座の開催や消費
者向けパンフレットの配
布などを通じて消費者教
育・啓発を進めていく必
要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課] 

(2)消費生活相談の
実施 
かすや中南部広域
消費生活センタ－
において、月曜日か
ら金曜日までの週
５日間専門相談員
による消費生活相
談を実施します。ま
た、宇美町消費生活
相談窓口において
も週１回、専門相談
員による出張相談
を実施し、被害発生
時における問題解
決のためのアドバ
イスなどを行いま
す。 

宇美町の相談件数は、令和元年度
201 件、令和２年度はコロナ禍によ
り基本的には電話相談だったが 200
件あり、令和３年度は 200 件（見込
み）となっており問題解決につなが
っている。相談件数も多いことから、
町民への認知が進んだことがうかが
える。 

Ａ 今後も引き続き、「うみ
広報」等で町民への周知
を行い、かすや中南部広
域消費生活センタ－によ
る消費者相談を実施し、
被害発生時における問題
解決のためのアドバイス
などを行う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

［危機管理課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)高齢者へのサポ
－ト 
高齢者が被害にあ
わないためのアド
バイスや、被害にあ
った場合の対応を
関係機関などと連
携してサポ－トし
ます。 

地域の民生委員と連携して、高齢
者が被害にあわないための出前講座
を実施した。令和元年度は３件実施
したが、令和２年度と３年度はコロ
ナ禍のため実施できなかった。 

Ｂ 令和２年度と３年度は
コロナ禍のため実施でき
なかったが、今後は、民生
委員と連携した出前講座
を実施していく必要があ
る。 

 
 

［危機管理課］

(4)消費者教育の推
進 
啓発活動や専門相
談員による消費者
講座を実施し、自立
した消費者として
合理的な判断がで
きるような取組を
行っていきます。 

地域の民生委員と連携して、高齢
者が被害にあわないための出前講座
を実施した。 

令和元年度は小学校５・６年生、
中学校全生徒へ消費者問題に関する
資料（パンフレット、クリアファイ
ル）を配布し、啓発活動を行った。
令和２・３年度は実施していない。 

Ｂ まちづくり課と連携し
て地域に向けた啓発活動
や学校教育課と連携して
小・中学生に向けた啓発
活動を実施していく必要
がある。 

 
 

［危機管理課] 
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３ 基本目標③ 人にやさしく、健やかに

暮らせるまち 

施策 3-1 地域福祉の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)福祉意識の高揚 
広報・啓発活動や福
祉教育の推進、福祉
イベントの開催、地
域住民との交流事
業や世代間交流の
実施などを通じて、
町民一人一人に高
齢者や障がいのあ
る人などに対する
正しい知識の普及
に努め、福祉意識の
高揚とノ－マライ
ゼ－ションの理念
の浸透を図ります。 

広報に手話単語コーナー及び障が
い福祉サービス事業所のイベント開
催等を掲載した。 

手話奉仕員養成講座を実施し、５
名の奉仕員を養成し、聴覚障がい者
等の社会参加の促進を図った。 

庁舎施設での障がい福祉施設の販
売場所の支援を行い、窓口では、ヘ
ルプマークやヘルプカードの普及・
啓発に努めた。 

認知症サポーター養成講座を実施
し、令和元年度から令和３年度の累
計で 1,639 人のサポーターを養成
し、認知症になっても安心して地域
で生活できる体制を構築した。また、
福祉サポーター養成講座を実施し、
令和元年度から令和３年度の累計で
67 人のサポーターを養成し、各地域
で行われている介護予防教室運営に
参画していただくことで、住民主体
で高齢者を支援していく体制を構築
した。 

Ａ 令和２年度に実施した
総合福祉計画策定に係る
アンケートにて、「障がい
者への理解が深まってい
るか」という質問では、
「深まったと感じる」が
12.1％に対して、「深まっ
ていないと感じる」が
36.1％であったことや、
「障がい者への差別や偏
見を感じた経験」という
質問では、40.9％方が「あ
る」と答えていることか
ら、さらなる啓発が必要
である。 

「困り事を抱える人か
らの助けの求めがあった
時に、前向きな対応をす
る意思がある」が 78.5％
と高いため、引き続き住
民参加の意欲を高める仕
掛けづくりを行ってい
く。 

［健康福祉課] 

(2) 社会福祉協議
会、関係団体などの
活動支援 
地域福祉を推進す
る社会福祉協議会
をはじめ、民生委
員・児童委員協議会
の活動充実、関係団
体の活動支援に努
め、地域に密着した
各種福祉活動の活
発化を促進します。 
特に、社会福祉協議
会、ボランティアセ
ンタ－と連携を図
り、福祉ボランティ
アの育成及びネッ

社会福祉協議会には、地域に密着
した介護予防教室の開催等を通じて
連携を図った。 

また、民生委員には、活動費の支
援や、事務補助を行うことで活動し
やすい環境づくりに努め、関係団体
の支援には、補助金交付、施設の確
保、広報等の周知を行った。 

ボランティアセンター「ふみらぽ」
では、福祉ボランテイア体験会を開
催するなど、団体の周知や、新規参
加者が参加しやすい環境をつくっ
た。 

Ａ 社会福祉協議会の委託
事業は、定期的な会議を
持ち、事業内容の見直し
等について、調整・確認を
行っていく。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

トワ－ク化、身近な
地域を単位とした
助け合い活動を支
援します。 

 
 
 

［健康福祉課] 

(3)高齢者や障がい
のある人にやさし
い環境整備の推進 
関係部門、関係機
関・団体が一体とな
って、住宅環境の整
備、防災・防犯・交
通安全対策の充実
を図るほか、住み慣
れた地域での生活
を支援するなど高
齢者や障がいのあ
る人が住みよいま
ちづくりを総合的
に推進します。 

介護及び障がい福祉制度における
住宅改修費の支給を行った。 

各自治会での青パトによるパトロ
ールの実施時間は、令和元年度は
490 時間、令和２年度はコロナ禍に
も関わらず 557 時間、令和３年度は
481 時間（見込み）となっており、地
域の防犯意識が高くなっていること
がうかがえる。 

防犯カメラ支援自販機による防犯
カメラを令和２年度に７台設置し
た。 

歩行者の安全を確保するため、令
和元年度は、町道大谷～山の神線道
路改良工事を実施し、水路の改良及
び路面カラー着色を行った。令和３
年度は、町道炭焼～長谷線において、
路面カラー着色を実施予定。 

Ｂ 高齢者、障がい者の状
況にあった住宅改修が行
われるように現場、書類
の確認を行っていく。 

今後も引き続き、自治
会や校区コミュニティ、
各関係機関と連携し、防
犯活動の体制強化を図る
必要がある。 

今後も引き続き、安全
点検・環境整備を行うな
ど、安全な道路環境の確
保に努めていく必要があ
る。 

 
［健康福祉課] 
［危機管理課] 
［都市整備課] 

(4)福祉窓口の充実 
福祉サ－ビスの利
用や相談などが気
軽に行えるように、
窓口のわかり易さ、
サ－ビスの向上に
更に努めます。 

令和２年１月の庁舎のフロア改修
と併せて、総合案内での聞き取り、
発券機、仕切によるプライバシーの
保護により、相談がしやすい環境を
整備した。 

改修後も窓口担当者会議にて、改
善点等の協議を行った。 

Ａ 介護、障がい、医療の申
請は、町民にとってわか
りづらい制度があるが、
手続きがスムーズにいく
ように住民課と連携しな
がら業務を行っていく。 

 
[健康福祉課] 
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施策 3-2 高齢者福祉の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)高齢者支援体制
の推進 
宇美町高齢者福祉
計画及び福岡県介
護保険広域連合の
介護保険事業計画
に基づき、制度やサ
－ビスの周知をは
じめ、サ－ビスの質
の向上、苦情・要望
への適切な対応な
ど、総合的な推進体
制の強化を図りま
す。 
また、地域包括支援
センタ－を核に、介
護予防ケアマネジ
メントや総合的な
相談、権利擁護など
を行う包括的支援
事業を効果的に推
進します。 

健康福祉課窓口、地域包括支援セ
ンター及び公共施設等で、福岡県介
護保険広域連合発行「みんなで支え
る介護保険」及び町発行「高齢者便
利帳」等を配布し、制度やサービス
の周知、サービスの向上を図った。 

また、地域包括支援センターを中
心に、介護サービス、介護予防及び
権利擁護などの様々な相談を受け付
け、各関係機関へつないだ。 

Ａ 地域包括支援センター
窓口対応は充実している
が、地域の潜在化してい
る問題の把握が必要であ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 

(2)介護予防の推進 
加齢に伴って生じ
る心身の変化に起
因する予防可能な
疾病のリスクを早
期に発見するため、
介護予防対策者把
握事業、総合相談事
業、健診デ－タなど
を活用し、個々にあ
った予防事業を紹
介します。また、校
区コミュニティで
の介護予防教室を
全町的に実施し、介
護予防の推進と社
会参加の機会を提
供します。 

令和元年度には、小学校区ごとの
校区コミュニティの高齢者を対象に
運動や脳トレ、レクリエーション、
健康教育や健康相談などを行う介護
予防教室を、地域との共働により実
施し全町的に推進することができ
た。しかし、令和２年度以降は、新
型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、事業を縮小せざるを得ない
状況となった。 

そのようなコロナ禍においても、
令和３年度は、健診等でスクリーニ
ングした生活機能の低下の恐れのあ
る 65歳以上の対象者に対し、健康運
動指導士による継続した運動指導
「いきいきコース」を開始し介護予
防の推進を図った。 

Ａ 新型コロナウイルス感
染症予防を徹底した校区
コミュニティにおける介
護予防教室の再開。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 
［まちづくり課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)地域包括ケアシ
ステムの構築 
①在宅医療・介護連
携の推進 
医師会、歯科医師会
などの関係団体、ケ
アマネジャ－をは
じめとする地域に
おける多職種の連
携を図り、適切な支
援につなげます。 
②認知症施策の推
進 
医師会、警察署など
の関係団体・機関と
連携して地域にお
ける連携システム
の構築を図るなど、
認知症の方の住み
慣れた地域での生
活を支援します。 
③地域ケア会議の
実施・拡充 
個別ケ－スを多職
種で検討する地域
ケア会議を開催し、
高齢者個人に対す
る支援の充実やそ
れを支える社会基
盤の整備を図りま
す。 
④生活支援の充実・
強化 
地域ニーズと生活
支援サービス提供
事業者とのマッチ
ングにより高齢者
個人に「自立支援」
の考え方に基づい
た必要なサービス
が提供されるよう、
適切な支援をしま
す。 

①多職種連携会議にて、実態及び
課題を把握し、対応策を検討し、住
民が医療機関や介護事業所を選択で
きるデータベース「さがすくん」及
び退院支援等につなげる情報共通ツ
ール「かすや地域多職種連携シート」
を作成し活用している。 

②実態把握により認知症の早期発
見を行い、状況に応じて認知症初期
集中支援チーム、かかりつけ医、認
知症医療センター、民生委員、認知
症カフェや地域包括支援センター等
につなげ支援を図った。 

③多職種で構成する地域ケア会議
を開催し、高齢者個人に対する課題
を協議し、支援の充実を図った。 

④独居高齢者等の実態把握を実施
し、適切で必要なサービスを提供し
た。 

Ａ 認知症支援の推進のた
め、認知症サポーター養
成講座の対象を広げるこ
とや、認知症サポーター
のスキルアップを図る必
要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)生きがいづくり
と社会参加の促進 
高齢者が生きがい
を持って豊かな生
活を送れるよう、老
人クラブ活動の支
援や高齢者の学習・
健康づくり・交流の
場の提供に努めま
す。 
また、高齢者の経
験・知識・技能が発
揮できるよう就業、
社会参加を促進し
ます。 

新型コロナウイルス感染症の影響
により活動の縮小はみられたが、宇
美町シニアクラブ連合会及び各自治
会シニアクラブの活動を支援し、学
習・健康づくり・交流の場の提供に
努めた。 

新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、利用者数は減少したが、
高齢者の健康増進、ふれあいの場と
して、宇美町立老人福祉センター「く
すの杜」の運営を行った。 

Ｃ 各自治会のシニアクラ
ブの加入人数が減少して
いることから、各自治会
シニアクラブに参加して
いない高齢者の活動内容
や交流の場を把握し、高
齢者が活動できる情報を
高齢者自ら収集できる体
制を構築していく必要が
ある。 

 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 
［まちづくり課] 

施策 3-3 障がいのある人の福祉の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)障がいのある人
への支援の総合的
推進 
宇美町障がい者基
本計画、宇美町障が
い者福祉計画及び
宇美町障がい児福
祉計画に基づき、居
宅介護（ホ－ムヘル
プ）や重度訪問介護
をはじめとする各
種サ－ビス、自立の
ための訓練や就労
の支援のための事
業などに対する給
付の実施、相談の支
援や日常生活用具
の給付・貸与、移動
の支援をはじめと
する地域生活支援
事業の推進など、障
がい福祉サ－ビス
の適切な提供を図
ります。 

居宅介護などの介護給付及び自立
訓練などの訓練等給付の障がい福祉
サービスについては、相談支援事業
所の計画書類をもとに、適正に支給
決定を行った。 

地域生活支援事業については、自
治体判断の任意事業にて、令和元年
度に訪問入浴サービス、令和２年度
に医療的ケア児等在宅レスパイト事
業及び意思疎通支援事業における遠
隔手話通訳事業を新たに開始した。 

Ａ 地域生活支援事業につ
いては、支給内容や対象
者も自治体によって異な
る部分があるので、近隣
とのバランスを考慮しつ
つ、町民の希望に添える
よう見直す必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(2)広報・啓発活動
などの推進 
ノ－マライゼ－シ
ョンの理念に基づ
いたまちづくりを
進めるため、広報・
啓発活動や福祉教
育、交流事業の推進
に努めます。 

広報に手話単語コーナー及び障が
い福祉サービス事業所のイベント開
催等を掲載した。 

手話奉仕員養成講座を実施し、５
名の奉仕員を養成し、聴覚障がい者
等の社会参加の促進を図った。 

また、庁舎施設での障がい福祉施
設の販売場所の支援を行い、窓口で
は、ヘルプマークやヘルプカードの
普及・啓発に努めた。 

小・中学校では「総合的な学習の
時間」や「クラブ活動」等において、
社会福祉協議会等関係団体との連携
により、障がい者についての学習（体
験等を含む）を行った。 

Ｂ 令和２年度に実施した
総合福祉計画策定に係る
アンケートにて、「障がい
者への理解が深まってい
るか」という質問では、
「深まったと感じる」が
12.1％に対して、「深まっ
ていないと感じる」が
36.1％であったことや、
「障がい者への差別や偏
見を感じた経験」という
質問では、40.9％方が「あ
る」と答えていることか
ら、さらなる啓発が必要
である。 

［健康福祉課] 
［学校教育課] 

(3)就労機会や居住
の場の拡大と社会
参加の促進 
関係機関との連携
のもと、就労相談の
充実や事業所への
障がいのある人の
雇用を支援する各
種制度の周知・啓発
に努めるとともに、
福祉的就労機会の
充実に努め、居住の
場の拡大を図り、障
がいのある人の社
会参加を促進しま
す。 

一般就労の促進と就職後の定着支
援を図るため、「就労移行支援事業
所」、「障害者就業・生活支援センタ
ー」、「ハローワーク」との連携及び
広報、ホームページでの周知を行っ
た。 

また、特別支援学校との卒業後就
労の面談を行い、切れ目のない支援
も行っている。 

居住の場については、地域での生
活を希望する障がいのある人が安心
して生活できるように、医療機関、
障がい福祉サービス事業所等の関係
機関と連携し、グループホームの適
切な支給決定を行うことで、居住の
場や社会参加の機会を確保した。 

Ａ 今後も個人の就労相談
が短期間で複数回あった
場合でも、丁寧な支援を
行っていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[健康福祉課] 
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施策 3-4 町民の健康づくりの推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)町民主体の健康
づくりの推進 
町民一人一人が、自
分の心身の状況を
理解し、健康的な生
活ができるように、
正しい知識の普及
や健康づくりの意
識高揚を図ります。 
また、ライフステ－
ジに応じた、町民の
主体的な健康づく
りを支援します。 

町民が自分の心身の状況を理解し
健康的な生活を過ごすためには、健
（検）診等を受診することが大切で
あることを理解してもらう取組を行
った。 

取組内容としては、高齢者の通い
の場（Ｒ１介護予防教室５小学校区
×１回（月）、いきいきサロン）や各
教室（Ｒ１スロージョギング教室５
小学校区×５回）で健康教育を実施
した。 

結果、生活習慣病等の正しい知識
の普及につながり健康に対する意識
向上のきっかけとなった。 

自治会や団体等の要請で実施する
出前講座でのアンケート結果で、生
活習慣病予防や重症化予防に対する
意識が高まったとの意見が出た。 

令和２・３年度は、新型コロナウ
イルス感染拡大防止のため、各種教
室等の実施ができなかったが、交付
金を利用したリーフレット（「今日か
らできる宇美町トレーニング 新し
い生活様式×運動 うみトレ」）を全
戸に配布し、コロナ禍においても取
り組める健康づくりを推進した。 

Ｂ 新型コロナウイルス感
染症の感染を恐れ、健診
受診を控える方がいたこ
とから、感染防止対策を
十分とった上で健（検）診
受診率向上のための受診
勧奨をする必要がある。
集団健診をはじめスロー
ジョギング教室や各種健
康教育を地域コミュニテ
ィ単位で引き続き関係課
と連携しながら実施する
とともに、町民が主体的
に健康づくりに取り組め
る支援も併せて行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 

(2)予防可能な疾病
（生活習慣病など）
の発症予防と重症
化予防の徹底 
予防可能な疾病の
リスク及び疾病の
早期発見のため、健
診・検診の受診率の
向上を図ります。 
また、健診デ－タを
もとに、適切な疾病
予防ができるよう
保健指導や健康教
育、健康相談など健
診後のフォロ－体
制の充実を図りま
す。 

健診受診者は、令和元年度が
2,276 人（フレッシュ健診 253 人、
国保 1,452 人、協会けんぽ（被）324
人後期高齢者 235 人、生保 12 人）令
和２年度が1,295人と約57％減で受
診率向上は図れなかった。 

健診結果をもとに個別に保健指導
を行っている「健診結果説明会」で
は、令和元年度は 1,129 人に対応し
た。令和２年度は、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止のため結果を郵送
し、特定保健指導対象者のみ来所に
て保健指導を行い、要指導者には電
話にてフォローした。令和３年度は、
「健診結果説明会」を行った３か月
後に、必要な方に家庭訪問をして、
生活習慣改善状況や受診状況を把握
し、個に応じた保健指導を実施して
いる。 

Ｂ 新型コロナウイルス感
染防止対策を徹底し、受
診控えをしないようあら
ゆる機会に受診勧奨を行
い健診受診率の向上に努
める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［健康福祉課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)母子保健の充実 
子どもの成長、発達
の原理を理解した
上で、子どもの生活
環境を作っていく
ことが将来の生活
習慣病の予防につ
ながることから、妊
娠期からの健康診
査・保健指導をはじ
め、母子健康手帳の
交付、健康教育、乳
幼児健康診査、訪問
指導など各事業の
一層の充実に努め
ます。 

母子健康手帳の交付数は、令和元
年度（238 件）、令和２年度（261 件）、
令和３年度前期（124 件）であり、全
妊婦に健康診査の必要性を説明し、
妊婦及び胎児の将来の生活習慣病予
防のための保健指導を行った。 

乳児全戸訪問（こんにちは赤ちゃ
ん訪問）家庭数は、令和元年度（253
件）、令和２年度（235 件)であり、乳
児の発育の確認と産婦の妊娠経過を
振り返り、自身の体の傾向を知るこ
とで、早期からの健康づくり行動に
つなげられるよう、保健指導を行っ
た。 

乳幼児健康診査（４か月児、７か
月児、１歳６か月児、３歳児）の受
診 率 は、 全健 診で 令和 元 年度
(96.8％)、令和２年度(97.1％）であ
り、令和２年度以降は新型コロナウ
イルス感染拡大防止対策を徹底し、
受診率を保つことができている。乳
幼児健康診査では、乳幼児の生活リ
ズムを保護者と一緒に振り返り、乳
幼児の健やかな成長発達と併せて、
将来の生活習慣病予防に向けた保健
指導及び栄養指導を行った。 

少人数グループで行う、はじめま
して赤ちゃん健診は新型コロナウイ
ルス感染症の影響で、令和２年度以
降、中止している。 

平成 31 年１月に開設した子育て
世代包括支援センターを中心に、母
子保健事業と子育て支援事業の連携
により、妊娠期から子育て期にわた
る、切れ目のない支援体制の充実を
図ることができた。 

令和３年度から一般不妊治療費助
成事業を開始し、不妊に悩む方の負
担軽減を図っている。 

Ａ 乳幼児健康診査につい
ては、特に幼児期の保護
者は仕事の都合などの理
由で受診率 100％が難し
い状況であるため、未受
診者への訪問に加え、保
護者の同意を得た上で、
在園している保育所等で
実施される健康診査の結
果を提供していただき乳
幼児の状況把握に努め
る。また、子育てアプリ
「うみにょん」で健診対
象児の保護者へ個別のプ
ッシュ通知を行う等して
受診を促していく。 

令和２年度から中止し
ているはじめまして赤ち
ゃん健診は、乳幼児の健
やかな成長発達のための
保護者の学習の機会であ
り、また、育児仲間をつく
る機会でもあるため、実
施方法や実施時期等を見
直し、事業の再開を検討
する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［こどもみらい課] 



Ⅲ 「主要な取組」ごとの達成状況・達成度・課題等 ３ 基本目標③ 人にやさしく、健やかに暮らせるまち 

 

 47

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)感染症の予防 
感染症の罹患と重
症化を予防するた
め、予防接種につい
ての情報提供を行
い、予防接種法に基
づく定期接種の接
種率の向上を図り
ます。 
また、関係機関との
連携のもと、新型イ
ンフルエンザなど
の感染症に関する
正しい知識の普及
や危機管理体制の
強化に努めます。 

粕屋医師会、福岡県医師会と契約
を締結し、広域で定期予防接種の実
施体制を整えることで、定期予防接
種の接種率の向上を図った。 

令和２年 10 月から、ロタウイルス
ワクチンが定期予防接種に追加され
ており、移行措置の対象も含め対応
した。乳幼児期の予防接種について
は、乳児家庭全戸訪問や、子育てア
プリ「うみにょん」等において、周
知している。 

学童期においては、就学時（新入
学児童）健康診断や夏休みなどの長
期休暇の前等に未接種者向けに個別
通知で勧奨を行った。 

また、ＨＰＶワクチン（子宮頸が
ん予防ワクチン）については、国の
通知により、令和２年度及び令和３
年度にリーフレットを未接種者に配
布し情報提供を行った。 

令和元年度から、風しん抗体保有
率が特に低い年齢層（昭和 34年から
昭和 54 年に生まれた男性）を対象者
に無料で抗体検査と定期接種を受け
られる環境を整え、感染症の罹患と
重症化の予防を強化した。 

Ａ 新型コロナウイルス感
染症の影響で、定期予防
接種が期間内にできなか
ったケースについて、国
の通知に基づき宇美町で
は対応していくが、適応
の対象について管内市町
においても対応に違いが
ある状況である。宇美町
外の医療機関でも、スム
ーズに対応していただけ
るように管内単位で統一
できるよう協議を行う。 

ＨＰＶワクチン（子宮
頸がん予防ワクチン）は、
積極的勧奨を差し控えて
いたが、国の通知により、
令和４年度から積極的勧
奨を再開することになっ
た。広報・ＳＮＳなどの活
用と個別通知で周知を徹
底する。 

風しんの抗体検査と定
期接種を無料で接種可能
であることや高齢者の肺
炎球菌ワクチンの接種に
ついて、個別に勧奨通知
を行い、接種率をさらに
高めるよう推進する。 

［こどもみらい課] 
［健康福祉課] 

(5)救急医療体制の
整備 
医師会や医療機関
との連携・協力によ
り、休日・夜間の救
急医療体制の確保
と地域救急医療体
制の充実に努めま
す。 

粕屋医師会との契約を締結し、在
宅外科医当番医制と入院治療を必要
とする患者に対応する機関である２
次救急の医療体制を整え、休日・夜
間の救急医療体制の確保と地域救急
医療体制の充実を図った。 

Ａ 新型コロナウイルス感
染症の拡大により、今後
も緊急医療の需要が見込
まれるため、さらなる体
制の充実を図る必要があ
る。 

 
 

［健康福祉課] 
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４ 基本目標④ 次代の担い手を育み、自

己実現を進めるまち 

施策 4-1 子育て支援の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)保育の量的拡大
及び質の向上 
民間活力の導入を
はじめ、保育施設の
環境整備を進めま
す。 
また、保育士の確保
と職員の資質の向
上に努め、保育内容
の充実を図ります。 

民間活力の導入として、令和２年
度に町立貴船保育園を民営化し、現
在令和４年度に向けて町立柳原保育
園を民営化する手続きを進めてい
る。 

また、保育施設の環境整備では、
現在宇美八幡宮保育園の建替えを実
施中である。 

保育所等の入所者数は、令和元年
度は 780 名、令和２年度は 781 名、
令和３年度は 803 名であった。 

また、安心・安全な保育を行うた
め支援が必要な園児に対して、令和
元年度 24名（町立 16 名・私立８名）、
令和２年度 24名（町立 12 名・私立
12 名）、令和３年度 24 名（町立 14
名・私立 10 名）の加配保育士を配置
した。 

Ｂ 保育士の確保について
は、令和３年度までに十
分な確保を行うことがで
きなかったが、現行計画
（後期実践計画）の計画
期間内には、民営化の効
果もあり達成できる見込
みである。 

次期計画（前期実践計
画）の計画期間（令和５年
度～令和８年度）におい
ては、保育所のＩＣＴ化
（主にインターネットを
活用した保育士の業務負
担軽減のための支援）の
推進を行い、さらなる保
育内容の充実を行う必要
がある。 

また、貴船保育園及び、
柳原保育園の園舎建替え
を次期計画期間中に実施
する予定である。 

［こどもみらい課] 

(2)放課後児童クラ
ブの充実 
放課後児童クラブ
施設の環境整備を
進めるとともに、町
で定める基準を順
守し、安定的な運営
を行います。 

５小学校敷地内に 10 クラブ、学校
敷地外に１クラブを設置し運営を行
っている。 

放課後児童クラブ入所者数は、令
和元年度は452名、令和２年度は480
名、令和３年度は 456 名であった。 

また、支援員の負担軽減のため、
令和２年度に１名、令和３年度に２
名の加配児童に対する支援員の増員
を行った。 

Ｂ 放課後児童クラブを利用
希望している保護者のニー
ズに応えるため、桜原小学
校内放課後児童クラブの入
所児童数の増加に伴う待機
児童対策が課題である。ま
た、宇美東小学校内放課後
児童クラブの児童１人当た
りの専用区画面積の確保も
必要である。 

学校では、１人１台端
末の持ち帰り学習が始ま
り、放課後児童クラブ施
設にもＷｉ－Ｆｉ環境の
整備が課題である。また
老朽化する施設の維持管
理を継続して行っていく
ことが必要である。 

［学校教育課] 



Ⅲ 「主要な取組」ごとの達成状況・達成度・課題等 ４ 基本目標④ 次代の担い手を育み、自己実現を進めるまち 

 

 49

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)地域子育て支援
事業の充実 
子育て支援センタ
－、ファミリ－・サ
ポ－ト・センタ－事
業の充実を図り、地
域における子育て
を支援します。 
また、子育てに関係
する施設及び事業
展開の拠点である
うみハピネスにお
いて、相談支援体制
の充実を図ります。 

子育て支援センターは、令和元年
度（211 日、延べ 6,292 人）、令和２
年度（208 日、延べ 2,013 人）、令和
３年度（231 日（見込）、延べ 2,500
人（見込））の親子が利用した。新型
コロナウイルス感染症拡大防止対策
のため、令和２年３月から５月まで
休館したが、緊急事態宣言解除後の
６月からは、感染症対策を徹底した
上で、予約制にて開館し、親子の交
流の場の確保に努めた。 

ファミリー・サポート・センター
前期・後期講習会（計 10回）を毎年
開催し、令和元年度（延べ 89 人）、
令和２年度(延べ 45 人)、令和 3 年
度前期（延べ 31 人）が受講し、令和
３年度の実会員総数は 170 人（見込）
となった。 

また、ファミリー・サポート・セ
ンターを利用しやすく、会員を増や
す取組として、緊急時の仮会員証対
応や、利用時の保険料の個人負担を
廃止した。 

平成 31 年１月に開設した子育て
世代包括支援センターを中心に子育
て支援センターやこども療育センタ
ーが連携し、相談支援体制の充実を
図ることができた。 

Ａ 今後も新型コロナウイ
ルス感染症の影響が考え
られるため、緊急度に合
わせた感染症対策を行
い、親子の支援を行う。 

子育て支援センターや
こども療育センターにお
いて、子育て情報の発信
や育児力を高める保護者
向けの講座を開催するな
ど、相談体制の強化を図
る。 

令和４年度の子ども家
庭総合支援拠点の設置に
あたっては、スタッフの
確保や人材育成に努める
とともに、さらなる相談
体制の強化を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

［こどもみらい課] 

(4)子育て世帯に対
する経済的支援 
児童手当・児童扶養
手当・子ども医療費
などの給付により、
子育て世帯の経済
的負担軽減と生活
の安定を図ります。 

住民課では、子育て世帯に対する
経済的支援制度に関して、広報やホ
ームページを活用し広く情報を提供
するとともに、対象者へ通知を発送
し周知を行った。 
【子ども医療費】 
（令和元年度） 延べ 50,522 人 

103,541,548 円 
（令和２年度） 延べ 38,318 人 

79,793,922 円 
（令和３年度見込） 延べ 41,979 人  

86,164,865 円 
【児童手当・特例給付】 
（令和元年度） 延べ 62,472 人 

700,175,000 円 
（令和２年度） 延べ 61,997 人 

695,150,000 円 
（令和３年度見込） 延べ 61,643 人 

691,825,000 円 
【子育て世帯への臨時特別給付金給
付事業】対象児童 1人につき 1万円 
（令和２年度）対象児童数 5,634 人 

支給額56,340,000 円 

Ａ 今後も、子育て世帯に
対する経済的支援制度に
関して、広報やホームペ
ージを活用し広く情報を
提供するとともに、対象
者へ通知を送付するなど
周知を行う。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

【子育て世帯応援給付金給付事業】
対象児童１人につき５千円 
（令和２年度）対象児童数 6,324 人 

支給額31,620,000 円 
【子育て世帯生活支援特別給付金給
付事業】対象児童 1人につき５万円 
（令和３年度見込）対象児童数 1,080 人 

支給額54,000,000 円 
こどもみらい課では、新型コロナ

ウイルス感染症の影響で不安を抱え
ながら子どもの誕生を迎えられた特
別定額給付金の対象外となる令和２
年４月 28 日から令和３年４月１日
までに生まれた世帯に経済的支援を
行った。 
【子安のまち出産子育て応援給付金
給付事業】対象児童１人につき10万円 
（令和２年度）対象児童数 255 人 

支給額25,500,000円 
（令和３年度）対象児童数３人 

支給額 300,000 円 
学校教育課では、学校教育法に基

づき、経済的理由により就学が困難
と認められる児童生徒の保護者に対
し、学校給食費等の就学に必要な費
用の一部を援助した。また、入学予
定者に対して、新入学児童生徒学用
品費を「入学準備金」として前倒し
支給した。 
（令和元年度） 

支給対象児童生徒数 
〔就学援助（入学準備金を除く）〕
895 人〔入学準備金〕149 人 
支給合計額 65,703,945 円（内入学
準備金 8,690,660 円） 

（令和２年度） 
支給対象児童生徒数 
〔就学援助（入学準備金を除く）〕
914 人〔入学準備金〕157 人 
支給合計額 59,728,854 円（内入学
準備金 8,083,400 円） 
放課後児童クラブの利用料減免と

しては、令和元年度は全額減免（生
活保護世帯）が１名、半額減免（非
課税世帯）が 64 名、令和２年度は、
全額減免（生活保護世帯）が２名、
半額減免（非課税世帯）が 52名、令
和３年度は全額減免（生活保護世帯）
が１名、半額減免（非課税世帯）が
32 名と減少している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［住民課] 
［こどもみらい課] 

［学校教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(5)子どもの最善の
利益を守る環境づ
くり 
関係機関や団体な
どと連携し、児童虐
待防止対策の充実
を図ります。 
また、保健師が実施
する乳幼児全戸訪
問にあわせて、養育
支援員による訪問
事業を行うなど、家
庭での適切な養育
の実施の確保に努
めます。 

要保護児童対策地域協議会は３つ
の会議で構成されている。代表者会
議においては、関係機関の代表が集
まり宇美町の要保護児童対策地域協
議会についての認識を統一し連携し
やすい関係づくりに努めている。ま
た、実務者会議においては、要保護
児童対策地域協議会で進行管理を行
っているケース等について、情報交
換と支援方針を協議し支援していく
ことにより、虐待の再発、または養
育状況の悪化を防止している。個別
ケース会議については、各ケースの
支援について直接関わる関係者が、
支援計画について協議する。 

平成 28 年度から「養育支援訪問事
業」を創設し、保健師が実施する乳
幼児全戸訪問に同行し家庭に寄り添
い必要な支援につなげていく取組を
行った。また、訪問等の継続支援が
必要な家庭も増加し、専門性の高い
知識・技術を持った保育士が虐待リ
スクの高い家庭への介入を行った。
令和元年度は訪問（530 件）、電話・
面談（186 件）、令和２年度は訪問
（515 件)、電話・面談（201 件)、令
和３年度前期は、訪問（254 件）、電
話・面談（77件）を実施した。訪問・
面談等で保護者の子育てに関する不
安等に対応することにより、虐待の
未然防止を図っている。 

「宇美町子ども・子育て支援条例」
は、令和２年度に制定された。この
条例は、宇美町の未来に欠かせない
大切な存在である子どもたちのため
に制定されており、「子どもの権利を
守る」ことや、「宇美町及び地域にお
いての子ども・子育て支援の基本理
念」等を示している。 

小学生と中学生向けの、リーフレ
ットを作成した。このリーフリット
には、条例の内容と併せて、子ども
たち自らが自分を守る行動を取れる
ように、子どもたちが困ったり、悩
みを抱えたときの相談先の機関と電
話番号を掲載し、小・中学校全校生
徒に配布した。 

令和３年度から「かすや虐待防止
ネットワーク」が、粕屋管内１市７
町と、所管する粕屋警察署、福岡・
宗像児童相談所とで発足し、さらな

Ａ ・過不足なく子育て支
援を行うことにより、健
やかな子どもの育ちと虐
待予防に努める必要があ
る。まだ、事業化できてい
ない、児童のショートス
テイ等子育て世代の負担
を軽減する事業をニーズ
に合わせ導入する必要が
ある。 

令和４年度に、子ども
家庭総合支援拠点は必置
となっている。現存する
子育て世代包括支援セン
ターとの役割の棲み分け
等、連携・機能が強化でき
るように整備していく。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

る連携の強化を図っている。 
令和３年８月に福岡県から、子ど

もに会えない状態が続く場合におけ
る安否確認のためのルール「福岡ル
ール」が示された。宇美町において
は、母子保健事業の実施状況に合わ
せ、「宇美町版」として運用し、子ど
もと子どもを取り巻く家庭を見守る
体制を整えている。 

 
 
 
 
 
 
 
 

［こどもみらい課] 

(6)子育て支援の人
材育成 
子育て支援ボラン
ティアの育成や子
育て支援サ－クル
の活動を支援しま
す。 

令和元年度に子育て支援サポータ
ー養成講座（３年に１回）を開催し、
６回の講座で延べ 93 人（実人数 20
人）が受講し、10人に修了証を交付
することができた。受講者の中から
子育て支援事業に携わり活動へとつ
ながっている。 

子育て支援団体の育成支援を目的
に令和元年度に特定非営利活動法人
宇美こども子育てネット・う～みん
に運営補助金を交付した。その補助
金を活用し、団体の独自の活動とし
て、「こどもフェスタ」などのイベン
トが実施されている。 

さらに、広く子育て支援団体の活
動を支援するため、令和２年度に宇
美町子育て支援団体等活動補助金交
付要綱を制定したが、新型コロナウ
イルス感染症の影響により令和２・
３年度に申請する団体がなかった。 

Ｂ 講座を受講し修了証を
交付しても、子育て支援
事業への活動につながっ
ていない方もいるため、
今後は過去にサポーター
養成講座を受講された方
も含めて、子育て支援事
業に携わっていただける
ように働きかける。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［こどもみらい課] 
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施策 4-2 学校教育の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)生き抜く力の育
成 
学力の向上につい
ては、年３回の検証
改善サイクルを実
施することによっ
て、各学校の学力向
上プランの充実を
図るとともに、子ど
もの主体的な学び
を喚起する学習や
自分の考えを他者
に説明する力の育
成に力点を置いた
学習などの視点を
重視して、授業改善
を一層推進します。
また、一人一人の課
題に応じた少人数
指導や補充学習、家
庭学習の充実を図
るとともに、特別な
教育的支援を必要
とする児童生徒に
ついての実態把握
に努め、よりきめ細
やかで継続的な指
導を行っていきま
す。 
さらに、基本的な学
習及び生活習慣の
育成「う・み・し・
ぐ・さ」の徹底を図
り、学力向上の基盤
となる健やかな心
と体の育成を図り、
規範意識の高揚を
目指すとともに、町
立図書館との連携
による学校図書室
の機能充実を通し
て、本に親しむ習慣
づくりを推進しま
す。 
加えて、各教科や総
合的な学習の時間
などでの食に関す
る学習、学校給食を

確かな学力の育成については、学
力向上推進担当者研修会の実施等を
通して、学力向上プランの作成・活
用による検証改善サイクルに基づく
取組の推進が図られてきた。具体的
には、授業づくり、学力層に応じた
取組、非認知的能力の育成等につい
て、各学校の実態や課題に合わせて
行ってきたことにより、全国学力・
学習状況調査や福岡県学力調査等で
は、令和元年度から令和３年度にか
けて底上げが図られてきている。 

豊かな心の育成については、道徳
教育・人権教育については、教育活
動全体で取り組んできており、町制
施行 100 周年記念号として作成を進
めてきた副読本「わたしたちの宇美」
の発行や「宇美町教育の日」の制定
を通して、宇美に誇りを持つ子ども
の育成を推進してきた。 

健やかな体の育成については、各
学校が作成する体力向上プランに
「一校一取組」を位置づけ、その取
組を推進してきた。コロナ禍の中、
食事を含む望ましい生活習慣や基本
的な感染症対策等、自他の健康や安
全についても指導の機会を設けてき
た。 

Ｂ 学力の向上について
は、主体的に学ぶ子ども
の育成を現在も継続して
推進している。また、新た
な不登校を生まない取組
を進めている。 

ＧＩＧＡスクール構想
により整備されたＩＣＴ
環境のさらなる効果的な
活用の在り方について、
今後も実践を積み重ねな
がら取り組んでいく必要
がある。 

コロナ禍の中、家庭や
地域との関わる機会が少
なくなっているため、状
況に応じてその機会を増
やしたり、新たな関わり
方を見出したりしていく
必要がある。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

通じた食生活の改
善や栄養学習、家庭
と連携した「弁当の
日」の実施などを通
じて、児童生徒の健
全な心身と豊かな
人間性を育みます。 

 
 
 
 
 
 

［学校教育課] 

(2)学校運営への参
画促進 
コミュニティ・スク
－ルを通して、地域
のひと・もの・こと
を積極的に授業に
取り入れ、「保護者、
地域が学校で活躍
する場づくり」とと
もに「子どもが家
庭、地域に貢献でき
る場づくり」を積極
的に進めます。 
また、それぞれの取
組についての情報
を積極的に発信し
ます。 

学校評価のシステムとして、開催
の方法を工夫しながら、すべての学
校が学校運営協議会の中で、年度当
初に学校経営構想の承認を行い、年
度終わりにその取組に対する評価を
行った。その結果については学校改
善に生かすとともに、学校だより等
で発信した。 

令和２年度において、感染症の感
染拡大防止の観点から、各学校にお
ける地域集会やＰＴＡ総会等を集合
形式で開催できなかったが、ホーム
ページ等でコミュニティ・スクール
の取組や学校・家庭・地域が「めざ
す子ども像」を説明し、保護者や地
域に対し共通理解を図った。また、
子どもの見守りやゲストティーチャ
ー等の活動については、継続して実
施することができている。 

Ｂ 連携・協働による取組
に関するコロナ禍に対応
した実施内容や方法の工
夫改善を早急に進める必
要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［学校教育課] 

(3)教育環境の整備 
安全かつ快適な学
校施設・設備を維持
するため、計画的に
施設の整備を図る
とともに、児童生徒
の学習意欲を高め、
学習理解を促進で
きるようＩＣＴ環
境の充実を図りま
す。 
また、適応指導教室
や教育相談室と学
校との連携を強め、
教育相談や支援体
制の効果的な運営
を図るともに、保護
者と保育園・幼稚
園・小学校・中学校
及び教育委員会が
連携しながら、最適
な就学の在り方に
ついて相談できる
環境づくりを進め

学校施設、設備を安全かつ快適に維
持するため、令和２年３月に小中学校
長寿命化計画（個別施設計画）を策定
し、計画的に学校施設の改修を行った。 

令和２年度では、文部科学省が提
唱する「ＧＩＧＡスクール構想」の
早期実現のため、校内通信ネットワ
ーク（Ｗｉ－Ｆｉ）、１人１台端末や、
各教室に 50 型テレビを設置し、ＩＣ
Ｔ機器をより活用できるよう環境整
備を行った。また、ＩＣＴ利活用促
進のため、ＩＣＴ支援員を派遣し、
教職員のスキルアップを図った。 
不登校児童生徒に対する学校への復

帰訓練を行う宇美町適応指導教室（く
すのき教室）を継続して開設した。 

教育相談室においては、相談員（臨
床心理士）２人による面談・訓練・
教職員へのコンサルテーション、研
修を実施した。さらに、学校との連
絡会を学期末に実施し、情報を共有
し学校生活における改善を行った。
（令和２年度実績：相談件数延べ
904 件、対象児童生徒数 92 人） 

Ｂ 長寿命化計画にのっと
り、町の財政状況を見な
がら、計画的に施設整備
を行っていく必要があ
る。 

ＩＣＴにおける環境整
備は完了したが、今後は
授業や学校行事等、様々
な場面において活用が図
られるよう、教職員のス
キルアップ（研修等）向上
の推進、また、活用の幅を
広げるため、学習支援ソ
フト等の導入を検討する
必要がある。 

新たな不登校を生まな
い指導の充実による不登
校児童生徒数の減少及び
不登校児童生徒の社会的
自立に向けた具体的取組
を実施する必要がある。
また、人材育成のために、
若年教員研修対象者や講
師に対しての研修を継続
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

ます。 
さらに、教職員とし
て必要な識見を獲
得できる研修会の
充実を進めるとと
もに、福岡教育大学
との連携事業を推
進して専門性に優
れた講師を招請す
ることで、教職員と
しての実践的指導
力を高める研修の
充実も進めていき
ます。 

スクールソーシャルワーカー（社
会福祉士）を配置し、児童生徒が学
校生活を送る上での困難となる事象
を、学校・家庭・行政・福祉関係施
設等などと連携し、児童生徒を取り
巻く環境を調整し不登校解消を目指
した。（令和２年度実績：相談件数 
延べ 176 件、対象児童生徒数 40 人） 

宇美町教育委員会・宇美町校長会
が連携し「教頭研修会」、「教務担当
主幹研修会」、「学力向上担当者研修
会（小中連携授業改善研修会）」、「特
別支援学級担当者研修会」、「司書教
諭・学校司書合同研修会」、宇美町教
育委員会独自の研修会として、「学校
教育推進協議会」、「宇美町教育論文
研修会」、「個別スキルアップ研修」、
「新規採用者研修会」、「臨時的任用
教職員研修会」を年間計画に位置づ
け、運営した。 
小中連携授業改善研修会での指導助

言にあたっては、福岡教育大学との連携
事業を活用し、福岡教育大学附属小・中
学校の先生方を講師として招聘した。 

福岡教育事務所と連携し、学校の
ニーズに応じた支援を行った。 

的に行っていくことと、
各学校におけるＯＪＴを
推奨し、各学校内での研
修を充実させていく必要
がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［学校教育課] 
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施策 4-3 生涯学習の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)生涯学習関連施
設の充実 
生涯学習活動の拠
点となる地域交流
センタ－「うみ・み
らい館」をはじめと
した生涯学習関連
施設において町民
のニ－ズに応じた
管理運営を行い施
設の有効活用を図
ります。 

生涯学習活動の拠点となる地域交
流センタ－「うみ・みらい館」、住民
福祉センター、中央公民館、宇美町
働く婦人の家「し～ず・うみ」の定
期的な施設の点検、維持管理、修繕
等を適宜実施した。 
令和２年度は、新型コロナウイル

ス感染防止と「新しい生活様式」への
対応のため、「うみ・みらい館」、住民
福祉センター、中央公民館に、換気効
率を向上するための設備、遠隔講座
用システムの構築、音響設備更新、Ｗ
ｉ－Ｆｉ環境の整備等を行った。 
生涯学習関連施設の有効活用を図

るため、中央公民館で実施する講演会
や講座に関連した本を図書館で紹介
するなどの連携を図り、学びのコアゾ
ーンとして一体的な学びにつなげた。 

Ａ 今後も、生涯学習関連
施設の計画的な維持管理
を行いつつ、社会情勢に
応じた設備を整える必要
がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［社会教育課] 

(2)生涯学習プログ
ラムの整備と提供 
町民の多様な学習
ニ－ズの把握に努
め、生涯学習関連講
座などによる学習
活動の場の充実を
図るとともに、広報
誌や町ホ－ムペ－
ジなどによる情報
提供についても充
実を図ります。 

生涯学習に関する講座、講演情報を
一覧化してホームページで情報提供
するとともに、個別の講座情報等につ
いて、広報うみ、ホームページ及びＳ
ＮＳを活用して情報発信を行った。 

学習活動の場の充実を図るため、
令和元年度及び令和２年度には中央
公民館講座として「いきいき講座」
や「家庭教育講座」を実施した。 

（「いきいき講座」令和元年度：８
回、令和２年度 新型コロナウイル
ス感染症拡大防止のため中止・「家庭
教育講座」令和元年度：８回、令和
２年度 新型コロナウイルス感染症
拡大防止のため４回の実施） 

令和３年度には、宇美町教育振興
基本計画の「自己の目標や理想の実
現に向けて学び続ける輝く人づく
り」を受けて、公民館運営の基本目
標を設定し、目標を達成するため３
か年の計画を立て、評価改善してい
くこととした。その一環で「いきい
き講座」と「家庭教育講座」を一つ
にし、多世代の方々に学んでいただ
く「ビビっとうみラボ」を実施した
（年間 10回計画）ほか、新たにコロ
ナ禍において急速に需要が高まった
情報機器を活用したスマートフォン
講座を実施した（年間 40回計画）こ
とで、多くの方々に学習活動の場の

Ｂ 現代的課題（ウィズコ
ロナ・アフターコロナの
視点を持った事業の実
施、ＳＤＧｓの推進）等を
考慮しつつ、更なる学習
の場の充実や受講者によ
る自主講座の実施に向け
た支援、人材発掘・活用を
行っていく必要がある。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

充実を図ることができた。 
宇美町働く婦人の家「し～ず・う

み」を社会福祉協議会へ指定管理を
行い、男女共同参画及び生涯学習に
関する講座等を開催した。 

令和元年度 39 事業 参加延べ
人数 9,197 名 
令和２年度 21 事業 参加延べ
人数 4,066 名 
令和３年度 15 事業 参加述べ
人数 600 名(実施予定) 
町職員による出前講座を実施した。 
令和元年度 35 回、令和２年度２
回、令和３年度 10回見込 
令和２～３年度においては、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響により、計
画していた生涯学習関連講座の多くが
中止せざるを得ない状況となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［社会教育課] 

(3)指導者の育成と
団体などの活動支
援 
様々な分野におけ
る指導者やボラン
ティアの育成・確保
に努めるとともに、
各種の社会教育団
体、学習団体・グル
－プの育成・支援に
努めます。 

宇美町ボランティア・町民活動支
援センター「ふみらぽ」では、ボラ
ンティアの人材育成及び活動支援の
ため、ボランティア講座、ボランテ
ィア体験プログラム、ボランティア
交流会等の主催事業を実施した。 

これらの主催事業は、令和２・３
年度は、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により、中止せざるを得
ない状況となった。また、各団体の
活動の停滞により、「ふみらぽ」を活
用した個別の支援を十分に行うこと
ができなかったが、コロナ禍での活
動方法の課題とその解決に向けた取
組について各団体と情報共有を行
い、また個別の活動について、ＳＮ
Ｓによる情報発信を行った。 

スポーツ協会、スポーツ少年団、
文化協会、子ども会育成会連絡協議
会、青年団等様々な活動分野の団体
が主催する事業に対して運営支援や
団体運営補助金の交付及び使用料の
減免、施設の優先利用を実施するこ
とで円滑な事業運営につながった。 

令和２・３年度においては、新型
コロナウイルス感染症拡大及び防止
のため各団体のほとんどの事業が中
止となった。 

令和３年度には、子ども会育成会
連絡協議会との運営等についての協
議やＰＴＡ連合協議会常任委員会へ
出席など課題及び解決に向けた情報
共有に努めた。 

Ｂ 団体における課題や情
報の共有の場を設け、課
題解決や団体間による連
携した取組等が行えるよ
うに支援する。 

令和２年度から新型コ
ロナウイルス感染症拡大
の影響により、ほとんど
の事業が中止となり、各
種団体の活動が停滞せざ
るを得ない状況となっ
た。今後は、ウイズコロ
ナ・アフターコロナの視
点を持って、創意工夫し
た団体活動が求められ、
行政として支援していく
必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［社会教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)学習成果の活用 
町民の学習活動を
支援し、学習の成果
をまちづくり・地域
づくりに生かす生
涯学習社会の実現
のために、学習の成
果を発揮できる環
境づくりに努めま
す。 

町民一人一人の日頃の学習や活動
の成果を発表する場として、生涯学
習の拠点施設である町立図書館「う
み・みらい館」を中心として隣接す
る中央公民館、住民福祉センター、
働く婦人の家「し～ず・うみ」を会
場とし、令和元年度、「第 10 回ふみ
の里まなびの森フェスタ」を開催し
た。 

会場では、青少年健全育成フィー
ルド、こども体験ワークショップフ
ィールド、図書館フィールドなど成
果発表や体験の内容により区分け
し、全体として延べ 5,894 名が参加
した。 

令和２・３年度については、新型
コロナウイルス感染症拡大の影響に
より、中止とした。 

町民の学習活動を支援するため、
読み聞かせや英語、手話など様々な
知識や技能を持たれた方々に「学習
支援者」として登録していただき、
学校、保育園、地域等の要請に応じ
て派遣した。 

（Ｒ１：派遣延べ件数 117 件／派
遣延べ人数 278 名・Ｒ２：派遣延べ
件数 12 件／派遣延べ人数 17 名・Ｒ
３：派遣延べ件数７件／派遣延べ人
数 17名９月末時点） 

また、令和２年度、令和３年度に
おいては、事業自体を中止とせず、
新型コロナウイルス感染症防止対策
を講じた実施等について学習支援者
や団体に対し指導を行ったことによ
り、学習の成果を発揮できる環境づ
くりに努めた。 

Ｂ 新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
町民活動が停滞せざるを
得ない状況となったが、
今後はウイズコロナ・ア
フターコロナの視点を持
って、創意工夫した活動
が求められるため、行政
として支援していく必要
がある。 

より多くの方々の学習
活動を支援できるようホ
ームページやＳＮＳによ
る広報活動を強化し、学
習支援者の派遣を希望す
る団体や講師登録の増加
を図る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［社会教育課] 
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施策 4-4 青少年の健全育成 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)青少年の体験活
動などの充実 
子どもたちに多様
な体験活動や学習
の場を提供するこ
とで、子どもの自主
性・主体性・創造性
の確立を図ります。 

青少年の体験活動などの充実を図
るため、子どもを対象とした中央公
民館講座「チャレンジクラブ」の実
施。（Ｒ１：16 回／延べ 526 名・Ｒ
２：５回／延べ 75名・Ｒ３：４回／
延べ 68 名） 

また、子どもたちが学校のグラウ
ンドや体育館等に安全に安心して活
動できる活動拠点（居場所）を設け、
地域の人材を活用して週末における
様々な体験活動や地域住民との交流
活動を目的にする「いきいきいのっ
こ子ども教室」の支援（Ｒ１：26 回
／延べ 597 名・Ｒ２：13回／延べ 350
名・Ｒ３:３回／延べ 83人）のほか、
毎年 11 月に開催している「ふみの里
まなびの森フェスタ」において、関
係団体と連携した「少年少女の主張
大会」（Ｒ１：小中代表８名／観覧者
139 名・Ｒ２：中止・Ｒ３：小中代表
８名／書面開催）や「子ども体験ワ
ークショップ」（H31:延べ 996 名・Ｒ
２：中止・Ｒ３:中止）を実施し、多
様な体験活動や学習の場を提供し
た。 

Ｂ 青少年の健全育成に係
る体験活動事業の一つで
ある子ども体験ワークシ
ョップ（ふみの里まなび
の森フェスタ）について、
同じ形態で10年以上開催
しており、内容がマンネ
リ化してきているため、
関係団体と内容の大幅な
見直し等を含め、今後の
方向性について協議を行
っていく必要がある。ま
た、少年少女の主張大会
においては、新型コロナ
ウイルス感染症の対策を
講じた開催方法を検討す
る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 

(2)家庭・地域・学校
と関係機関・団体な
どが連携した青少
年健全育成 
青少年の健全育成
を図るため、家庭・
地域・学校と関係機
関・団体などが連携
し、家庭や地域の教
育力向上に努める
とともに、青少年関
係団体の活動及び
各種事業を支援し、
自主的な活動が実
践できる次代のリ
－ダ－の育成を推
進します。また、青
少年をめぐる非行
や犯罪被害の予防
と抑止を図るため、
有害環境の浄化活
動などを促進しま
す。 

人と人とのコミュニケーションの
原点であるあいさつを通じ、青少年
の健全な育成及び非行防止を図るこ
とを目的に青少年関係団体と連携し
「あいさつ・声かけ運動」を実施し
た。 

また、青少年をめぐる非行や犯罪
被害の予防と抑止を図るため、福岡
県青少年育成条例に基づき、青少年
の取り巻く有害環境の浄化を目的に
「青少年の非行・被害防止全国強調
月間」、「子ども・若者育成支援強調
月間」に合わせ、警察官とともに町
内コンビニ、カラオケ店、ゲームセ
ンター、携帯電話事業所等に対し立
入調査を実施し、条例の周知や指導
を行った。 

Ａ 継続して立入調査等、
関係団体と連携した事業
を行い、青少年をめぐる
非行や犯罪被害の予防と
抑止を図る。 

また、中央公民館講座
等で福岡県青少年育成条
例の周知を図っていき、
家庭や地域の教育力向上
に努めていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)国際交流事業の
推進 
国際交流事業を通
じ、国際相互理解と
国際友好親善の促
進を図ります。 
なお、本町において
は、大野城築城に関
する歴史的なつな
がりにより、昭和 61
（1986）年から大韓
民国忠清南道扶餘
教育支援庁との学
生相互交流を行っ
ており、この交流を
さらに充実させ継
続的に実施すると
ともに、交流の成果
を次世代につなげ
ていく活動を展開
します。 

宇美町教育委員会と扶餘教育支援
庁は 1986 年を第１回として交流事
業を進めてきたが、幾度となく日韓
問題の理由から交流事業が中止とな
ったことや近年参加者やホームステ
イ家庭が定員にみたない状況が続い
ていること、さらには新型コロナウ
イルス感染症による海外渡航の自粛
要請などの状況を踏まえ交流事業を
完結することとした。 

これまで宇美町から少年の翼とし
て 610 名の児童生徒を派遣し、また、
韓国プヨから 223 名の受け入れを行
い、相互の友情を深めながら国際視
野を広め親善を図ることができた。 

Ａ これまでの交流事業の
実績等を踏まえ成果を検
証し、次世代につなぐ国
際交流事業の在り方につ
いて検討を行う必要があ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

［社会教育課] 

(4)ふるさと・宇美
町を愛する心の醸
成 
まちの将来を担う
子どもたちが、自分
たちの暮らす地域
を深く知り、郷土愛
を育むことができ
るよう、地域コミュ
ニティや世代間の
ふれあいを重視し、
地域と連携して青
少年の育成を図り
ます。 
学校教育で行われ
る社会科や生活科、
総合的な学習の時
間での郷土教育、毎
年、新成人で組織さ
れる実行委員会に
より企画・運営され
る成人式、町制施行
100 周年記念事業
など、青少年期から
成人に至るまでの
過程を通じて、ふる
さと・宇美町を再認
識し、愛する心を醸
成する活動を展開
します。 

生活科や社会科の学習、総合的な
学習の時間等に、副読本「わたした
ちの宇美」の活用を推進するととも
に、第６版（令和２年度版）として
町制施行 100 周年記念号を令和２年
４月１日に発行し、授業における活
用を図った。 

町内にある教育文化財についての
教職員の理解を深めるために、「宇美
町新規採用教職員・町赴任者対象 
教育文化財研修会」を実施した。（令
和２年度は新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止の観点から中止。） 

ふるさと・宇美町を再認識し、愛
する心を醸成する活動を展開するた
め、青年から成人になる新成人を対
象にした成人式実行委員会を設置
し、自分たちでつくりあげた成人式
で仲間たちと郷土愛を育むことがで
きるよう、企画・立案・運営支援を
行った。 

令和２年は、町制施行 100 周年と
して各種記念イベントを実施した。 
町内小・中学校の子ども達が「私の
夢や未来の宇美町」について書いた
カードなどをつけた風船のバルーン
リリースを行ったり、下水道普及啓
発ポスターコンクールやご当地ナン
バープレートデザイン募集では、宇
美町をアピールするデザインを募集

Ａ 町制施行 100 周年記念
事業を契機として、宇美
町を深く知り、郷土愛を
深める活動を継続的な取
組として確立する必要が
ある。 

今後も継続して、成人
式実行委員会による、ふ
るさと・宇美町を再認識
できるような企画・立案・
運営の支援を行う必要が
ある。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

したりした。 
商工会青年部が主催した「未来を

えがけ、宇美っ子！100 周年ウォー
ルペインティング」には、123 作品
の応募があった。 

新型コロナウイルス感染症の影響
を受けて事業規模を縮小せざるを得
なかった面もあるが、次の 100 年に
向けた魅力あふれる宇美町を創造す
るための各種事業を町民参加で行う
ことができた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
［学校教育課] 

施策 4-5 スポーツ活動の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)総合的なスポ－
ツ活動の推進 
国のスポ－ツ基本
計画、県のスポ－ツ
推進計画に基づい
て、町のスポ－ツ推
進計画を策定し、総
合的なスポ－ツ活
動を推進します。 

宇美町スポーツ推進計画策定懇談
会で検討（会議開催４回）を行い「宇
美町スポーツ推進計画」を策定（令
和３年３月策定）したことにより、
今後の町のスポーツ推進の方向性を
明確にした。 

 

Ａ 新たに策定した「宇美
町スポーツ推進計画」に
基づいた取組を実施する
ため、スポーツ推進審議
会や各種団体と事業につ
いて協議を進めていく必
要がある。 

 
［社会教育課] 

(2)スポ－ツを通じ
た健康づくりの推
進 
町民が気軽に参加
できる各種スポ－
ツ大会を関係団体
と連携して実施し、
スポ－ツへの参加
意欲を高め、町民の
健康づくりを推進
します。 

令和元年度は、町民参加型のスポ
ーツ大会（ソフトバレーボール、ソ
フトボール、卓球、軽スポーツ体験
会）を宇美町スポーツ協会と共催で
実施した（参加者総数 1,401 人）。令
和２年度・３年度は、新型コロナウ
イルス感染症拡大防止策に伴い、町
民参加型のスポーツ事業は実施でき
なかったが、スポーツ大会の見直し
について検討を行った。 

Ｂ 新たに策定した「宇美
町スポーツ推進計画」に
基づいた取組を実施する
ため、スポーツ推進審議
会や各種団体と事業につ
いて協議を行い、町民の
自主的なスポーツ活動の
活性化を図るため、各団
体とのさらなる連携を図
る必要がある。 

［社会教育課] 

(3)社会体育及び学
校施設の有効活用 
既存の社会体育施
設などについて、老
朽化の状況や利用
ニ－ズに即した維
持管理を計画的に
進めていくととも
に、有効活用に努め
ます。また、ストッ
ク適正化について
の研究を進めます。 

定期利用団体の施設利用の割り振
りを適切に行うとともに、一般利用
できる枠を確保し、限られた施設を
有効的に利用できるよう調整を行っ
た。また、利用者が楽しく安全にス
ポーツ活動ができるように計画的に
施設の修繕等を行い、スポーツ活動
の環境づくりに努めた。 

Ａ 町の公共施設再配置計
画に基づき、老朽化して
いる施設の適切な維持管
理を行う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)スポ－ツ関係団
体の支援 
スポ－ツ協会、スポ
－ツ少年団、総合型
地域スポ－ツクラ
ブ「ふみの里スポ－
ツクラブ」などの支
援に努めるととも
に、町民の自主的な
スポ－ツ活動の活
性化を図ります。 
また、町民やスポ－
ツ団体などのニ－
ズを踏まえ、各団体
における質の高い
指導者の養成を支
援します。 

スポーツ外郭団体（宇美町スポー
ツ協会、宇美町スポーツ少年団）に
対し、団体運営補助金の交付及び施
設使用料の減免、施設の優先利用を
実施することで、関係団体の運営が
円滑に行えるように支援し、さらに、
スポーツ大会の見直し等の協議を各
団体と行った。また、総合型地域ス
ポーツクラブＮＰＯ法人 ふみの里
スポーツクラブに対し、支援等を行
った。 

Ａ 町民の自主的なスポー
ツ活動の活性化を図るた
め、スポーツ協会、スポー
ツ少年団、ＮＰＯ法人 
ふみの里スポーツクラブ 
等の各事業が円滑に実施
できるように支援を行う
とともに、ＳＮＳによる
情報発信を行い広報活動
にも力を入れていく必要
がある。また、町のスポー
ツ団体が連携し、各団体
の情報共有を図り、新た
なスポーツ推進のための
仕組みづくりに取り組む
とともに、町のスポーツ
情報を一元化し、誰にで
もわかりやすい情報提供
環境を整える必要があ
る。 

［社会教育課] 

(5)スポ－ツ機会の
充実 
国、県などからの情
報を収集し、子ども
から高齢者、障がい
のある人など、多く
の町民がスポ－ツ
に親しむきっかけ
となる事業の充実
を図ります。 
子どものスポ－ツ
活動については、ス
ポ－ツ少年団や総
合型地域スポ－ツ
クラブなどと連携
して地域における
スポ－ツ機会を充
実させるとともに、
学校における運動
部活動の指導体制
を拡充するため、外
部指導者の活用を
関係団体と連携し
て実施していきま
す。 

令和元年度は、スポーツ振興事業
として、健康づくり地域交流フェス
タ「アビスパ福岡とボール遊び」（参
加者 52 人）や「市町村対抗福岡駅伝
大会宇美町選手選考会」（参加者 49
人）を実施した。また、町制施行 100
周年記念事業として、「ＪＡＬ 
presents スポーツ能力測定会 in 福
岡」（参加者２９１人）を実施した。
令和２年度は、新型コロナウイルス
感染症拡大防止策のため中止となっ
たが、コロナ禍でもスポーツの振興
を図るため、新たな試みとして、ホ
ームページやＳＮＳによる情報発信
を行った。 

学校における部活動の外部指導者
数は令和元年度９名に対し、令和２
年度 12 名、令和３年度 15 名と増加
しており、指導体制は拡充している。 

 

Ｂ スポーツ振興事業にか
かわる様々な情報を収集
し、障がいの有無にかか
わらず、多世代の町民が
誰でも気軽に参加できる
ようなスポーツ振興事業
にさらに取組む必要があ
る。また、国・県などから
情報を収集し、スポーツ
を始めるきっかけとなる
スポーツ振興事業の充実
を図り、あらゆる年代層
における運動能力の向上
に努めるとともに、ホー
ムページやＳＮＳによる
情報発信にさらに力を入
れていく必要がある。 

部活動の指導体制の更
なる拡充に向け、外部指
導者が個人で指導を行う
のではなく、外部指導者
の所属する関係団体との
連携が必要である。 

［社会教育課] 
［学校教育課] 
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施策 4-6 芸術・文化活動の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)芸術・文化団体
の活動促進 
文化協会をはじめ
各種芸術・文化団体
の育成・支援に努
め、町民の自主的な
芸術・文化活動の一
層の活発化を促し
ます。 
また、広域で行われ
る芸術・文化行事を
通じ、各種芸術・文
化団体の交流促進
に努めます。 

町の広報誌やホームページ等を活
用し、芸術・文化団体（文化協会等）
の広報活動の支援を行うことで、芸
術・文化の振興に努めた。新型コロ
ナウイルス感染拡大防止対策に伴
い、芸術・文化団体が例年どおりの
活動を行うことができなかったが、
新たな試みとして、コロナ禍でも芸
術・文化活動の推進を行うことが可
能なホームページやＳＮＳによる情
報発信を行った。 

Ｂ 引き続き､広報活動等
の支援を行うとともに、
各種芸術・文化事業（町民
文化のつどいなど）との
連携について、参加者数
の増加に向けた検討を行
う必要がある。また、広報
誌やホームページを活用
した広報活動等の支援を
行うとともに、芸術・文化
団体（文化協会等）と町民
文化のつどいなど各種芸
術・文化事業との関わり
方や運営方法を検討する
ことで、芸術・文化団体へ
の加入者数の増加に向け
た取組を行う必要があ
る。 

［社会教育課] 

(2)芸術・文化の鑑
賞発表機会の充実 
町の特色を生かし
た魅力ある芸術・文
化活動を推進する
ため、「宇美町民文
化のつどい」などの
事業をはじめ多様
な芸術・文化を鑑賞
する機会と活動成
果を発表する機会
の充実に努めます。 

令和元年度までは、例年通り３つ
の大きな事業である「宇美町民文化
のつどい」・「福岡Ⅰブロック芸術文
化のつどい」・「糟屋地区美術展」が
開催されてきたが、令和２年度は新
型コロナウィルス感染拡大防止対策
に伴い、「宇美町民文化のつどい」と
「福岡Ⅰブロック芸術文化のつど
い」が開催されなかった。このため
例年と比較し、芸術文化関係事業の
参加者数は減少したが、新たな試み
として、これまであまり展示を行っ
ていなかった場所（中央公民館ロビ
ー・資料館・地域交流センター）で
の展示活動を推進し、新たな場所で
の鑑賞機会の充実に取り組んだ。 

令和３年度は、展示活動を２回、
体験学習５回を実施するとともに、
「糟屋地区美術展（出品者 28 名）」
と「福岡１ブロック芸術文化の集い
（出演者３団体 17名）」が開催され、
活動発表と鑑賞の機会の充実に取り
組んだ。 

Ｂ 鑑賞機会（展示活動）の
場をさらに広域に展開を
図るとともに、ホームペ
ージやＳＮＳによる情報
発信の強化に向けた取組
を行う。また、町民文化の
つどいなどの各種芸術・
文化事業について、芸術・
文化団体への加入者数増
加につながるような運営
方法について検討してい
く必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
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施策 4-7 読書活動の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)生涯学習を推進
する図書資料の整
備 
町民の学習ニ－ズ
に即応した図書資
料の新陳代謝を図
るとともに、暮らし
に密着した地域資
料の整備、充実に努
めます。 

町民の生涯学習を推進する図書資
料を整備するため、新刊図書の購入
や地域・行政資料などの収集、雑誌
スポンサー制度の継続的な働きかけ
に努めた。（令和元年度リクエスト
1,523 件、購入 213 冊、令和２年リ
クエスト 990 件、購入 60 冊） 

また、地域資料についても整備を
進めた。（令和元年度 2,099 冊、令和
２年度 2,312 冊） 

新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金を活用し、令和２
年 12 月から電子図書館を開設、
7,830 点の電子書籍を整備し、新し
い生活様式の中でいつでも、どこで
も本を読むことができる環境を整え
た。 

令和３年度も継続して図書資料や
地域資料、電子書籍の整備を進めて
いく。 

Ａ 図書資料の整備と刷新
を継続するとともに新し
く導入した電子図書館の
周知、利用を促していく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 

(2)レファレンスサ
－ビスの充実及び
情報交流の場の提
供 
「レファレンスサ
－ビス」や「課題解
決サ－ビス」の提供
を促進するため、恒
常的な職員のスキ
ルアップを図りま
す。 
また、地域交流セン
タ－全体のスペ－
スを有効に活用し
た「滞在型図書館」
の実現や生涯学習
関連事業との連携
を通じ、町民相互の
情報交流を目指し
ます。 

職員研修を継続的に行い、利用者
への情報提供や調査研究活動・調べ
る学習コンクールの支援に努め、パ
スファインダー「ウイルスについて
調べてみよう」など３年間で 12テー
マ作成し、令和３年度末 37 テーマに
なった。 

交流センターエントランスで企画
展のワークショップを実施すること
ができた。 

 
 
 
 

Ｂ レファレンスサービス
や課題解決型サービスの
充実のため、研修を通し
て選書等のスキルアップ
を図り、作成したパスフ
ァインダーの更新等を計
画的に行う必要がある。 

また、新しい生活様式
を踏まえた町民相互の情
報交流を目指すために
「滞在型図書館」の在り
方等を見直す予定であ
る。 

 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)子ども読書活動
の推進 
「第３次宇美町子
ども読書活動推進
計画」を策定し、町
立図書館を核とし
ながら学校（園）・家
庭・地域などが連携
した子どもの読書
活動を推進します。 

令和２年３月に「第３次宇美町子
ども読書活動推進計画～ふみの里う
みっ子読書プラン～」を策定した。
家庭での読書につなげるために「う
ちどく（家読）」コーナーを町立図書
館に設置し、学校（園）・家庭・地域
などに周知することで連携して子ど
もの読書活動を推進した。 

令和２年度は４町立保育所と２認
可保育所へ貸出図書セットの配本を
継続して行い、新型コロナウイルス
感染拡大で休校中の間は、新たに図
書館貸出セット（50 冊）を準備し学
童保育所 11 箇所に２回配本を行っ
た。 

学校と連携し、新型コロナウイル
ス感染拡大防止策を講じて調べる学
習コンクールや、小学生読書リーダ
ー・中学生読書サポーター養成講座
を実施した。講座で学んだことを活
かし、小学生は読み聞かせを、中学
生はビブリオバトルを実際に行い、
各小・中学校に取組が広がった。 

令和３年度も配本や学校と連携し
た取組を継続して実施した。 

Ａ 「宇美町子ども読書活
動推進計画」を基軸に、学
校・家庭・地域・行政の連
携をさらに緊密にし、子
ども読書活動の推進を図
る必要がある。 

団体貸出の配本先拡充
など、町全体に子どもの
読書活動を広げるための
活動を行い、ホームペー
ジやフェイスブック等を
活用して情報発信を行
う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課］ 

(4)読書ボランティ
アなどと共働した
読書活動の推進 
読書ボランティア
の養成、活動支援を
進めるとともに、図
書館や学校、地域な
どで活動する読書
ボランティアのネ
ットワ－ク化を図
り、共働した取組の
実現を目指します。 

年１回読書ボランティア団体連絡
会議を開催しネットワークづくりを
行い、令和３年度は、読書ボランテ
ィア団体連絡会議を年２回開催し、
ボランティアの活動支援につなげる
ため、研修会「乳幼児の発達につい
て」を行った。また、平成 29年度か
ら始まったボランティア団体リレー
おはなし会は令和３年度まで継続し
て行うことができた。 

Ａ 図書館と読書ボランテ
ィアのネットワークだけ
でなく、読書ボランティ
ア同士のネットワークの
構築につながるよう連絡
会議や養成講座等の内容
を検討していく。また、将
来読書ボランティア同士
が連携・共働して行う事
業を図書館として支援し
ていく。 

［社会教育課] 
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５ 基本目標⑤ 産業の振興で活気を生む

まち 

施策 5-1 商工業・サ－ビス業の振興 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)魅力的な商業活
動の促進 
商工会との連携の
もと、地元業者に対
する指導・支援体制
の強化を図り、経営
の近代化や後継者
の育成、新規開業者
の発掘など地元商
店ならではの地域
に密着したサ－ビ
スを展開します。 

中小企業等に対する各種支援制度
等の相談の受け付け、情報提供、研
修の実施などを商工会と連携して行
った。 

国が提唱する「新しい生活様式」
の実践例である「キャッシュレス決
済」を促進し、町内経済の活性化を
後押しすることを目的として、町内
対象店舗でキャッシュレス決済を行
った消費者へのポイント還元事業の
第１弾を令和３年９月に実施した。
また、新型コロナウイルス感染症拡
大の影響による緊急事態宣言を受
け、休業や時短営業を余儀なくされ
た飲食店等への支援のため、令和４
年１月から２月まで第２弾の事業を
実施した。この事業を契機にキャッ
シュレス決済を導入する町内店舗が
増加し、経営の近代化につながった。 

Ｂ 町内事業者の事業継
続、支援体制の強化を図
るため、商工会との連携
をさらに強化していく必
要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 

(2)既存企業の経営
基盤強化の促進 
商工会との連携のも
と、研修・相談機会
の拡充や情報提供の
充実など支援体制の
強化を図り、経営意
欲の高揚や後継者の
育成、事業の拡大な
どを促進します。 
また、厳しさを増す経
営環境に対応し、各種
融資制度の周知と活
用を促し、経営体質の
改善、経営基盤の強化
を促進します。 

中小企業等に対する各種支援制度
等の相談の受け付け、情報提供、研
修の実施などを商工会と連携して行
った。 

令和２年度以降は、新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響を受けて、
売上が減少した事業者への事業継続
のため、重点的支援が必要な業種の
把握、町独自支援制度の構築等にお
いて、商工会と協議を行い、制度運
用時には協力して対象者への周知を
行った。 

国や県等の関係機関や町独自の支
援制度の情報を整理し、商工会と連
携して、広く周知を図り、窓口での
相談体制を整えた。 

Ａ 町内事業者の事業継続
のため、商工会との連携
をさらに強化していく必
要がある。 

ウイズコロナ・アフタ
ーコロナの視点を持っ
て、社会情勢に即した支
援制度の創設や研修内容
について、商工会と協議
検討を行う必要がある。 

 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)企業誘致の推進 
関係機関との連携
のもと、企業誘致活
動を展開し、優良企
業などの立地を促
進するとともに、産
業の振興及び町内
雇用の増加を図り
ます。誘致活動の展
開に際しては、優遇
制度や町有地の有
効活用により推進
します。 

企業誘致制度（税の奨励措置等）
について、福岡県が発行する「企業
立地のご案内 福岡の魅力・優遇制
度」や町ホームページに掲載し、制
度案内を行ってきたが、令和元年度
は１件、令和２～３年度は新型コロ
ナウイルス感染拡大の影響が大きく
不動産仲介業者等からの引き合いも
なかったため、０件となった。 

Ｃ 広大な町有地を所有し
ておらず、企業が求める
面積要件に対応できない
場合があり、法人や個人
が所有する土地の提供に
頼らざるを得ない現状で
ある。用地提供者が対象
となる税の奨励措置制度
についても、広く周知す
ることができる環境を整
える必要がある。 

 
［管財課] 

(4)創業支援 
創業支援事業計画
に基づき、商工会及
び金融機関と連携
した創業希望者に
対する相談窓口を
設置するとともに、
創業塾を入り口に
創業に必要な知識
と関係機関の強み
を活かした適切な
創業支援を行いま
す。 

新規開業者発掘のため、宇美町、
志免町、須惠町及び３町商工会で共
働して、特定創業支援事業「起業塾」
を開催した。（令和２年度は新型コロ
ナウイルス感染症拡大の影響によ
り、商工会における個別相談を実施） 

Ｂ 新型コロナウイルス感
染症拡大の影響による不
要不急の外出自粛や事業
者への休業要請等で全体
的に社会活動が停滞せざ
るを得ない状況となって
いる。今後は、ウイズコロ
ナ・アフターコロナの視
点を持って、事業継続が
図れるよう、起業塾の講
座内容についてより社会
情勢に即したものとする
べく、商工会や関係機関
と連携を図る必要があ
る。 

［まちづくり課] 

(5)特産品開発 
農産物の6次産業化
や観光、ふるさと応
援寄附制度におけ
る返礼品などと連
携した特産品の開
発及び販売を促進
します。 

令和元年度から、第４回福岡よか
とこビジネスプランコンテストで大
賞を受賞された町内事業者の商品を
宇美町の魅力を伝える地域資源とし
て、ふるさと応援寄附の返礼品に登
録し、また、町イチ村イチ（東京）
や町村フェア（天神中央公園）での
ＰＲ活動とコラボして商品の販売促
進を図った。 

また、返礼品登録事業者向けの研
修会や意見交換会を開催し、新たな
返礼品の掘り起こしを行った。 

Ａ ふるさと応援寄附事業
における町内事業者の新
たな返礼品の掘り起こし
や販売促進を強化するこ
とが課題である。 

薬用作物「うみまちハ
ーブ」を使用した商品開
発、販路手法等について
関係機関と協議検討を深
める必要がある。 

 
［まちづくり課] 
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施策 5-2 農林業の振興 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)農業生産基盤の
整備 
国、県などの補助事
業を活用し、農業用
施設の改修などを
計画的に行います。 
また、防災機能強化
のため、ため池など
の点検・整備を計画
的に行います。 

令和元年度から令和２年度にかけ
て、地震時にため池が決壊する危険
性の有無の調査を行った。（８箇所実
施済） 

平成 28 年度から令和２年度の５
ヶ年計画で河川内の農業用施設の改
修事業を行った。（１箇所実施） 

令和２年度に災害時の避難資料と
なる「ため池ハザードマップ」を作
成し、全戸配布を行った。 

令和３年度は防災機能が低下して
いるため池の改修事業を行うために
基本設計を実施する。（２箇所実施） 

また、ため池の防災機能を点検す
るために劣化状況の調査を行う。（15
箇所実施） 

Ａ 町内にある21箇所のた
め池を年次計画に基づき
防災機能を確認、機能低
下がみられる箇所につい
ては計画的に改修してい
く必要がある。 

また、将来的に利用さ
れないため池については
関係者と協議し廃止する
ことも検討していく必要
がある。 

 
 
 

［環境農林課] 

(2)担い手の育成・
農地の保全 
認定農業者制度な
どの農業振興推進
事業の活用を進め
るとともに、後継者
不足や高齢化など
により耕作できな
くなった農地の利
用集積を推進し、担
い手の育成、農地の
保全に努めます。 

農業振興推進事業を活用し、地域
の担い手である認定農業者や営農集
団へ農業機械等の購入経費の負担軽
減を行った。 
（令和元年度：認定農業者１名、令和

２年度：認定農業者１名、令和３年度：
機械利用組合１組合） 
耕作できなくなった農地を営農意欲

のある農家へ利用集積した際、貸し手農
家及び借り手農家へ助成金を支払い、農
用地の確保と有効利用を促進した。 

（令和元年度：貸し手２名、借り
手６名、令和２年度：貸し手６名、
借り手 10名 令和３年度：貸し手５
名、借り手 10名） 

Ａ 今後、農業人口の減少
や高齢化により耕作でき
なくなる農地の増加が予
測され、担い手に負担が
大きくなるため、負担を
軽減するための事業を継
続する必要がある。 

 
 
 
 
 
 

［環境農林課] 

(3)農業への理解促
進及び地産地消の
推進 
町民農園での農作
物の栽培・収穫を通
じて土に親しみ、農
業に対する理解を
深めます。 
また、ＪＡや小売店
と連携した地元農
産物の販売促進、家
庭・学校・保育園に
おける食育の取組
と連携した地産地
消を推進します。 

宇美町では平成28年度から令和２
年度の５ヶ年を一つの期間とした
「宇美町食育・地産地消推進計画」を
策定、令和３年度からは「第２次宇美
町食育・地産地消推進計画」を策定
し、さらなる食育・地産地消を推進す
る。食育や地産地消に関連した様々
な課題を解決するための取組を関係
各課と協力しながら実施している。 
環境農林課では栽培から収穫まで

の作業体験が出来る町民農園２農園
52 区画を利用者へ貸し出している。
また、地産地消の取組として宇美町
「さんさん 21」は保育園や小学校に
給食材料として野菜を納品している。 

こどもみらい課では保育園におい
て、生産者とさつまいもの苗植えや
収穫の体験を通して交流した。また、

Ａ より多くの町民へ農業
への関心や理解をしてい
ただけるように、現状の
取組の見直しや拡大等を
検討する必要がある。 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

地産地消の取組として「さんさん
21」や「ＪＡ粕屋南部プラザ」より
野菜の購入をした。 

学校教育課では小学校において、
米づくりや野菜づくりを通して生産
者との交流を行った。また、「さんさ
ん 21」より野菜を購入し、学校給食
で提供した。 

 
 
 
 
 

［環境農林課] 
［学校教育課] 

［こどもみらい課] 

(4)薬用作物栽培に
よる農業所得向上
及び地域活性化対
策事業の推進 
付加価値の高い「薬
用作物」を町の特産
品として栽培し、農
業所得向上や中山間
地域の農業問題解消
を図るとともに、学
校や町内外の企業と
連携し特産品を活用
した商品化を広める
ことで地域の活性化
を促進します。 

令和元年度は薬用作物の種類を増
やして「うみまちハーブ」と総称し
町外のイベントでＰＲを行った。 

令和２年度は薬用作物の生産量拡
大及び品質向上のため薬用作物生産
部会で研修会を実施した。 

令和３年度は薬用作物の付加価値
を高めるために無農薬・有機栽培へ
の取組を行い「ＪＡＳオーガニック
認証」を受けた。今後はこの認証を
ブランド化していく。 

Ａ 宇美町の特産物「うみ
まちハーブ」を使った六
次商品化を目指し地域の
活性化につながるような
取組を行う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

［環境農林課] 

(5)計画的な森林施
業の促進 
森林所有者の整備・
保全意識の高揚、荒
廃森林再生事業へ
の合意形成を図り
ながら、計画的な森
林整備を行うとと
もに、木材の利用促
進を図ります。 

健全な森林整備を行うことが山林
の持つ防災機能を高めることにつな
がるため、森林所有者と協定を交わ
し、福岡県の補助金を活用して荒廃
森林整備事業を実施した。（令和元年
度 5.75ha、令和２年度 9.95ha、令和
３年度 22.65ha） 

Ａ 森林所有者との協定が
交わせない山林について
は、事業内容や必要性を
理解してもらえるように
継続して丁寧な説明を行
う必要がある。 

 
 
 

［環境農林課] 

(6)森林への理解促
進 
町民が木とふれあ
う機会を設け、森林
への理解促進に努
めます。 

令和元年度は、ふみの里まなびの
森フェスタで親子による丸太切大会
を開催し景品として組立式の木製椅
子キットやコースターを配布した。
また、公共施設に木製ベンチ（６台）
や木製パンフレットラック（６台）
を設置した。100 周年記念事業とし
て出生届提出時に出生祝い品として
木製スプーン（100 個）を配布した。
町内にある原田保育園、早見保育園
を対象に木製の靴箱（計５基）を配
布し園児に使用してもらっている。 

令和２年度は、コロナ禍によりふ
みの里まなびの森フェスタが中止と
なったためイベントは開催できなか
った。前年度好評の100周年記念事業
で配布した木製スプーンは令和２年
度も250個作製を継続して実施した。 

Ａ イベントの内容を見直
してコロナ禍でも継続で
きる方法を検討する必要
がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［環境農林課] 
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施策 5-3 観光の振興 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)観光・交流資源
の充実・活用 
既存の観光・交流施
設の整備及び維持
管理を推進し、イベ
ントの充実や町内
観光・交流資源のネ
ットワ－ク化を図
りながら、通年型の
観光の確立を図り
ます。 
また、一本松公園
（昭和の森）を自然
的資源に恵まれた
魅力ある公園とし
て利活用し、ＰＲ活
動に努め、観光振興
につなげます。 

三郡山や井野山等、主な体験型観
光メニューである登山ルートの安全
確保を図った。また、ホームページ
等により通行止め箇所の周知を行っ
た。 

一本松公園の一本松側と猫石側の
トイレの改修を行い、利用者への快
適な環境の提供や景観美化に努め魅
力ある公園としての整備を行った。 
また、一本松公園に水源調査のた

めの調査用井戸を利用した岩盤地下
水の給水施設を設置し、その愛称を
公募の上、「河原（ごうら）のしずく」
と決定し、町内の事業者活等への活
用を推奨し、商品化につなげた。 

宇美町ホームページの観光情報サ
イトで一本松公園（昭和の森）の四
季折々（桜、登山、紅葉等）の情報
発信を行った。また、令和元年度か
らまちづくり課公式 Twitter を開設
し、情報発信の手段を増やし、さら
なるＰＲ活動を図った。 

今後の定住人口・交流人口を増加
させるため、既存の観光資源等を活
用しながら魅力あるまちづくりを行
うためのたたき台として「宇美町中
心市街地賑わいづくりに向けた提
言」を平成 31年３月に作成し、本提
言のうち、イベント関連事業は、令
和２年度に町制施行 100 周年記念事
業として実施した。 

駅前広場の利活用として、令和元
年度及び令和３年度は、ＪＲ九州と
連携して駅を起点に「ＪＲウォーキ
ング」を開催した。また、令和元年
度は、商工会女性部により月１回程
度「うみカフェ」が開催され、特に
夏祭り、クリスマスマーケットは多
くの来場者で賑わった。令和２年度
は、新型コロナウイルス感染症拡大
の影響により、集客イベントは開催
できなかったが、商工会による駅の
イルミネーション飾りつけが行われ
た。令和３年度は、商工会女性部の
行政提案型共働事業により「うみカ
フェ」、イルミネーションの飾りつけ
が行われた。 

Ｂ 新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
イベントの中止、不要不
急の外出の自粛により社
会全体の活動が停滞せざ
るを得ない状況となっ
た。 

今後は、ウイズコロナ・
アフターコロナの視点を
持って、関係人口・交流人
口を増加させるための創
意工夫したＰＲ活動を図
る必要がある。 

一本松公園における利
用者のマナーが悪くゴミ
や炭などの放置が増えた
ため、その対応を図る必
要がある。 

ＪＲ宇美駅周辺は、路
線バスの各系統の経由地
であり、現状でも役場、医
療機関、大規模商業施設、
宇美八幡宮などの歴史・
文化施設などがコンパク
トに集まっている。現状
の環境を活かして、「宇美
町中心市街地賑わいづく
りに向けた提言」を参考
にしながら実現可能なも
のから、さらに利便性の
高い、魅力ある中心市街
地を形成するための具体
的な施策の検討を行う必
要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［都市整備課] 
[上下水道課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(2)体験型観光の充
実、エコツ－リズム
の推進 
自然環境や歴史・文
化など、地域の資源
を活用した体験型
観光の充実に努め
ます。 
また、地域ぐるみで
自然環境や歴史・文
化などの宇美町固
有の魅力を観光客
に伝えることによ
り、その価値や大切
さが理解され、保全
につながっていく
ことを目指す「エコ
ツ－リズム」を推進
します。 

体験型観光として登山会などを開
催した。 

令和元年度 春／ＪＲ九州ウォー
キング 夏／井野山 秋／三郡山 

令和２年度 新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により中止。 

令和３年度 春／ＪＲ九州ウォー
キング 

令和元年度、町制施行 100 周年を
契機として、地域ぐるみで町の歴史
や文化を学ぶことを目的として、宇
美小学校区コミュニティ運営協議会
が主催となり、歴史を学ぶ文化講演
会が開催された。（令和２・３年度は
新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により中止。） 
令和元年度は、自治会からの依頼を

受け、自治公民館において出前歴史講
座を開催した（４回）。令和２年度は新
型コロナウイルス感染症拡大の影響
により実施できなかった。令和３年度
は、コロナ禍で中止となった出前歴史
講座も数多くあったが、自治会や小学
校などで４回開催することができた。 

Ｃ 新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
町のイベントの大半が中
止せざるを得ない状況と
なった。 

今後は、ワクチン接種
の拡がりも見据え、ウイ
ズコロナ・アフターコロ
ナの視点を持って、民間
事業者、町民活動団体と
連携して、体験型観光の
メニューづくりを行い、
充実化を図る必要があ
る。 

 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［社会教育課] 

(3)観光ＰＲ活動の
推進 
観光パンフレット
の作成や観光情報
サイトの充実、マス
メディアやＳＮＳ
の活用などを通じ、
本町の観光につい
て積極的にＰＲし、
認知度を高めます。 
また、福岡都市圏や
糟屋中南部地域な
どを範囲とした観
光ル－トづくりや
ＰＲ活動の推進な
ど、広域的な枠組み
による観光振興施
策を推進します。 

宇美町ホームページの観光情報サ
イトで観光地、登山コース、食事、体
験などをテーマに情報を発信した。ま
た、町制施行100周年を契機として、
令和元年度から令和２年度にかけて
マスメディア（ＫＢＣ「ふるさとWish」
やケーブルステーション福岡「つな
GoGo」など）とタイアップして町のＰ
Ｒを行うなど町の関係人口・交流人口
を増加する取組を実施した。 

令和元年度 まちづくり課公式
Twitter 開設、登山道マップ（4,000
部）作成。 

関東地区宇美町町人会の設立、町
イチ村イチ（東京）、町村フェア（天
神中央公園）でのＰＲ。 

令和２年度 町ＰＲ動画作成、公
式 YouTube アカウント開設、ＰＲポ
スター作成。 

令和３年度以降 町ＰＲ動画（第
２弾）作成予定。 

福岡都市圏、糟屋中南部地域と連
携し、ドライブコースをテーマとし
た雑誌を毎年度発行した。 

ふるさと応援寄附事業において、
令和元年度、楽天とタイアップして、
子育て支援施策に着目した町のＰＲ
動画を作成し、楽天サイト及び町の
YouTube で配信を行った。 

Ａ 新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により、
公共施設の閉鎖、イベン
トの中止、不要不急の外
出の自粛、事業者への休
業要請で社会全体の活動
が停滞せざるを得ない状
況となった。 

今後は、ウイズコロナ・
アフターコロナの視点を
持って、関係人口・交流人
口を増加させるための創
意工夫をし、ＰＲ活動を
図る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
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６ 基本目標⑥ 住みやすい環境づくりを

進めるまち 

施策 6-1 道路・交通網の充実 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)幹線道路ネット
ワ－クの形成 
本町と他の市町間
を結ぶ広域幹線道
路や、町内の移動を
支える幹線道路で
構成される幹線道
路ネットワ－クの
構築に向け、関係機
関と連携しながら
将来の財政的負担
を踏まえ、未整備区
間の整備を促進し
ます。また、移動時
間の定時制が図れ、
さらなる利便性の
向上につながるよ
う努めます。 

都市計画道路志免宇美線道路整備
事業２期工区は令和３年度で用地測
量、橋梁設計、交差点協議が完了し、
現在用地補償交渉を鋭意進めてい
る。 

主要地方道筑紫野古賀線道路改良
事業は、継続交渉中の用地買収と平
行して残事業分の取付道路設計、交
差点協議が完了したため、令和３年
度は地権者説明会後用地補償交渉へ
進めていく予定。 

Ｂ 福岡県が事業主体とな
る主要地方道筑紫野古賀
線道路改良事業と都市計
画道路志免宇美線道路整
備事業はどちらも用地交
渉が難航し、計画的な事
業進捗が困難となってい
る。特に都市計画道路志
免宇美線道路整備事業は
進捗が遅れ気味なため、
福岡県との連携を強化し
事業促進を図る。 

また、コロナ禍で活動
に一定の制限があるもの
の道路建設促進期成会に
よる積極的な要望活動を
実施し、予算確保に努め
ていく。 

［都市整備課］ 

(2)生活道路の利用
環境の維持・向上 
生活道路について
は、地域の要望に応
じた安全対策を実
施します。特に通学
路の安全性向上の
ため、危険箇所の改
善や歩行空間の確
保に努め、沿道環境
や景観に配慮した
安全で快適な道づ
くりを進めます。 
また、旧国鉄勝田線
跡地を活用した緑
道については、沿道
に配置された憩い
の場とともに適正
に維持管理を行い
良好な利用環境を
維持します。 

防災・安全交付金を活用して町道
大谷～山の神線道路改良工事を実施
し、通学路の安全を確保した。 

道路メンテナンス事業補助金を活
用して柚の木橋、後川橋、黒橋（跨
線橋）等の長寿命化修繕工事を実施
し橋梁の延命化を図った。 

社会資本総合交付金や福岡県急傾
斜地崩壊対策事業交付金を活用し、
町道炭焼～新田原線の狭あい道路部
の拡幅工事や急傾斜地崩壊対策工事
を実施し危険箇所の改善に努めた。 

令和３年８月 18 日に発生したひ
ばりが丘団地の大規模法面災害では
迅速に応急工事を実施し、早期の片
側交互通行が可能となった。 

緑道については、日常の巡回や自
治会等からの報告に基づき、伐採や
改修の措置を迅速に行い、適切な維
持管理を実施することができた。 

Ａ 継続事業である町道炭
焼～新田原線狭あい道路
事業の用地取得や宇美町
橋梁長寿命化修繕計画に
基づき計画的な修繕を実
施するための予算確保が
課題となっている。 
ひばりが丘団地の法面

災害復旧工事を安全かつ
迅速に実施し、１日でも早
く全面開放を目指す必要
がある。また、町内の同様
な長大法面に対し定期な
点検、維持管理が必要とな
るため、そのための予算と
人材確保が課題となる。 
緑道については、今後と

も日常の巡回や自治会等
からの報告に基づき、迅速
な対応を行っていく。 

［都市整備課] 
［学校教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)公共交通ネット
ワ－クの形成 
町民の日常生活に
不可欠なＪＲや西
鉄バスなどの交通
手段に加え、町内福
祉巡回バス（ハピネ
ス号）を運行し、公
共施設などへの移
動の利便性向上に
努めます。 
また、JR 宇美駅の周
辺においては、鉄道
とバスやタクシ－
などの乗継利便性
を高めるため、関係
事業者と連携して
さらなる機能充実
に向けて取り組み
ます。 

福祉巡回バス「ハピネス号」（無償）
の運行をバス会社に委託して定期運
行することにより、町内における移
動に際しての交通手段としての利便
性を図った。 
〔運行形態〕バス２台・１日４コース
〔運行時間〕月～金、日曜日の概ね 

8：30～18：30（約 10 時間） 
〔現契約期間〕平成 29年４月１日～

令和４年３月 31 日（５年間） 
【令和元年度】延べ利用者数 63,314

人、運行日数 291 日 
【令和２年度】延べ利用者数 44,825

人、運行日数 289 日 
現行の委託契約期間が令和３年度

末をもって終了することに伴い、現
在のハピネス号が抱える課題を解決
するため、令和３年 10月、地域交通
会議を設置し、新たな地域交通の導
入について協議検討を開始した。 

Ｂ 現在のハピネス号は、
便数が少なく、待ち時間
が長いこと、高齢化率が
比較的高く、利用者が多
いエリアから町中心部ま
での乗車時間は約30分を
要すること、バス停を設
置できる場所が限られる
ため、利用者宅からバス
停までの距離があるこ
と、利用者は固定されて
おり、子育て世代等の幅
広い世代に浸透していな
いことなど様々な多くの
課題を抱えている。利用
者は、年々減少の一途を
たどっていることから新
たな地域公共交通の導入
を検討する必要がある。 

［まちづくり課] 
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施策 6-2 都市機能の立地誘導・集約 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)都市機能の立地
誘導・集約化 
中心市街地におけ
る魅力ある市街地
の形成や地域ごと
の生活利便性向上
に向け、都市計画の
変更なども視野に
入れながら、各地域
に応じた都市機能
（保健･医療･福祉、
教育、消費･金融、情
報･娯楽･文化･スポ
－ツ、交通･生活基
盤など）の立地誘
導･集約化を行いま
す。 

都市機能の集約のため、都市計画
マスタープランに基づき、都市計画
区域内の用途無指定地域における土
地利用の規制及び当該地域に地域地
区（用途地区、特別用途地区、特定
用途制限地域）を定めることについ
ての検討を行い、地域地区の素案の
作成及び有識者による懇談会まで終
了している。 

しかしながら、素案に係る関係者
説明会はコロナ禍の影響により実施
できなかった。 

Ｃ 今後は、素案に係る関
係者説明会を早期に実施
する。その後、いただいた
意見を反映した書類等を
作成し、懇談会や都市計
画審議会、また、公告・縦
覧等の都市計画の法定手
続きを行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

［都市整備課] 

(2)中心市街地の機
能充実 
JR 宇美駅周辺につ
いては、中心市街地
として町の玄関口
にふさわしい魅力
ある空間にするた
め、さらなる都市･
生活環境の整備を
推進していくとと
もに、超高齢社会に
配慮した安全で快
適な歩行空間を構
築していきます。 

中心市街地の拠点であり町の玄関
口にふさわしい魅力ある空間にする
ため、ＪＲ宇美駅前広場、駐輪場及
びトイレの施設管理を行った。 

令和３年度はバリアフリー化のた
め駅ホームの内方線工事を実施し
た。 

 

Ｃ 今後も町の玄関口とし
ての魅力を高めるため、
施設の維持管理及び有効
活用を図る必要がある。 

トイレのバリアフリー
化、使用されていない２
階の駐輪場及び無人化し
た駅事務所の利活用等の
課題解決に向けた調査研
究や関係機関との協議が
必要である。 

 
 

［まちづくり課] 

(3)住居表示整備事
業の実施 
未実施区域の住居
表示整備を推進し
ます。また、実施区
域の定期的な表示
板などの調査、修
繕、台帳整備を実施
します。 

住居表示が未実施である井野地
区、平成地区、辻荒木地区（一部）
について、令和元年度から整備事業
に着手した。しかしながら、令和２
年度及び３年度は、コロナ禍の影響
により、住居表示実施に伴う地域代
表者との協議会（新町名の検討等）
及び住民説明会の開催ができず、事
業完了が遅れている。 

すでに実施済みの区域について
は、毎年度、区域ごとに計画的に現
況調査を実施し、破損している住居
表示板の修繕や取替えを行った。ま
た、役場備え付けの住居表示台帳に
ついて、開発などによる住宅等の新
築に伴う更新作業も行った。 

Ｃ 住居表示実施計画区域
のうち、未実施区域であ
る井野自治区域の全部、
平成自治区域の全部及び
辻荒木自治区域の一部に
ついて、地域代表者との
協議会や住民説明会の開
催を行い、完了に向け進
める必要がある。 

また、すでに住居表示
実施済みの区域について
は、引き続き計画的に現
況調査、表示板の修繕等
を行う。 

 
［都市整備課] 
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施策 6-3 上・下水道の整備 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)水道施設などの
計画的な更新 
水道管路の老朽化
に対応した計画的
な更新と、水道施設
の耐震化に努めま
す。 

管路の更新、耐震化事業は、障子
岳南三丁目、ひばりが丘団地などの
配水管布設替工事を実施した。耐震
管の採用により同時に耐震化を実施
している。ガス事業者や下水道事業
と共同で、計画的に実施している。 

Ａ 町の公共下水道整備と
ともに管路の更新を実施
してきたことから、令和
２年度末の更新率は、
77.8％となっているが、
今後も水の安定供給を継
続していくためには、更
新時期を迎える浄水場な
どの管路以外の施設の老
朽化対策とともに耐震性
が低い施設の耐震化を図
る必要がある。 

［上下水道課] 

(2)上下水道事業の
健全運営 
上下水道事業の料
金の適正化、事務事
業の合理化、効率化
や経費の節減など
を進め、公営企業と
して事業の健全運
営に努めます。 

上水道事業、下水道事業ともに、
経営の策定による収支計画の見直し
や公営企業経営分析表の活用によ
り、経営状況を確認し、経営の健全
化に努めている。 

令和２年度の決算では、上水道事
業・下水道事業ともに、経常収支比
率や経費回収率は 100％を超え、累
積欠損金もなく経営状況は、比較的
健全といえる。今後も継続していく
ため収入の確保とともに、費用の削
減・抑制を実施していく。 

上水道事業では、福岡地区水道企
業団からの受水を他市町へ融通する
ことで、受水費の節減を実施した。
下水道事業では、ストックマネジメ
ント計画に基づいた計画的な点検調
査を実施し、清掃費用や修繕費の節
減に努めている。 

 

Ｂ 将来にわたって、持続可
能な事業運営を行っていく
ため、今後の増加が見込ま
れる施設の更新需要に対応
するため、対象施設の状態
を詳細に把握し、アセット
マネジメント計画の見直し
を行う必要がある。また、
将来的な人口減少による料
金収入の減少も見込まれて
おり、逓増性料金の見直し
など、料金負担の在り方の
検討を行う必要がある。 
※アセットマネジメントと
は、「水道ビジョンに掲げた
持続可能な水道事業を実現
するために、中長期的な視
点に立ち、水道施設のライ
フサイクル全体にわたって
効率的かつ効果的に水道施
設を管理運営する体系化さ
れた実践活動」を指す。 

［上下水道課] 

(3)下水道整備の推
進 
下水道計画区域内
の未整備区域は、計
画的な整備を実施
します。 
また、下水道整備済
区域内は、公共下水
道への接続を促進
し、水洗化率の向上
を図ります。 

下水道事業計画に基づき普及拡大
のための下水道整備工事を実施し
た。障子岳南三丁目、貴船五丁目な
どの下水道整備工事を実施し、供用
開始区域を 25.2ha 拡大した。 

令和２年度末の普及状況は、供用
開始面積 670.8ha、普及率 88.2％、
水洗化率 94.7％になっている。 

Ａ 今後も普及拡大を進め
ていくために、汲み取り
トイレが多い地域などの
整備効果が高い地域を選
択した年次計画を策定す
る必要がある。 

 
 
 
 

［上下水道課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)上下水道に対す
る意識の高揚 
上下水道事業にか
かわる啓発活動に
努めます。 

福岡都市圏の市町村と連携した水
キャンペーンや流域下水道事業の関
連町と共同で実施する下水道展によ
り、上下水道に対する周知を実施し
てきたが、新型コロナウイルス感染
症の流行から、令和２年度は、どちら
も中止、令和３年度は、街頭啓発や多
くの人が集まるイベントは中止とな
り、規模を縮小しての実施となった。 
しかしながら、一本松公園に水源

調査のための調査用井戸を利用した
岩盤地下水の給水施設を設置し、そ
の愛称を公募したことや町制施行
100 周年記念事業のマンホールカー
ドの作成・配布事業及び下水道普及
啓発ポスターコンクールを実施した
ことにより、上下水道の啓発に努め
た。 

Ｂ 今後も、イベント形式
での実施は予想が出来な
いため、大きなイベント
のみではなくＩＴを活用
するなど、様々な啓発活
動を検討し、実施してい
く必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［上下水道課] 
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７ 基本目標⑦ 自然と共生する魅力あふ

れるまち 

施策 7-1 循環型社会形成の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)ごみ収集・処理
体制の充実 
広域的な処理体制
のもと、安定的でか
つ適正な廃棄物の
処理体制と効率的
な分別収集体制の
充実に努めます。 

町民の協力による、11品目の分別
搬出により的確な収集ができてい
る。宇美町･志免町衛生施設組合の廃
棄物中間処理施設の宇美志免リサイ
クルセンター「エコル」や須恵町外
二ヶ町清掃施設組合のクリーンパー
ク「わかすぎ」において、適切な稼
働により安定した廃棄物処理が行え
ている。 

令和２年度の粗大ごみ搬入量は、
前年比 29％増（約 195 ﾄﾝ）となった。
このことは、コロナ禍における在宅
期間の増により各家庭からの不用品
の搬出によるものと思われる。令和
３年度も例年より増加傾向と思われ
る。令和２年度において、粗大ごみ
等の処理費用は２町で約 300 万円増
額となった。 

Ａ 分別不十分による違反
ごみが搬出されるため、
分別の周知徹底が必要で
ある。また、安定した処理
を継続していくため施設
の適切な管理を継続して
行う必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［環境農林課] 

(2)ごみ減量化・４
Ｒ運動の推進 
広報・ホ－ムペ－ジ
などによる啓発活
動を充実させ、町民
と事業者、行政の三
者による４Ｒ運動
をはじめとする自
主的なごみの減量
化と資源循環型ラ
イフスタイルの推
進を目指します。 

町民の不用品を「ゆずります」・「ゆ
ずってください」情報として、広報
の「いきいきリサイクル」に掲載し、
ごみ減量及び４Ｒ運動の推進を行っ
た。 

家庭用コンポスト容器購入助成を
行い、コンポストによる生ごみ堆肥
化を推進し、ごみの減量化及び循環
型社会の取組として事業を行った。 

令和元年度：13 基 
令和２年度：９基 
令和３年度：15 基（１月現在） 

Ａ ごみの減量化について
は、生ごみの水切りの徹
底など減量できる要素が
まだあり、今後もごみの
減量に関する情報提供が
必要である。 

循環型社会実現のた
め、４Ｒ運動の推進を広
報・ホームページ等によ
り、情報発信を継続して
行う必要がある。 

［環境農林課] 

(3)し尿の適正処理 
し尿及び浄化槽汚
泥については引き
続き宇美町・志免町
衛生施設組合にお
いて処理体系を確
保し、適正に処理を
行います。 

宇美町・志免町衛生施設組合によ
り適切に処理できている。 

平成 30 年 11 月～令和元年 10月：
4,500kg 
令和元年 11 月～令和２年 10 月：
4,369kg 
令和２年 11 月～令和３年９月：
4,186kg 

Ａ 下水道の普及に伴い、
し尿の収集量は年々減少
しているが、収集量がゼ
ロになることはないた
め、安定した処理を行う
にあたって施設の整備及
び的確な管理を継続して
行っていく必要がある。 

［環境農林課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(4)地球温暖化防止
の推進 
地球温暖化対策の
推進に関する法律
に基づき、行政が自
ら率先して公共施
設の省資源・省エネ
ルギ－化に取組み、
温室効果ガスの削
減を推進するとと
もに、県の取組と連
携した啓発活動な
どを通じて、町民や
事業者などの自主
的・積極的な取組を
推進します。 

宇美町地球温暖化対策実行計画に
基づき、公共施設の電気使用量等の
削減及び省エネ設備の導入を行い、
温室効果ガス排出量の削減に努め
た。（温室効果ガス排出量：2013 年
度【基準年度】2,846（ｔ-CO2）から
2019年度は2,235（ｔ-CO2）で約21％
削減） 

福岡県地球温暖化防止活動推進員
（宇美町在住）による宇美町エコト
ークを隔月で広報へ掲載し、町民の
皆さんに地球温暖化対策の必要性の
啓発を行った。 

Ａ 今後も宇美町地球温暖
化対策実行計画に基づ
き、公共施設のさらなる
温室効果ガス排出量の削
減、広報等による地球温
暖化対策の必要性の周知
に努めるとともに、町民
及び事業所の自主的・積
極的な取組の促進を続け
ていく必要がある。 

 
 
 
 
 

［環境農林課] 

施策 7-2 自然環境の保全と公園・緑地・水辺の保全・整備 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)自然環境の保全 
本町の豊かな自然
環境を保全すると
ともに景観の保全
にも配慮します。 
また、環境教育や関
係団体と協力して
実施する自然環境
を守る取組などを
通じて、意識の向上
を図ります。 

広報誌や町ホームページで、ごみ
の不法投棄禁止の啓発を行うととも
に、パトロールを行った。 
 河川水質検査を年４回実施し、生
活排水の監視を行うとともに、町ホ
ームページで公表し、生活排水につ
いての意識の高揚を図った。 

良好な自然環境を保全していくた
め、福岡県環境部環境保全課や宗像･
遠賀保健福祉環境事務所との連携に
より、対象施設への指導などを行っ
た。 

良好な自然環境を保全していくた
め、都市計画マスタープランに基づ
き、都市計画区域内の用途無指定地
域において特定用途制限地域を定め
ることについての検討を行い、地域
地区の素案の作成及び有識者による
懇談会まで終了した。しかしながら、
素案に係る関係者説明会はコロナ禍
の影響により実施できなかった。 

Ｂ 宇美町環境基本条例に
基づき、自然環境の保全
を図る必要がある。 

今後とも良好な自然環
境を保全していくため、
福岡県や関係機関と連携
し、対象施設等に指導や
協力依頼などを実施して
いく。 

今後、特定用途制限地
域に係る関係者説明会を
早期に実施する。その後、
いただいた意見を反映し
た書類等を作成し、懇談
会や都市計画審議会、ま
た、公告・縦覧等の都市計
画の法定手続きを行う。 

 
 

［環境農林課] 
［都市整備課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(2)身近な公園・緑
地の維持管理 
地域の交流・憩いの
場や子どもの遊び
場を確保するため、
公園・緑地にある遊
具の維持管理及び
水辺、樹木の保全管
理に努めます。 

年一回の遊具の法定点検及び日常
の巡回や自治会等からの報告に基づ
き、危険度が高い遊具の使用禁止措
置等を迅速に行い、適切な保全管理
や改修等を実施することができた。 
【令和元年度】 

ひばりが丘中央公園遊具（滑り台）
更新、一本松公園（一本松側）ト
イレ改修。 

【令和２年度】 
ひばりが丘西公園外６公園遊具
（滑り台）更新、林崎公園複合遊
具更新、一本松公園（猫石側）ト
イレ改修。 

【令和３年度】 
法定点検結果に基づき、遊具等の
改修を実施する予定。 

Ｂ 今後も遊具の点検等に
よる危険度判定を行いな
がら、計画的な遊具等の
更新を図り、適切な保全
管理に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［都市整備課] 

(3)一本松公園（昭
和の森）の利活用 
自然的資源に恵ま
れた魅力ある公園
として利活用しま
す。また、ＰＲ活動
に努め、観光振興に
つなげます。 

一本松公園の一本松側と猫石側の
トイレの改修を行い、利用者への快
適な環境の提供や景観美化に努め魅
力ある公園としての整備を行った。 

宇美町ホームページの観光情報サ
イトで一本松公園（昭和の森）の四
季折々（桜、登山、紅葉等）の情報
発信を行った。また、令和元年度か
らまちづくり課公式 Twitter を開設
し、情報発信の手段を増やし、さら
なるＰＲ活動を図った。 

Ａ 利用者のマナーが悪く
ゴミや炭などの放置が増
えたため、その対応を図
る必要がある。 

令和２年度から新型コ
ロナウイルス感染症拡大
防止のため、緊急事態宣
言下では、一本松公園が
閉鎖となった。今後は、ウ
イズコロナ・アフターコ
ロナの視点を持って公園
が利活用されるようＰＲ
活動を図る必要がある。 

［都市整備課] 
［まちづくり課] 
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施策 7-3 生活環境の保全・向上 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)環境美化活動の
促進 
美しいまちづくり
と住みよい環境づ
くりを目指し、地域
や各種団体が行う
除草作業（ラブア－
スなど）や環境ボラ
ンティア活動を支
援します。 

新型コロナウイルス感染予防のた
め令和２年度・令和３年度と６月の
「町内一斉清掃 ラブ・アース」が
実施できず、町内の除草作業が進ま
ない状況であった。 

しかしながら、新型コロナウイル
ス感染状況の動向を見て、地域のボ
ランティアの方や各自治会での清掃
活動により環境美化が保たれている
状況である。 

清掃・除草活動で出たごみについ
ては通常通り、町で収集し最終処分
場へ搬入、その後、廃棄物中間処理
施設で適正処理を行った。 

Ｂ 新型コロナウイルスの
状況により活動が制限さ
れるところがあるが、通
常の状態に戻れば今まで
通りの環境づくりが継続
できると思われる。 

 
 
 
 
 
 
 

［環境農林課] 

(2)不法投棄の予防 
地域や警察署と連
携し、町内パトロ－
ルの実施やモラル
向上に向けての啓
発活動を継続して
実施します。 

地域からの要望により、不法投棄
が行われた箇所への不法投棄禁止看
板の設置及び環境監視パトロールを
業務委託により行い不法投棄の予防
に努めた。また、不審な場所にはカ
メラを設置し監視活動を行ってい
る。 

 

Ａ 不法投棄看板の設置や
環境監視パトロールによ
り不法投棄の減少にはつ
ながっているが、不法投
棄「ゼロ」にはなっておら
ず、不法投棄をされない
環境づくりが必要であ
る。 

［環境農林課] 

(3)空き家対策の推
進 
空き家の実態を的
確に把握し、宇美町
空家等対策協議会
の意見を取り入れ
ながら、所有者など
への意識啓発や適
切な管理に関する
助言・指導による適
正管理の促進、空き
家バンクなどを活
用した利用促進を
図ります。 

各自治会から提供いただいた空き
家の所在に関する情報や町職員が現
地確認した空き家情報をもとに、町
内の空き家全棟の実態調査を実施し
現状把握に努めた。 

また、空き家の管理不全の場合に
発生する諸問題、それを防止するた
めの手法等について、町ホームペー
ジに加え、宇美町の土地・建物所有
者に対して送付する固定資産税納税
通知書に啓発文書を同封することに
より周知を図った。 

 

Ｂ 今後の課題としてあげ
られるのが、建築年次が
古く、老朽化した空き家
への対応である。このよ
うな空き家は、倒壊等近
隣住民へ不安を与えるこ
とが多く、また、所有者が
亡くなって相続登記がさ
れていないケースもあ
り、助言・指導の相手方を
探すのに苦慮している状
況である。そのような中
でも、空き家対策に関す
る法律・条例にて適切に
対処し、良好な生活環境
の保全・向上に努めるこ
とが必要である。 

また、今後、これ以上の
管理不全の空き家を増や
さない対策も大事であ
り、そのためには継続的
な所有者に対する啓発の
取組が必要となる。 

［都市整備課] 
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施策 7-4 文化財の保存と活用 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)文化財の保存 
指定文化財の適正
な維持管理及び保
護に努めるととも
に、その他の文化財
や埋蔵文化財につ
いても適切な保護
を行い、必要に応じ
た調査研究を実施
します。 
伝統民俗芸能など
の無形文化財につ
いては、保存団体を
支援し、積極的にそ
の保存・伝承に努め
ます。 

指定文化財の適正な維持管理及び
保護に努めるため、宇美町文化財専
門委員会を開催し、町文化財の新規
指定に関する調査研究などを行っ
た。また、埋蔵文化財に関しては、
埋蔵文化財事前審査や発掘調査等を
継続して実施し、文化財の適正な保
存に努めた。伝統民俗芸能などの無
形文化財については、宇美神楽（県
指定無形民俗文化財）の保存継承を
図るため、宇美神楽保存会の運営支
援を行った。 

Ａ 文化財の活用を図るた
めには、適切な文化財保
存事業を行うことが必要
不可欠であることから、
これまでの取組を継続的
に実施していく必要があ
る。また、平成 28 年度か
ら令和２年度まで実施し
た「宇美町誌編さん事業」
において収集した町に関
係する重要な新資料の適
切な保存について取り組
んでいく必要がある。 

 
 

［社会教育課] 

(2)文化財の活用 
文化財の活用につ
いては、地域文化の
理解を深めるため、
学校や地域への文
化財保護啓発活動
や展示など文化財
に対する教育普及
活動を実施し、町民
の意識高揚を図り
ます。 
また、歴史民俗資料
館を拠点に文化財
の情報を効果的に
発信するとともに、
資料館施設をふれ
あいの場、交流の場
として活用します。 
指定文化財につい
て、関係機関・団体、
県、関連自治体など
との連携により活
用を図り、町民交流
の促進、観光振興の
推進に役立てます。 

文化財の活用については、史跡ウ
ォーキング事業（年１回）、地域への
各種歴史講座（年５回程度）、学校へ
の出前授業（年 10回程度）などを実
施し、文化財に対する町民の意識高
揚を図った。 

また、歴史民俗資料館については、
資料館企画展（５回）、一般サークル
団体による展示会を開催した。 

指定文化財については、令和２年
６月に、日本遺産「古代日本の『西
の都』～東アジアとの交流拠点～」
が拡充され、宇美町が「国特別史跡
大野城跡」と「万葉集筑紫歌壇」の
関連自治体としての追加となったこ
とにより、関係機関・団体、県、関
連自治体などと連携して日本遺産関
係事業に取り組み、町民交流の促進、
観光振興の推進を図った。なお、新
型コロナウイルス感染拡大防止対策
により、講座や出前授業などの中止
や資料館の臨時休館などにより当初
予定していた事業が実施できなかっ
たが、新たな試みとして、ホームペ
ージやＳＮＳによる情報発信を行
い、新たなスタイルでの文化財活用
事業に取り組んだ。 

Ａ コロナ禍でも文化財の
保存活用、資料館の来館
者数増に向けて新たなス
タイルで情報発信を行う
ことができ、新たな社会
様式での文化財保存活用
推進の一歩を進むことが
できた。 

今後も新たな事業の企
画・立案を行い、幅広い世
代に文化財愛護や郷土を
愛する心を育むような意
識向上を目指した事業に
取り組む必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
［まちづくり課] 
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８ 基本目標⑧ 個人を尊重し行政経営を

進めるまち 

施策 8-1 人権尊重・男女共同参画の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)人権政策の総合
的推進 
「宇美町人権教育・
啓発基本指針」に基
づき、人権施策を総
合的に推進します。 

宇美町人権教育・啓発基本指針に基
づき、人権施策の推進を行っていくた
め設置している宇美町人権教育推進
協議会において、会議や研修会を重ね
ながら、委員自身の人権教育に対する
意識啓発と知識向上を図ることがで
きた。また、協議会の委員でもある人
権擁護委員の取組事例を発表いただ
き、委員としての関わり方なども理解
する場を持てたことは、本町の人権教
育の推進につながった。 
さらには、令和３年度において新型

コロナウイルス感染症が拡大する中、
感染された方や医療従事者・エッセン
シャルワーカー（人々の生活を支える
ために必要不可欠な仕事に従事する
方）、様々な理由によりワクチンを接
種していない方などへの差別や偏見、
ＳＮＳへの心ない書き込みなど「新型
コロナウイルス感染症に関連した差
別は決して許さない」との強い決意の
もと宇美町人権教育推進協議会にお
いて「ＳＴＯＰ！コロナ差別 ～今こ
そ、宇美町38,000 人の思いやり♡～」
の宣言が行われた。 

Ａ 宇美町人権教育・啓発
基本指針について、性的
少数者や新型コロナウイ
ルス感染症問題など現状
の課題等を含んだ見直し
が必要と考えられる。ま
た、人権教育推進協議会
については、継続して委
員の意識向上へつながる
情報及び場の提供を図っ
ていくこととする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 

(2)人権教育・啓発
推進体制の充実 
宇美町人権教育推
進協議会をはじめ
関係機関・団体と連
携し、７月の「宇美
町人権問題啓発強
調月間」における人
権問題啓発講演会
や街頭啓発、各種月
間の取組など、人権
が尊重される教育
及び啓発の推進体
制の充実を図りま
す。 

７月の「宇美町人権問題啓発強調
月間」における人権問題啓発講演会
や街頭啓発について、令和元年度は
実施できたものの、令和２年度は新
型コロナウイルス感染拡大防止によ
り中止となった。しかしながら、令
和３年度については、様々な新型コ
ロナウイルス感染防止対策を講じ実
施することができた。また、12 月の
「人権週間」では、令和元年度は街
頭啓発、令和２年度は啓発方法を検
討し、町立中学校の生徒会役員数名
と「宇美町子ども・子育て支援条例」
を活用した座談会及び啓発物品の配
架を行い、人権が尊重される教育及
び啓発の推進を図ることができた。 

Ａ 新型コロナウイルス感
染拡大防止対策を講じな
がら、人権が尊重される
教育及び啓発の推進を図
っていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)人権問題に関す
る相談体制の充実 
人権擁護委員、関係
団体などと連携し、
当事者の立場に立
ったきめ細かな相
談活動ができる体
制を整え、問題の早
期解決に向けた自
立支援や人権擁護
などの取組の充実
を図ります。 

人権擁護委員と連携し、きめ細かな
相談ができるよう月２回の心配ごと
相談及び特設人権相談所を開設した。 

協力することや感謝することの大
切さを学ぶとともにやさしい思いや
りの心を体得し、人権思想を育むこ
とを目的として、小学生を対象とし
て、花の種子を協力しながら育成す
る「人権の花運動」を実施した。 

12 月の「人権週間」においては、
中学生の生徒会役員を１日人権擁護
委員として委嘱し、中学生の人権意
識の高揚を図るとともに広く町民に
呼びかけるため街頭啓発を実施し、
問題の早期解決や人権擁護の取組の
充実を図った。 

Ａ 今後も、人権擁護委員、
関係団体と連携し新型コ
ロナウイルス感染拡大防
止対策を講じながら、き
め細かな相談活動ができ
る体制を考える必要があ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 

［社会教育課] 

(4)男女共同参画に
向けての意識づく
り 
「男女共同参画う
みプラン」に基づ
き、広報・啓発活動
などを通じ、男女共
同参画の視点に立
った意識啓発を推
進します。 
また、学校・地域・
家庭など、あらゆる
機会をとらえて世
代や社会環境など
に応じた男女平等
に関する教育活動
を推進します。 
さらに、男女間の暴
力をはじめとする
男女共同参画に関
する町民の様々な
悩みに応えるため、
相談体制の充実を
図ります。 

男女共同参画の啓発のため、男女
共同参画講演会を開催した。 
令和元年度 キャリアプランに関

する講演 講師 福岡県男女共同参
画センター「あすばる」 センター長 
神崎 智子 氏（参加者：109名） 

令和２年度 仕事と子育ての両立
に関する講演 講師 タレント「ハ
ル」氏（参加者：73 名) 

令和３年度 新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により中止。 

令和元年度に原田小学校区コミュ
ニティ運営協議会が主催した男女共
同参画研修の開催を支援した。また、
原田小学校区ふれあい祭りで啓発パ
ネルの展示を行った。 
令和元年度には、男女共同参画週間

（６月23日から29日まで）に町立図書
館で男女共同参画に関連する図書の特
集コーナーを設置して啓発を図った。 

同時期に広報、ホームページ、Ｓ
ＮＳにより男女共同参画に関する啓
発を行った。 
ＤＶ等相談体制に関する周知を広

報、ホームページ、公共施設のトイレへ
の相談カードの設置により実施した。 

糟屋地区で委託にて実施した「か
すや地区女性ホットライン」では、
専門家による電話相談等を実施し
た。（相談件数 令和元年度 12 件、
令和２年度 10件、令和３年度 20 件） 
窓口で相談を受けた際は、県が作成

したＤＶ相談窓口のパンフレットを
配付し、法テラス、配偶者暴力相談支
援センター等の情報提供を行った。 

Ｂ 令和元年度に原田小学
校区単位で開催された研
修会のように、身近な地
域での男女共同参画の意
識づくりを推進する必要
がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
［健康福祉課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(5)男女が共に生き
る環境づくり 
男女雇用機会均等
法の遵守に向けた
周知・啓発、職場に
おける労働条件や
環境の整備に向け
た啓発などを行い、
働く場での男女平
等を促進するとと
もに、育児・介護休
業制度の周知・活用
促進をはじめ、子育
てや介護のための
社会支援の充実と
職場などの環境整
備の促進など、仕事
と家庭生活の両立
支援に努めます。 
また、情報提供や活
動支援などを通じ、
地域活動における
男女共同参画を促
進します。 
さらに、町の審議会
及び委員会や各種
団体の女性の積極
的登用に関する取
組の支援を行い、女
性の登用率の向上
を図り、政策・方針
決定の場への男女
共同参画を促進し
ます。 

仕事と家庭生活の両立支援のため
の育児・介護休業制度等の周知につ
いては、国や県などの関係機関と連
携してホームページでの情報発信
や、公共施設にリーフレットを設置
して行った。 

町の審議会等への女性登用率は、
令和元年度 22.0％ 令和２年度 
24.8％ 令和３年度 28.1％と年々
向上している。 

Ｂ 仕事と家庭生活の両立
支援のための育児・介護
休業制度等の周知につい
て、広報、ホームページ、
ＳＮＳ、リーフレット等
広く実施に努める必要が
ある。 

町の審議会等への女性
登用率は目標値である令
和５年３月末までに 30％
を目指して、各機関に向
けたさらなる女性登用の
推進を図る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 

(6)自立した生き方
づくりへの支援 
家庭や地域社会の
中で一人一人が自
立し、自分らしい生
き方ができるよう、
自立・能力開発の視
点に立った学習機
会や情報の提供に
努めます。 

家庭や地域社会における自立、能
力開発の視点に立った学習機会や情
報提供の場として、宇美町働く婦人
の家「し～ず・うみ」の運営を宇美
町社会福祉協議会の指定管理により
行った。 

令和元年度 39 事業 参加延べ
人数 9,197 名 

令和２年度 21 事業 参加延べ
人数 4,066 名 

令和３年度 15 事業 参加述べ
人数 600 名(実施予定) 

国、県が主催する男女共同参画関
連や自立・能力開発の視点にたった
講座等についての情報発信を広報、
ホームページ、ＳＮＳを活用して行
った。 

Ｂ 令和２年度から新型コ
ロナウイルス感染症拡大
の影響により講座等の事
業実施が困難な状況とな
った。今後は、感染防止対
策を取って創意工夫して
事業実施を行う必要があ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
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施策 8-2 行政経営の推進 

主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(1)計画的な行政の
推進 
総合計画に基づく政
策・施策を計画的に実
施するため、ＰＤＣＡ
サイクルによるマネ
ジメントにより進捗
管理を行います。 
また、統一的な基準
による財務書類を活
用し、財政状況の分
析・公表を積極的に
行うとともに、事業
効果や費用対効果な
どに応じて重要度や
緊急性を総合的に勘
案し、事業の重点化
を図りながら、選択
と集中による財政運
営を行います。 

第６次総合計画及び総合戦略の施
策についてＰＤＣＡサイクルによる
進捗管理を実施し、結果を公表して
いる。 

総合戦略については、外部有識者
（総合戦略推進懇談会）による意見
聴取及び事業内容の見直しを毎年実
施している。 

統一的な基準による財務書類を活
用し、財政状況の分析・公表を積極
的に行い、毎年度の予算編成におい
て事業の重点化・選別化を図る財政
運営を行った。 

Ｂ 第７次宇美町総合計画
（計画期間 令和５年度
から令和 12 年度まで）と
第３期宇美町総合戦略を
同時策定し、評価・検証方
法の見直しを図る必要が
ある。 

統一的な基準による財
務書類の活用に関して
は、引き続き財政状況の
分析を行いながら、さら
なる行政コストの見直し
等を行っていく必要があ
る。 

 
 
 
 

［まちづくり課] 
［財政課] 

(2)持続可能な財政
基盤の確立 
将来にわたる安定
した行政サ－ビス
の提供及び持続可
能な財政基盤を確
立するため、本町の
財政規模に見合っ
た予算編成を行い、
歳入・歳出の改革に
取り組むとともに、
国や県の補助金な
どの有効活用、新た
な財源の確保、地方
債残高の適正な管
理を行うなど、弾力
性のある財政運営
を行います。 

平成 29 年３月に宇美町財政改革
推進プランを策定し、財源不足の解
消を図るとともに、財政調整基金の
取崩しに依存しない財政運営を実現
するため、サマーレビュー（次年度
予算編成前に事務事業の見直しを行
い削減すること）を実施し、歳入・
歳出の改革に取り組んだ。 
財政調整基金を、平成29年度14億

５千万円、平成30年度14億 5,400万
円、平成31年度14億 6,800万円、令
和２年度 15 億 4,300 万円とすること
ができ、毎年度扶助費等で増額してい
く標準財政規模に対し、20％程度の緊
急財政出動への備えを確保できた。 

財源の確保については、平成 30年
度の現年度分目標収納率を 98.4％
と設定しており、平成 30 年度
98.82％、平成 31 年度 98.61％、令
和 2 年度 98.68％となり、すべての
年度で目標を上回った。 

収入済額は、平成 28 年度以降、上
昇傾向にあり、平成 28年度から令和
２年度の増減率は 6.7％、令和２年
度の収入済額は過去最高額の約 37
億７千万円となった。 

また、滞納繰越額は減少傾向にあ
り、平成 28 年度から令和２年度の増
減率は△15.8％となった。 

Ｂ 高齢人口の増加に伴う
社会保障の充実及び医療
費の増加等による扶助費
の増加、老朽化が進行し
ている公共施設等の維持
改修に必要な財源確保が
課題である中、財政の弾
力性を示す指標である経
常収支比率は、令和２年
度決算において 95.7％と
設定目標である 92.0％以
下に及ばず、さらなる事
業の見直しや町税の収納
率の向上などの財源確保
が必要である。 

町税の収納率を向上さ
せ、安定的かつ健全な行
財政計画を実施するため
には、電話督促や催告、納
税相談等、納税につなげ
る取組を継続的に実施
し、県税事務所との合同
捜索や差押を執行するた
めの収納体制の強化及び
維持が必要である。 

 
 

［財政課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(3)効果的・効率的
な財政運営の確保 
新地方公会計に的
確に対処し、財政状
況の分析・公表を積
極的に行うととも
に、事業効果や費用
対効果などに応じ
た重要度や緊急度
を総合的に勘案し、
事業の重点化・選別
化を図りながら、選
択と集中による財
政運営を行います。 

新地方公会計に的確に対処し、財
政状況の分析を毎年実施し、ホーム
ページで公表を行った。財政状況の
分析を行うことで、資産の状況や行
政コストの状況、負債の状況、受益
者負担の状況を年度毎に類似団体と
比較が可能となり、当町の問題や改
善するべき点をより明確にすること
ができた。 

分析の中で特に当町の公共施設の
多くが 30～40 年を経過しており、類
似団体と比較しても有形固定資産減
価償却率は高い水準であるため、毎
年度の予算編成において事業の重点
化・選別化を図る財政運営を行いな
がら、庁舎をはじめ小・中学校校舎・
体育館等の改修事業を行った。 

Ａ 今後の人口減少に伴
い、町税収入の大幅な伸
びは期待できない状況の
中、引き続き財政状況の
分析を行いながら、さら
なる行政コストの見直し
や公共施設の更新、統廃
合等を行っていく必要が
ある。 

 
 
 
 
 
 
 

［財政課] 

(4)人材の育成 
人材育成基本方針
のもと、職員一人一
人が持つ能力を最
大限に発揮できる
人事制度の運用を
行います。また、職
員研修の充実を図
り、プロ意識の自覚
を促すとともに、職
員個々の職務遂行
能力の向上に努め
ます。 
また、客観性及び透
明性の高い人事評
価制度を導入・運用
し、職員の実績や努
力に応えることで
モチベ－ションを
高め、組織としての
総合力の向上を図
り、地方分権時代の
担い手にふさわし
い人材の育成を図
ります。 

人権研修、情報セキュリティ研修、
庁舎内研修は毎年実施することを基
本とするが、令和２年度については
新型コロナウイルス感染拡大に伴い
実施を断念せざるを得なかった。 

人事評価制度については人材育成
の観点から平成 28 年度より本格的
に導入している。半年ごとの目標設
定、業績評価の定着を図ってきたが、
時間的制約が職員の負担感増大につ
ながり、評価者側の認識の違いや点
数のばらつき、研修体制の不十分な
面も否めず、昇給昇格への反映に至
らなかった。そのため令和３年度よ
り新人事評価制度を導入し、外部研
修を導入しながら制度の熟成を図っ
ていく。 

人材育成基本方針については令和
４年度を目途に改訂作業を進めてい
る。令和３年度は職員アンケート及
び町民アンケートを実施し、現状分
析を行った。 

Ｂ 研修については、広く
職員全体を対象とする研
修と階層別（役職別）研修
のどちらを重視するかと
いう課題があるものの、
現状は、予算の問題もあ
り、階層別（役職別）につ
いては、福岡県市町村職
員研修所への派遣研修
（個別）による対応とし
ている。今後は、Web 研修
やZoom会議に積極的に参
加させるとともに、階層
別研修については福岡県
市町村職員研修所への派
遣研修のみならず、予算
措置した上でのスキルア
ップ研修の参加を可能に
するなど、研修予算獲得
に向けて検討を進める。
また人材育成基本方針の
改定を令和４年度に行う
ために職員アンケートを
参考に進めていく。 

［総務課] 
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主要な取組 
達成状況 

（令和元年度～令和３年度） 
達成度 残された課題・今後必要な取組 

(5)公共建築物の維
持管理・更新・統廃
合 
宇美町公共施設等
総合管理計画で定
めた４つの全体方
針を達成するため
に策定する公共施
設再配置計画に基
づき、個々の公共建
築物の更新・統廃合
の時期を明らかに
し、計画的に大規模
改修による施設の
長寿命化や統廃合
を進めます。 

公共施設再配置計画に基づき、令
和２年４月に貴船保育園の民営化を
行った。柳原保育園については令和
４年４月の民営化に向け計画どおり
に進んでいる。 

長寿命化については、令和２年３
月に小中学校長寿命化計画（個別施
設計画）を策定し、計画的に学校及
び各施設の改修を実施している。 

Ａ 公共建築物の統廃合に
ついては、施設再編の主
要施設となる学校におい
て法律の改正により小学
校の学級編制が今後40人
学級から35人学級となる
ことに加え、特別支援学
級数が増加傾向にあり、
本計画で見込んでいた空
き教室を利用した施設の
再編や機能移転にも影響
が出てくる。 

今後、アフターコロナ
の社会情勢も踏まえ、計
画を見直していく必要が
ある。 

［管財課] 
［学校教育課] 

(6)広域行政の推進 
広域的な行政課題
については、福岡都
市圏 17 市町での連
携をはじめ周辺市
町と連携を強化し、
効率的な行政運営
を図りながら解決
に向けて取り組み
ます。 

福岡都市圏 17 市町の定期的会議
（課長会、係長会）にて、共通課題
の解決のため協議・検討を行った。
また、基金を活用した事業を実施し
た。 

令和元年度 冊子「ファミリード
ライブ in かすや」発行（家族で楽
しめるお出かけスポットを紹介する
情報誌を民間情報会社との共同で発
行）。 

令和２年度 「シティ情報ふくお
か 12月号」及び別冊版「美味しいか
すや」発行。 

令和３年度 「シティ情報ふくお
か」に粕屋地区のドライブコース、
飲食店の特集を掲載。 

Ａ 今後とも広域的な行政
課題の解決に向けて、福
岡都市圏及び周辺市町と
連携を強化して行政運営
を図る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［まちづくり課] 
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基本目標 施策 

現行計画（後期実践計画）で設定した成果指標 達成状況 

担当課 

指標名 
基準値 

(2017年度) 

目標値 

(2022年度) 

直近の 

測定値 

測定 

年度 

基本目標①

共働による

活力あるま

ち 

施策 1-1 

共働の推進 

施策 1-2 

地域コミュ

ニティの活

性化 

町民意識調査において

「地域コミュニティ活

動・ボランティア活動

に現在参加しており、

今後も参加したい」と

回答した町民の割合 

15.7％ 20.7％ 14.0％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

基本目標②

安全に暮ら

せるまち 

施策 2-1 

防災対策の

充実 

施策 2-2 

交通安全・

防犯の充実 

施策 2-3 

消費者施策

の充実 

安全に暮らせるまち

だと思う町民の割合 
－ 50.0％ 72.9％ Ｒ３ 

町民意識調査

結果より 

災害時の避難路・

避難場所を知って

いる町民の割合 

75.6％ 90.0％以上 83.1％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

 交通事故発生件数

（の減少） 
155 件 150 件以下 90 件 Ｒ２ 危機管理課 

 刑法犯罪認知件数

（の減少） 
180 件 160 件以下 120 件 Ｒ２ 危機管理課 

基本目標③

人にやさし

く、健やか

に暮らせる

まち 

施策 3-1 

地域福祉の充実 

施策 3-2 

高齢者福祉の充実 

施策 3-3 

障がいのある人

の福祉の充実 

施策 3-4 

町民の健康づく

りの推進 

「地域福祉の充

実」施策に満足し

ている町民の割合 

20.0％ 25.0％ 23.5％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

「高齢者福祉の充

実」施策に満足し

ている町民の割合 

20.0％ 25.0％ 21.4％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

「障がいのある人

の福祉の充実」施

策に満足している 

町民の割合 

15.7％ 20.7％ 15.8％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

  学童期における高

血糖児の割合 

29.5％ 

（2016） 
15.0％ 

23.2％

（2019） 

Ｈ31 

 

こどもみらい

課 

  健診で高血糖が発

見され、治療を開

始した町民の割合 

37.2％ 

（2016） 
62.0％ 24％ Ｒ２ 健康福祉課 

基本目標④

次代の担い

手を育み、

自己実現を

進めるまち 

施策 4-1 

子育て支援の充実 

施策 4-2 

学校教育の充実 

施策 4-3 

生涯学習の推進 

施策 4-4 

青少年の健

全育成 

施策 4-5 
スポーツ活
動の推進 
施策 4-6 
芸術・文化
活動の推進 

施策 4-7 

読書活動の推進 

「子育て支援の充

実」施策に満足し

ている町民の割合 

16.3％ 21.3％ 22.9％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

「将来の夢や目標

を持っている」児

童生徒の割合（「当

てはまる」「どちら

かといえば当ては

まる」の合計） 

小学生 

88.6％ 

中学生 

74.3％ 

県平均値

以上 

小学生 

町 83.8％ 

県 80.4％ 

中学生 

町 65.4％ 

県 68.6％ 

Ｒ３ 学校教育課 

 
生涯学習活動（趣
味や文化・スポー
ツなど）をした町
民の割合（「ほぼ毎
日」～「月に数回
程度」の合計） 

25.2％ 40.0％ 29.1％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 
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基本目標 施策 

現行計画（後期実践計画）で設定した成果指標 達成状況 

担当課 

指標名 
基準値 

(2017年度) 

目標値 

(2022年度) 

直近の 

測定値 

測定 

年度 

基本目標⑤

産業の振興

で活気を生

むまち 

施策 5-1 

商工業・サ

ービス業の

振興 

施策 5-2 

農林業の振

興 

施策 5-3 

観光の振興 

新規開業件数 30 件／年 
120 件以上 

(４年間累計) 
63 件 Ｒ２ 税務課 

観光入込客数 

（年間） 
1,115 千人 1,225 千人 733 千人 Ｒ２ まちづくり課 

作物栽培を再開し

た自己保全管理農

地面積 

－ 
1,000 ㎡以上 

(４年間累計) 
4,300 ㎡ 

Ｒ３まで

の累計 
環境農林課 

基本目標⑥

住みやすい

環境づくり

を進めるま

ち 

施策 6-1 

道路・交通

網の充実 

施策 6-2 

都市機能の

立地誘導・

集約 

施策 6-3 

上・下水道

の整備 

「道路・交通網の

充実」施策に満足

している町民の割

合 

24.2％ 29.2％ 

道路網 

21.4％ 

交通網 

28.9％ 

Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

「都市機能の立地

誘導・集約」施策

に満足している町

民の割合 

14.9％ 19.9％ 17.4％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

「上・下水道の整

備」施策に満足し

ている町民の割合 

41.7％ 46.7％ 40.8％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

基本目標⑦

自然と共生

する魅力あ

ふれるまち 

施策 7-1 

循環型社会

形成の推進 

施策 7-2 

自然環境の保

全と公園・緑

地・水辺の保

全・整備 

施策 7-3 

生活環境の

保全・向上 

施策 7-4 

文化財の保

存と活用 

自然と共生する魅

力あふれるまちづ

くりが行われてい

ると思う町民の割

合 

－ 50.0％ 43.1％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

基本目標⑧

個人を尊重

し行政経営

を進めるま

ち 

施策 8-1 

人権尊重・

男女共同参

画の推進 

施策 8-2 

行政経営の

推進 

審議会・委員会な

どにおける女性の

登用率 

19.1％ 30.0％ 28.1％ Ｒ３ まちづくり課 

経常収支比率 96.5％ 92.0％以下 95.7％ Ｒ２ 財政課 

公共施設の更新問

題（老朽化問題）

の認知度 

33.7％ 50.0％ 54.8％ Ｒ３ 
町民意識調査

結果より 

 


